提出 日 : 令 和 5 年 8 月 28 日 
選定 日 : 令 和 5 年 11 月 7 日 


みち か ら ま ち を 変え て いく ! 
人 中 心 の カー ボン ニュ ー ト ラル スト リー ト 
[御堂筋 」 


と 人 ・ モ ノ ・ 資 金 ・ 企 業 ・ 情 報 を 呼び 込む 持続 可能 な 
都市 エリ ア の 創出 て 


一 般 社団 法人 御堂 筋 ま あお づくり ネッ トワ ー ク 
一 般 社団 法人 再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 (FOURE) 


大 阪 市 環境 局 環境 施策 部 環境 施策 課 
電話 番号 06-6630-3480 


FAX 番号 06-6630-3580 
メー ル ア ド レス ja00886@city. osaka. lg. jp 


重点 選定 モデ ル へ の 応募 希 
1 


二 尿 給 合 直 城 の 重 半 の 和 003522002038303 3 
希望 


5 OE NS NAN Ne NN NN Na Nas NA NaS NA a NS a Ne a a 4 
1.1 提案 地方 公共 団体 の 社会 的 ・ 地 理 的 特性 kk 4 
1 2 所 室 効果 区 : ス 届 還 の 湊 上 和 2 6 

2. 脱 炭 素 先 行 地域 に お ける 取組 kk 8 
2.1 2030 年 以降 の 将来 ビジ ョ ン と 脱 炭 素 先行 地域 の 関係 Muu 8 
2.2 対象 と する 地域 の 位置 ・ 範 囲 【 対 象 地域 の 位置 ・ 範 囲 ) LiLILLE 10 
2.3 腕 誠 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 14 
2.4 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う C02 排出 の 実質 ゼロ の 取組 ki 21 
2.5 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 kkk 31 
PP な PP 3 な DPE お RPC は EE 40 
2 の RR 43 
2.8 事業 費 の 額 ( 各 年 度 ) 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) .………………………………………. 45 
2.9 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 、 住 民 の 暮らし の 質 の 向上 、 地 域 経済 循環 へ の 頁 献 等 .…… 47 
0 人 NO000000000020000000022002 9 53 
3. 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 等 ikki 54 
3 導 関係 者 の 連 導 体 制 応 准 意 形成 状況 冬 i 54 
人 0213 MER 60 
Gecko2S2E 還 本 内科 0 介 人 AENRSEAES EAA SR の AEASRLASERSERSDSRSPSSRLNSASRS ま Se: 62 
引か 2004 必 pH2303288329833828882883282828828888328333832888288283428388838282883283888823828282838282988 63 


4. 地方 公共 団体 実行 計画 を 踏ま 
5. 重点 選定 モデ ル (該当 が ある 


えた 2030 年 度 ま で に 目指 す 地域 脱 炭 素 の 姿 .……………………………………… 65 
0 PP の 2 69 


脱 炭 素 先行 地域 の 範囲 の 類型 
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重点 選定 モデ ル へ の 応募 希望 欄 


① 施策 間 連 携 


「 道 路 空間 再編 X レジ リエ ンス x 脱 炭 素 」 で 安心 安全 持続 可能 な ビジ ネス エリ ア 


応募 杜 | を 構築 
ン ・ 特 定 都 市 再生 緊急 整備 地域 で も ある 対象 地域 で は 、 平 成 31 年 に 公民 共同 で 都市 再 
生 安 全 確保 計画 を 策定 し 、 自 立 ・ 分 散 型 電源 の 導入 と エネ ルギー 面 的 融通 に よる 平 


時 の 環境 性 能 の 向上 と 、 業 務 継 続 地 区 (BCD) の 構築 を 進め て いる 。 


・ こ の うち 、 複 数 の 施設 で 、 サ ステ ナブ ル 建 築 物 等 先導 事業 (国土 交通 省 ) な どの 施 
策 も 活用 し 、ZEB Ready な ど 省 CO2 型 の 開発 を 進め て いる 。 


② 地域 間 連 携 


明 
Ti 


適地 に 裸 益 する 再 エ ネ 調 達 マ ッ チ ング 


・ 再 生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 (FOURE) ※、 福 島 県 浪江 町 と の 連携 に より 、 再 
ピ エネ ポテ ン シ ャ ル が 限ら れる 都市 部 の 大 消費 地 と 、 再 エネ 適地 を 有する 自治 体 ・ 企 
業 と の マッ チン グ 、 及 びそ れ を 通じ て 連携 自治 体 に 宰 益 する スキ ー ム を 構築 する 。 


※ 全 国 に 約 3, 000 ヶ所 の 発電 所 を 有する 一 般 社団 法人 、 企 業 や 自治 体 等 37 団体 が 加 


③ 地域 版 G X 


応募 本 


④ 生物 多様 性 の 保全 、 資 源 循環 と の 統合 的 な 取組 


応募 欄 


⑤ 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 削減 の 取組 


応募 欄 


1. は じ め に 
1.1 提案 地方 公共 団体 の 社会 的 ・ 地 理 的 特性 


① 沿 革 

・ 大 阪 市 は 、 古 く か ら 水 運 に 支え られ 、 政 治 、 経 済 、 文 化 の 中 心 的 都市 
と し て 発展 し た 「 水 の 都 」 と 呼ば れる 歴史 を も つ 都 市 で ある 。 

・ 江戸 時 代 に は 、 大 阪 ら し さ を 象 徴 す る 自由 で 進取 の 気風 に 富む 大 阪 が 
育ん だ 商人 や 企業 家 が 、 世 界 に 先駆 け て 先物 取引 を 開始 し 、 斬 新 な ア 
イデ ア で 新た な 商品 を 創出 する な ど 、 そ の 創造 性 に より 社会 に 変革 を 
生み 、 日 本 経済 の 発展 に 貢献 する と と も に 、 人 々 の 生活 に 豊か さや 潮 
い を も た ら せ て きた 。 

・ 高 度 経済 成長 期 に は 、 自 動車 交通 の 激増 や 周辺 部 の 急速 な 市 街 化 が 進 
ん だ た め 、1970 年 大 阪 万 博 を 契機 と し て 、 市 中 心 部 の 高架 道路 整備 、 
交差 点 の 立体 交差 化 、 市 周辺 部 の 幹線 路 整 備 な ど 、 骨 格 幹線 道路 網 の 
充実 が 図ら れ た 。 同 時 に 、 大 気 汚染 や 騒音 、 地 盤 沈下 等 の 激甚 な 公害 
を 経験 し 、 法 規制 に 加え て 独自 の 条例 等 に より 克服 し て きた 。 


② 位 軒 
・ 大阪 平野 の 中 央 部 に あり 、 瀬 戸 内 海 に 面 し て いる 。 


③ 面 積 
・225.33 km ( 府 域 の 11.99%) 


④ 地 形 等 (自然 環境 や 交通 状況 等 ) 

・ 大 阪 市 域 の 樹木 ・ 樹 林 率 は 6.996 (平成 18 年) と 低く 、 市 域 全域 が 高度 に 市 街 化 さ れ て いる 。 

・ 鉄道 や バス に よる 公共 交通 ネッ トワ ー ク が 発達 し て お り 、 利 便 性 の 高い 都市 を 形成 し て いる 。 
持続 可能 な 地域 公共 交通 ネッ トワ ー ク の 構築 に 向け 、Al オン デマ ンド 交通 の 導入 に も 取り 組ん 
で いる 。 


⑤ 土 地 利用 

・ 市 域 の 約 93.99%% が 市 街 化 区 域 に 指定 され て お り 、 太 陽光 パネ ル を 設置 で きる 広大 な 土地 は な 
い 。 地 下 は 豊か な 地下 水 に 恵まれ て お り 、 未 利用 エネ ルギー と し て 地下 水 熱 利用 の ポテ ン シ ャ 
ル を 有 し て いる 。 

・ 市 域 に 占め る 人 口 集中 地区 (DID) 内 人 口 は 約 99.99%% と 非常 に 高く な っ て いる 。 

・ 鉄道 駅 勢 圏 (半径 1 km に 含ま れる 町 丁目 ) の 人 口 割合 は 約 94.2%% と 、 人 口 の 約 9 割 以上 が 鉄道 
駅 1km 圏 に 居住 し て いる こと か ら 、 概 ね 鉄道 駅 を 中 心 に し て 都市 機能 や 人 口 が 集積 し た 都市 構 
造 を 形成 し て いる 。 


⑥ 気 候 (気候 の 特徴 や 再 エネ 発電 に 関係 する 日 照 時 間 ・ 風 況 等 ) 

・ 瀬戸 内 型 気候 に 属し 、 年 間 を 通し て 温暖 で 晴天 の 日 が 多く 、 降 水量 が 比較 的 少な いと いう 特徴 
が ある 。2022 年 の 気象 デー タ で は 、 日 照 時 間 は 約 2, 300 時 間 と 恵まれ て いる 一 方 で 、 平 均 風 束 
は 2.4m と 風力 発電 の ポテ ン シ ャ ル は な い 。 

・ な お 、 大 阪 市 で は 、 直 近 の 100 年 間 で 気温 が 約 2.1C 上 昇 し て いる 。 こ れ は 、 地 球 温暖 化 の 進 
行 だ け で な く 、 ヒ ー ト アイ ラン ド 現 象 と の 複合 要因 に より 、 生 じ た も の と 考え られ て いる 。 


(⑦ 人 口 (直近 の 住民 基本 台帳 人 口 や 近年 の 増減 の 状況 等 ) 

・ 令 和 5 年 6 月 1 日 現在 の 推計 人 口 は 2, 765, 907 人 。 大 阪 府 の 人 口 の 約 329% を 占め て いる 。 

・ 約 316 万 人 で あっ た 1965 年 を ビー ク に 、 約 260 万 人 と な っ た 2000 年 まで 減少 傾向 で 推移 し て 
きた が 、2005 年 か ら 再び 増加 に 転じ て いる 。 


・ 今後 は 減少 に 転じ 、2045 年 に は 約 250 万 人 (2015 年 比 人 A7.0%) に まで 減少 する こと が 見 込ま 
れ て いる 。 


⑧@ 産 業 構造 (第 一 次 産業 か ら 第 三次 産業 の 状況 や その 特徴 等 ) 

・ 市 内 総 生産 ( 令 和 元 年 度 ) に お ける 実質 生産 額 に 対す る 経済 活動 別 構成 比 で 見 る と 、 卸 売 ・ 小 売 
業 22.49%、 専 門 ・ 科 学 技術 、 業 務 支 援 サ ービス 業 14.99%6、 不 動産 業 11.896 と いっ た 業務 部 門 に 
属す る 産業 が 上 位 を 占め て いる 。 

・ 市 内 に は 国内 で 2 番目 に 多い 約 18 万 事業 所 が ある 。 事業 所 数 は 卸売 ・ 小 売 業 が 最も 多く 全体 の 
27.59%、 次 いで 宿泊 業 ・ 飲 食 サ ービス 業 14.89% と な っ て いる 。 


⑨ そ の 他 (必要 に 応じ て ) 

【 国 際 的 な 発信 力 】 

・ 本 市 は 外国 人 訪問 者 数 が 日 本 一 で ある こと に 加え 、 大 阪 ・ 関 西 万 博 、 姉 妹 ス トリ ー ト 協定 、 脱 炭 
素 を 通じ た 都市 間 連 携 な ど に 取組 が ある た め 、 国 内 外 へ の 波及 力 に 留まら ず 、 国 際 社 会 に 向け た 
脱 炭 素 先行 地域 の PR 力 が ある 自治 体 で ある 。 

・2025 年 に 大 阪 市 で 開催 され る 大 阪 ・ 関 西 万 博 に は 、 国 内 外 か ら 約 2, 820 万 人 も の 来場 者 が 想定 
され て いる 。 

・ 万 博 で は 、「 未 来 社会 の 実験 場 」 を コン セプト に 、 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル 、 デ ジタル 技術 、 次 
世代 モビ リティ な ど 、 最 先端 の 技術 や 社会 シス テム を 活用 する 未来 社会 ショ ー ケ ー ス 事業 が 行 
われ る 予定 と な っ て いる 。 


画 2025 年 大 阪 ・ 関 西 万 博 
〇 O テ 一 マ : い の ち 輝 く 未 来 社会 の デザ イン 
(Designing Future Society for Our Lives) 
〇 コン セプト : 未来 社会 の 実験 場 
(People’ s Living Lab) 
〇 開催 期間: 2025 年 4 月 13 日 ~10 月 13 日 (184 日 間 ) 
〇 想定 来場 者 数 : 約 2, 820 万 人 
O 開 催 場 所: 大阪 市 夢 洲 (ゆめ し ま ) 
CO 開催 意義: ・ い の ち 輝 く 未 来 社会 へ 
・SDGs 達成 ・SDGs 十 beyond へ の 飛躍 の 機会 
・Society5.0 実現 に 向け た 実証 の 機会 


出典 : 公益 社団 法人 2025 年 日 本 国際 博覧 会 協会 
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(地産 エネ ルギー 活用 の 取組 / 万 博 で の 披露 ) 

・ 本 市 は 、 早 く か ら 下 水道 の 消化 ガス 発電 に 取り 組む な ど 、 エ ネル ギー 源 の 少な い 都 市 部 に お 
ける 未 利用 エネ ルギー や 地産 エネ ルギー 活用 に 注力 し て きた 。 

・ 現在 は 、 海 老 江 下 水 処理 場 や 大 阪 広域 環境 施設 組合 舞 洲 工 場 で の バイ オメ タネ ーション 実証 
に て 、 下 水 汚泥 や 生 ご み 等 か ら バ イオ ガス を 製造 し 、 バ イオ ガス の 更 な る 有効 活用 を 図る ほ 
か 、2025 年 の 万 博 に お いて は 再 エ ネ 由 来 水素 と 会 場内 で 発生 する 生 ご み 由 来 の バイ オガ ス か 
ら メ タン を 製造 し 、 会 場内 の 熱 供給 設備 や ガス 厨房 で 利用 する 予定 を し て いる 。 


画 御 堂 筋 姉妹 スト リー ト 協 定 (MOU) 

・ 御 堂 筋 と 類似 の メイ ンス トリ ー ト を 所 有する 海外 大 都市 と 姉妹 スト リー ト 協 定 を 締結 し 、 人 材 
交流 、 技 術 交 流 な どの 相互 連携 を 行い 、 道 路 に 関す る 知識 と 経験 を 共有 し 、 各 々 の 今後 の 展開 
の 示唆 を 得る と と も に 、 御 堂 筋 を 世界 に 向け て 発信 し て いる 。 
> メル ボル ン 市 スワ ンス トン スト リー ト (締結 日 : 2018 年 3 月 23 日 ) 

ェ シ カゴ 市 ザー マグ ニ フ ィ セン トマ イル (締結 日 : 2018 年 6 月 6 日 ) 


田 脱 炭素 を 通し た 広域 連携 ・ 国 際 協 力 
・ 本 市 で は 、 国 際 的 な 地球 温暖 化 対策 に 貢献 する た め 、 民 間 企 業 等 の も つ 先 進 的 な 技術 を 活用 し 、 
本 市 が 有する 都市 経営 ・ 都 市 開発 の 総合 的 ノウ ハウ の 移転 を 通じ て 、 ア ジア 諸 都 市 等 に お ける 脱 
炭素 ・ 低 炭素 都市 形成 を 支援 し て いる 。 

・ 本 市 は 、 ホー チミ ン 市 (2013 年 度 ) 、 ケ ソン 市 (2018 年 度 ) 、 タ イ 東 部 経済 回 廊 (EEC) (2019 
年 度 ) の 3 都市 と それ ぞ れ 脱 炭 素 ・ 低 炭素 都市 形成 に 向け た 覚書 を 締結 し 、 脱 炭素 ・ 低 炭素 都市 
形成 の 実現 に 向け た 都市 間 協 力 を 開始 し て いる 。 

・ こ れ ら 脱 炭 素 化 プロ ジェ クト の 創出 に は 、 産 学 官 連 携 の 「Team 0SAKA ネッ トワ ー ク 」 (2016 年 
6 月 に 立ち 上 げ 、2023 年 4 月 末 現 在 、159 団 体 が 参加 ) の 参加 企業 と 連携 し 取り 組ん で お り 、 大 
阪 ・ 関 西 企業 の 海外 展開 を 促進 し て いる 。 

・ ま た 、2021 年 9 月 か ら 、 英 国 の グレ ー タ ー・ マ ンチ ェ ス ター と 都市 間 交 流 の 主要 な テー マ の 一 
つと し て 脱 炭 素 分 野 に お ける 産学 官 の 連携 を 行っ て いる 。 


2 温室 効果 ガス 排出 の 実態 


6 Ee され る 2020 年 度 の 温室 効果 ガス 排出 量 (暫定 値 ) は 17, 039 千 t-C02 と な っ て 


お り 、2013 年 度 実績 と 比較 する と 3. 721 千 t-C02 ( 約 189%) 削減 され て いる 。 
・C02 排出 量 を 2013 年 度 と 比較 する と 、 産業 部 門 、 業 務 部 門 、 家 庭 部 門 、 運 輸 部 門 の いずれ も 減少 


し て いる 。 


・ 国 全体 の 部 門別 排出 状況 と 比較 する と 、 本 市 で は 、 産 業 部 門 の 割合 が 低く 、 ー 方 で 、 業務 部 門 及 
び 家 庭 部 門 の 占め る 割合 が 高く な っ て お り 、 こ れ ら 民生 部 門 の 対策 が 重要 な 課題 で ある 。 


( 千 t-C02) 
部 門 2013 年 度 | 2020 年 度 2030 年 度目 標 
(基準 年 度 ) | (暫定 値 最新 年 度 ) 
増減 率 増減 率 
(2013 年 度 比 ) (2013 年 度 比 ) 

Sp | エネ ルギー 転換 部 門 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 

や ay | 産業 部 門 5.941| 4.802 419% | 3.740 437% 

で | 民生 部 門 10.624 | 7.708 427% | 3.849 4 64% 

f 家庭 4.384 | 3.678 416% | 1.815 459% 

証 業務 6.240| 4.030 435% | 2.034 467% 

民 | 運輸 部 門 2,688 | 2.583 4A4% | 1.748 43596 

エネ ルギー 起源 CO2 以外 の 1.507| 1.946 29% | 1.038 4319% 
温室 効果 ガス 

温室 効果 ガス 合計 20, 760 | 17.039 418% | 10.376 450% 


※1 エネ ルギー 転換 部 門 は 、 産 業 部 門 に 計上 し て いる 。 


※2 工業 プロ セス 部 門 は 、 エ ネル ギー 起源 CO2 以外 の 温室 効果 ガス で ある が 、 


計上 し て いる 。 
※3 表示 単位 未満 を 四捨五入 し て いる た め 、 数 値 が 合わ な い 場 合 が ある 。 


大 阪 市 域 の 部 門別 CO2 排出 量 の 推移 


( 千 -CO2) 


本 市 で は 産業 部 門 に 


25.000 r 旦 産業 部 門 生業 務 部 門 自家 庭 部 門 上 運輸 部 門 ロロ 廃 棄 物 部 門 
19.096 18.584 ae et fea 18,717| [18,743 
20000 [ 674 640 
693 473 502 |17.189 
624 466 [15.396 rsoo4 L15568| 
519 473 
15.000 ト 530 
10.000 [ 
5.000 
1990 2008 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 (年度 ) 


2. 脱 炭 素 先行 地域 | 
2.1 2030 年 以降 の 将来 


こ お け る 取組 
ビジ ョ ン と 脱 炭 素 先行 地域 の 関係 


記載 項目 


内 容 


〇 第 2 期 大 阪 市 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総合 戦略 (2020 年 3 月 ) 
・ 大 阪 市 の 特徴 を 踏ま えた 取組 の 基本 的 視点 と し て 、「 出 生 率 の 増加 」 


地方 公共 団体 の 2030| 
年 以降 の 将来 ビジ ョ ン 


「 現 役 世 代 の 活躍 」「 東 京 一 極 集中 の 是正 」「 安 全 ・ 安 心 の 地域 」 の 4 

つ を 示す 。 

基本 と な る 施策 の 柱 立て と し て 、 

> 都市 魅力 の 創造 ・ 発 信 (道路 空間 の 再編 等 に より 地域 が 持つ スト ッ 
ク や ポテ ン シ ャ ル を 活か し た 都市 の 魅力 向上 ) 

> 環境 先進 都市 大 阪 の 実現 ( 脱 炭 素 化 時 代 の 「 新 た な エネ ルギー 社 
会 」 の 構築 を 先導 ) 

市 民生 活 の 安全 ・ 安 心 の 確保 (地震 ・ 津 波 等 か ら 住民 の 生命 ・ 
を 守る た め 、 防 災 ・ 減 災 対 策 を 推進 ) 等 を 掲げ る 。 


財産 


・ 将来 ビジ ョ ン に お いて 「 大 阪 の メイ ンス トリ ー ト で ある 御堂 筋 で は 、 


時 代 の 要請 に 応じ 、21 世紀 の 発展 を 支え る 新しい 御堂 筋 と する た め 、 
歩い て 楽し め 、24 時 間 稼 働 す る 多 機能 エリ ア へ の 転換 を 図り 、 御 堂 筋 
の ブラ ンド カ の 向上 を めざし ます 」 と 位置 付け られ て いる 。 


・ 対 象 地域 で は 、 国 際 社 会 の グロ ー バ ル 化 、 少 子 高齢 化 社 会 の 進展 な 


将来 ビジ ョ ン に お ける 
脱 炭 素 先行 地域 の 位置 


付け 、 設 定理 由 


ど 、 都 市 を 取り 巻く 社会 環境 、 経 済 情勢 が 大 きく 変化 する 中 で 、 世 界 
規模 で の 都市 間 競 争 に 勝ち 抜く た め 、 道 路 空間 も 活用 し 、 都 市 魅力 の 
向上 や 防災 力 の 強化 を 図る 取組 を 公民 連携 し て 進め て お り 、 先 行 地域 
と し て 脱 炭 素 の 取組 を 加速 する こと に より 、 更 な る 都市 魅力 の 向上 が 
期待 で きる 。 


・ 加 えて 、① 本 市 の シン ボル スト リー ト で の 取組 は 本 市 の みな ら ず 全国 


脱 炭 素 先行 地域 で 解決 
に 取り 組む 地域 課題 


脱 炭 素 先行 地域 の 2030|・ 
年 以降 の 将来 見 通し 及 
びそ れ を 踏ま えた 取組 
の 工夫 


へ の 強い 発信 力 を 有する 、② 他 地域 で も メイ ンス トリ ー ト を 有する 業 
務 集積 地区 は 多数 あり 波及 効果 が 期待 で きる こと が 本 エリ ア を 先行 地 
域 に 設定 し た 理由 で ある 。 

【 課 題 ①】 都市 魅力 の 向上 ・ 大 阪 な ら で は の に ぎわ い の 創 出 

【 課 題 ②】 業務 集積 地区 で の 災害 時 の 安全 確保 ・ 業 務 継 続 

【 課 題 ③】 エネ ルギー 効率 の 向上 と 再 エ ネ 電 力 の 確保 


・ 対 象 地域 に お ける 将来 の 道路 空間 利用 の あり 方 に つい て は 、 平 成 21 年 


12 月 に 議論 を スタ ー ト させ た 後 、 様 々 な 場 で 議 諭 ・ 検 討 を 行っ て き 
た 。 そ し て 、 平 成 31 年 3 月 に 車 中 心から 人 中 心 の みち へ と 空間 再編 を 
めざす 「 御 堂 筋 将来 ビジ ョ ン 」 を 策定 し 、 御 堂 筋 完 成 100 周年 で ある 
2037 年 を ター ゲッ ト に 本 ビジ ョ ン 実 現に 向け た 取組 を 推進 し て いる 
本 ビジ ョ ン で は 、 人 ・ モ ノ ・ 資 金 ・ 企 業 、 情 報 と いっ た 都市 資源 の 交 
流 を 促す 場 、 新 た な 魅力 が 体験 で きる 場 を 創出 し て いく と と も に 、 再 
生 可能 エネ ルギー 等 の 分 散 型 電源 の 活用 や 、 こ れ に よる 災害 時 の 防 
災 ・ 減 災 力 の 向上 及び 平時 の 低 炭 素 化 を 実現 する 面 的 な エネ ルギー 供 
給 シ ステ ム を 構築 し 、SDGs の 考え 方 に 基づく 持続 可能 な 都市 ・ エ リア 
を 創出 する と し て いる 。 


・「 御 堂 筋 周辺 地域 都市 再生 安全 確保 計画 」 に お いて は 、 建 物 の 建 替え 


に よる 更新 に 合わ せ て 、 コ ー ジ ェ ネ レー ショ ン シ ス テム 等 の 自立 ・ 分 
散 型 電源 の 導入 な ど に 取り 組む こと と し て いる 。 
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画 「 御 堂 筋 将来 ビジ ョ ン 」 (平成 31 年 3 月 策定 ) 
〇 コン セプト 「 世 界 最新 モデ ル と な る 、 人 中 心 の スト リー ト へ 」 

御堂 筋 を 車 中 心から 人 中 心 の スト リー ト へ 転換 する こと で 、 新 た な 体験 が で きる 空間 を 生み 出 
し 、 そ の 空間 を 通じ て スト ッ ク し た 「 人 ・ モ ノ ・ 資 金 ・ 企 業 ・ 情 報 」 と いっ た 都市 資源 の 交流 を 
促し 、 新 た な 魅力 や 価値 を 創出 する と と も に 、 そ れ ら を 世界 に 発信 し て いく 。 


〇 生み 出し た 空間 で 展開 が 想定 され る 3 つの シー ン 

1「 大 阪 の 顔 に か さわ し い 御 堂 筋 」 
人 中 心 の 道路 空間 、 周 辺 エ リア と の 歩行 空間 ネッ トワ ー ク 形成 

2「 新 た な 魅力 が 体験 で きる 御堂 筋 」 
出会い の 空間 を 創出 、 公 民 連 携 に より 新しい 出会い や ビジ ネス チャ ンス を 創出 
24 時 間 ひ と を ひき つけ る 「 場 」 を 創出 

3「 都 市 の 成長 を 支え る 多様 な 機能 を 備え た 御堂 筋 」 
持続 可能 な まち づく り 、 最 先端 技術 の 展開 、 ス マー トコ ミュ ニテ ィ の 形成 


〇 将来 ビジ ョ ン 実 現に 向け た 段階 的 な 取組 み ター ゲッ トイ ヤー 20837 年 
・ フ ァ ー ス トス テッ プ 「 側 道 歩行 者 空間 化 」 (御堂 筋 完成 ..O0 周 年 ) 


・ 将来 ビジ ョ ン 「 人 中 心 マ フル モー ル 化 」 


2025 日 本 万 国 博覧 会 
御堂 筋 を フィ ー ル ド と し て 、「 み ちか ら 
未来 」 を 体験 し て も ら え る よう な 取組 を 
NN っ 万 博 来場 者 を 引き 寄せ 、 都 市 魅力 を 
発信 


画 御 堂 筋 周辺 地域 都市 再生 安全 確保 計画 ( 令 和 2 年 10 月 変更 ) 

・ 都 市 再生 特別 措置 法 第 19 条 の 15 に 基づき 、 大 阪 市 周辺 ・ 中 之 島 ・ 御 堂 筋 周辺 都市 再生 緊急 整 
備 協議 会 (御堂 筋 周辺 地域 部 会 ) が 策定 。 

・ 御堂 筋 周辺 地域 で 大 規模 な 地震 が 発生 し た 場合 に お ける 都市 再生 緊急 整備 地域 内 の 滞在 者 等 の 安 
全 の 確保 を 図る た め 、 想 定 す る 災害 と その 被害 ・ 滞 在 者 等 を 検討 し 、 必 要 な 施設 の 整備 や 管理 に 
つい て 定め 、 公 民 連 携 で 進め て いる 。 


一 般 社団 法人 
都市 再生 緊急 整備 協議 会 の ー 
(御堂 筋 周辺 地域 部 会 ) 御堂 筋 ま わ づ くり ネッ トワ ー ク 


2.2 対象 と する 地域 の 位置 ・ 範 囲 【 対 象 地域 の 位置 ・ 範 囲 】 
・ 対 象 地域 は 大 阪 市 の 中 心 部 を 南北 に 走る 御堂 筋 を 軸 に 、 
共同 提案 者 で ある 周辺 地区 の エリ アマ ネジ メン ト 団 体 
(一 般 社団 法人 御堂 筋 ま ちあ ち づ く り ネ ットワーク ) の 活動 
エリ ア を 中 心 に 大 阪 市 役所 を 合わ せ た 、 南 北約 1.8km・ 東 、、 
西 約 0.18km、 約 0.3kmwz の 大 き さ の エリ ア と 大 陽光 発電 を / 
設置 する 湾岸 部 2 ヶ所 で ある 。 

・ 対 象 地域 の 選定 は 、 御 堂 筋 エリ ア が 今日 の 大 阪 の 発展 に 
貢献 し て きた 歴史 ある ビジ ネス 街 で あり 、 現 在 は 都市 間 
競争 に 勝ち 抜く た め に リノ ベー ショ ン が 求め られ て いる 
こと 、 そ し て 当該 団体 が 地域 の 景観 や 防災 な ど に も 意識 
が 高く 、 御 堂 筋 を 大 阪 都心 部 で 安全 ・ 安 心 な エリ ア と す Seraa 
る こと を 目 標 に 公民 連携 し て エリ ア 防 災 の 取組 を 進め て N お 
いる こと を 踏ま えて 行っ た 。 HH 


【 対 象 地域 の 特徴 】 

・ 御堂 筋 は 、 北 と 南 の 「 御 堂 さ ん 」 を つ な く 道幅 6m、 南 北 に 1.3km の 
細い 道 で あっ た が 、1923 年 に 打ち 出し た 「 都 市 大 改造 計画 」 の メイ 
ン 事 業 と し て 、 幅 44m 南北 に 4km と し 、 道 路 の 下 に 地下 鉄 を 走ら せ 
る と いう 大 拡幅 工事 が 実施 され た 。 当 時 、 都 市 計画 と 合わ せ て 公営 
で 実施 し た の は 日 本 初 で ある 。 

・1937 年 の 開通 当初 は 市 民 が 「 飛 行 場 の 滑走 路 か ?」 と 笑っ た と いわ 
れる が 、1965 年 頃 に は 空前 の マイ カー ブー ム が 到来 し 、 さ ら に は 
1970 年 大 阪 万 博 開催 に 向け た 交通 量 の 一 層 の 深刻 化 が 予測 され た こ 
と か ら 、 双 方 向 通行 か ら 国 内 最大 級 の 一 方 通行 (6 車線 ) と し た 。 

・ 御堂筋 は 、 全 長 約 4km の 直線 道路 と 開放 感 の ある 道幅 、 百 尺 (31m ) 
の 高 さ 制限 に よる 規律 良く 揃っ た 沿道 ビル 、 そ し て 約 900 本 の イチ ョ a 引っ 
ウ 並 木 に より 自然 あふ れる 並木 道 は 、 世 界 で も 類 を 見 な い 美しい 道 と 963 中 和 40) 年 基 対面 通行 の 銘 筋 


に 写真 出 上 : 大 阪 二 博 物 館 
な っ て いる 。 Sc 


・ 近年 は 御堂 筋 の 自動 車 交通 量 は 約 40 年 前 に 比べ 約 4 こら 5 割 減少 する 
一 方 で 、 自 転 車 交通 量 は 約 6 こ 7 倍 と 大 きく 増加 し 、 歩 行者 と の 皿 
に よる 安全 性 の 確保 が 課題 と な っ て いる 。 

・ ま た 、 国 際 社 会 の グロ ー バ ル 化 や 少子 高齢 化 が 進展 する な ど 、 社 会 情 
勢 が 大 きく 変化 し て お り 、 よ り 一 層 の 高 次 都市 機能 の 集積 や 国際 競争 
力 の ある 拠点 形成 な ど を 促進 する 必要 が ある 。 


・ 現在 は 、 高 さ 制限 の 規制 緩和 等 を し つつ 、 御 堂 筋 に 面 し た 壁面 の 連続 
性 や 50m の 軒 線 の 協調 を 図り 、 低 層 部 に 店 舗 ・ 文 化 施設 に 導入 を 誘導 
する な ど 、 世 界 的 な ブラ ンド スト リー ト と し て まち な み に 配 慮 し た si i 
都市 開発 事業 を 促進 し て いる 。 年 半 NN 

・ ま た 、 会 員 企業 等 か ら の 寄付 に より 世界 的 に も 一 級 品 で ある 数 々 の 彫 四 =- 蘭 * 
刻 の 展示 、 建 替え 時 の 壁面 後退 部 分 で の マル シェ や ワゴン 販売 、 キ ッ ee 
チン カー の 出店 、 楽 器 演奏 な どの パフ ォ ー マ ンス 等 に より 、 コ ミュ ニ 生ま 
ケー ショ ン の 場 と し て に ぎわ い を 創出 し て いる 。 

・ な お 、2021 年 2 月 に 、 御 堂 筋 は 歩道 に 賑わい 空間 を 作る 「 ほ こみ 
ち 」 制 度 で 全国 第 1 号 と し て 指定 され て いる 。 
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【 複 数 エリ ア を 対象 と する 意義 ・ 狙 い 】 
・ 御堂 筋 エ リア は 、 市 内 中 心 部 の 業務 集積 地区 で あり 、 大 陽光 バ パネル を 設置 で きる 土地 は な く 、 建 


物 屋 上 も 設置 スペ ー ス が 限ら れ て いる 。 


・ こ の た め 、 エ リア 内 の 電力 需要 量 に 対し て 再 エ ネ 発 電 量 が 極め て 小さ く 、 こ れ を 補う た め に は エ 
リア 外 か ら 再 エネ 電力 供給 が 必須 と な る こと か ら 、 未 利用 地 が 残る 市 内 湾岸 部 2 ヶ所 で オフ サイ 
ト PPA に よる 太陽 光 発 電 を 実施 する 。 


【 対 象 地域 の 民生 帯 要 家 数 等 】 


提案 地方 公共 団体 内 


提案 地方 公共 団体 内 | 


取組 の 規模 全域 に 対す る 多 最 の 数 値 | 

| エリ ア 面 積 (kii) 0.1% 225| | 

0.0% | 

588, 697 

0.0% 

0.0% 

195.705| | 

吾 0.0% | 
Tm 

0.0% | 

了 5.251|| 

0.0% | 

| 

(所) | 先行 地域 全体 | 

民生 部 門 の | 取組 対象 1.3% 

電力 需要 量 15, 338, 012, 270| 

(kWh/ 年 ) | 先行 地域 全体 1. 4% | 


・ 民間 施設 は 、 御 堂 筋 ま お づく り ネ ットワーク 会 員 の 48 施設 の うち 38 施設 (施設 数 ベー ス で 


79%) を 対象 と する 。 


・ な お 、 本 エリ ア で 脱 炭 素 先行 地域 づく り を 進め る こと は 


会 員 が 賛同 し て いる 。 


11 


具体 的 な 位置 は 、 以 下 の 地図 の と お り 。 


(エリ ア 内 の 電力 需要 家 ) 
・ 民 生 需 要 : 38/48 施 設 
・ 公 共 施 設 : 1 施設 


_ 


熱 利用 ・ エ ネル ギー の 面 的 融通 
・ オ フィ ス ( 4 施設 


床 枠 は 脱 炭 素 先 行 地域 


・ 市 役所 本 庁舎 90kW 


記 オフ ィ ス (7 施設 ) 145kW 


て RW 


出典 : 国土 地理 院 ウ ェ ブ サイ ト 


を 市 内 

【 太 陽光 発電 】 

・ 民 間 所 有 地 1.514kW 

・ 夢 洲 1 区 北港 処分 地 ① 2.000kW 
・ 夢 洲 1 区 北港 処分 地 ② 9.990kW 
* 住 宅 (1.600 戸 ) 7.360kW 

・ 小 中 学校 (178 校 ) 6.680kW 

【 廃 棄 物 発電 】 

* 西 淀 工場 14.500kW 

・ 住 之 江 工場 11.300kW 

【 消 化 ガ ス 発電 】 

・ 下 水 処理 場 (4 カ所 ) 4.140kW 
市 外 

【 バ イオ マス 発電 】 

・ 木 質 バ イオ マス 5,750kW 


国土 地理 院 ウ ェ ブ サイ 


出典 : 


ト 
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【 対 象 地域 の ハザード マッ プ 】 
南海 トラ フ 巨 大 地震 に よる 災害 想定 


《 御 堂 筋 沿道 地域 》 
・ 来訪 者 の ピー ク 時 の 滞在 者 数 は 平日 6,000 人 、 休 日 3, 100 人 、 う ち 帰 宅 困難 者 は 平日 1.900 
人 、 休 日 300 人 と 想定 され る 。 


最大 震度 6 弱 (黄色 ) 


南海 トラ フ 巨 大 地震 が 発生 し た 場合 (津波 ) < ? 
ge \ っ は 
人 Ua 


出典 : 大 阪 市 災害 想定 に つい て 出典 : 大 阪 市 水害 ハザード マッ プ (中 央 区 ) 
南海 トラ フ 岩 度 分 布 図 ( 内 閣府 
平成 24 年 8 月 公表 ) ※ 津 波 に よる 浸水 被害 は 想定 され て いな い 。 


《 夢 洲 1 区 北港 処分 地 及び 民間 所 有 地 》 


最大 震度 5 強 (緑色 ) 若しくは 6 (黄色 ) 


南海 トラ フ 巨 大 地震 が 発生 し た 場合 (津波 


| 所 所有 地 2 


| 夢 洲 1 区 北港 処分 地 


に a < を 79 = じ 
エーーー 

の IS ジイル ーーー テ ーーー 

ド 9 1 程 産 の 地震 が 発生 し 、 最大 クラ ス の 詳 濾 に よる 減水 が 

訪 夢 年 の 汰 下 や 入 通 梁 下 の 醒 共 状況 を 考 吾 ) ( 洪 漏 を 大 定 ) 


出典 : 大 阪 市 災害 想定 に つい て 出典 : 大 阪 市 水害 ハザード マッ プ (此花 区 ) 
南海 トラ フ 岩 度 分 布 図 (内閣 
府 平成 24 年 8 月 公表 ) 


ss 
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2.3 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 


(1) 再 エ ネ 央 存 量 を 踏ま そえ た 再 エ ネ 導 入 可 能 量 

・ 再 生 可 能 エ ネル ギー 情報 提供 シス テム REPOS( リ ー ポ ス ) ( 令 和 3 年 度 推計 値 ) や 独自 の 調査 に よ 
る 市 域 全体 の 再 エ ネ 導 入 可 能 量 は 、 太 陽光 : 200MW、 小 水力 : 0.11MW、 風 力 : 0MW、 地 熱 : 
0.013MW、 木 質 バ イオ マス : 0.55MW、 バ イオ ガス 発電 : 4.1MW、 廃 棄 物 発電 : 58MW の 計 260MW と 試 
算 し て いる 。 

・ 導 入 可能 な 自然 エネ ルギー 種別 は 、 太 陽光 発電 、 木 質 バ イオ マス 発電 、 バ イオ ガス 発電 及び 廃 茎 

_ 物 発電 に ほぼ 唄 ら れる 


ペ 3 [ 
地方 公共 団体 調査 状況 (人 電信 支 了 の 持 時 | | 
再 エネ 種別 導入 可 能 量 ① (⑪-@ 

2 状況 その 手法 除外 量 (KW) 除外 理由 ⑯W 
| | 大 陽光 発電 200.411| 済 | 独自 の 調査 (市 内 FIT 認 定 容 量 か ら 推 定 ) 200.411 
| | 小 水力 発電 406 済 独自 の 調査 (配水 場 ) 296| 配 水 場内 で 自家 消費 する 10| 
| | 同 カ 発電 0| 済 | 再 エ ネ 情 報 提供 シス テム (REPOS) の 活用 0 
| | 地 二 発 電 13| 済 | 再 エネ 情報 提供 シス テム (REPOS) の 活用 13 | 
| | 木質 バイ オマ ス 発 電 554| 済 | 独自 の 調査 (市 の 前 定 枝 :5786t/ 年 ) 554| | 
| | バイ オマ ス 発 電 8.159| 済 | 独自 の 調査 (下水 消化 ガス ) 4.019| 下 水 処理 場内 で 自家 消費 する 4.140| | 
| | 廃業 物 発電 94.618| 済 | 独自 の 調査 (可燃 ご み :856 kt/ 年 、 パ 4 比率 :56.39%) 36.135| 廃 棄 物 焼却 場内 で 自家 消費 する 58.484| 
1 合計 304, 162 40, 450 263.712| | 


※ 大 阪 市 で は 、 再 エネ 電力 の 他 に も 、 地 中 熱 ポ テン シャ ル 調 査 を 実施 し て いる 。 
市 内 地 中 熱 ポテンシャル : 28 PJ/ 年 


市 内 地 中 熱 ポテ ン シ ャ ル マ ッ プ (マッ プ ナ ビ お お さか で 公開 ) 


・ 市 域 の 再 エネ 年 間 発電 量 の ポテ ン シ ャ ル は 、4 億 kwh 程度 と 年 間 電 力 需 要 量 (217 億 kwh 程度 
(※)) の 2% 程 度 で ある こと か ら 、 市域 全域 で の 脱 誠 素 化 に 向け て は 、 徹 底 的 な 電力 得 要 削減 
と 再 エ ネ 確 保 に 努め た 上 で 、 地 域 間 連携 に よる 再 エ ネ 確 保 も 進め て いく 必要 が ある 。 


市 域 再 エネ 内 訳 
発電 量 ポ テン シャ ル バイ オマ ス 
太陽 光 小 水力 木質 バイ オマ ス に 廃棄 物 
(kwh/ 年 ) (消化 ガス ) 
417.510,123 242.096,488 2.600,000 3,645,180 25,.800,000 143.368,455 


(※) 都 道 府 県 別 エネ ルギー 消費 統計 の 大 阪 府 に お ける 部 門別 電気 消費 量 を 活動 量 (産業 部 門 製造 業 で あ 
れ は ば 製造 品 出荷 額 、 家 庭 部 門 で あれ ば 世帯 数 な ど ) で 接 分 し 、21, 732, 935, 838kwh と 算出 


【 太 陽光 発電 】 

・ 対象 地域 は 都心 部 で あり 、 太 陽光 パネ ル を 設置 で きる 土地 、 建 物 と と も に 、 
れる 。 

・ 市 全域 に お いて も 、 農 地 ・ た め 池 な どの 場所 は 殆ど な く 、 建 物 も 自家 消費 を 大 きく 上 回 る ポテ ン 
シャ ル は 見 込め な い が 、 小 中 学校 等 の 市 有 施 設 264 施設 に 導入 する な ど 、 可 能 な 取組 を 進め て い 
る 。 


設置 スペ ー ス は 限ら 
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【 木 質 バ イオ マス 発電 】 

- 大 阪 市 内 で 発生 する 街路 樹 や 公園 樹 の 勇 定 枝 は 、 チ ッ プ 化し 、 木 質 バ イオ マス 発電 の 燃料 と し て 

有効 利用 (※) し て いる 。 

(※) 市 域 に は 木質 バイ オマ ス 発 電 所 が な いこ と か ら 、 最 も 近い 大 東 市 の 発電 所 に お いて 得 られ る 
電力 を 市 域内 に 戻す スキ ー ム を 進め て いる 。 


【 バ イオ ガス 発電 】 
・ 既に 市 内 下水 処理 場 6 施設 に お いて 消化 ガス を 利用 し て 発電 し て お り 、 導 入 可能 な 箇所 で の 取組 
を 進め て いる 。 


【 廃 棄 物 発電 】 

・ 既 に すべ て の 焼却 工場 に お いて 、 廃 棄 物 発電 を 実施 済 で ある 。 

・ 本 市 は 、 八 尾 市 、 松 原市 、 守 口 市 と 一 部 事務 組合 (大 阪 広域 環境 施設 組合 ) を 設置 し 、7 ヶ 所 の 
焼却 工場 (うち 6 ヶ所 が 本 市 内 に 立地 、 現 在 1 ヶ所 が 休止 ・ 建 替 中 ) で 共同 処理 し て いる 。 な 
お 、 本 市 か ら 排 出さ れる ご み の 量 が 全体 に 占め る 割合 は 約 87%% で ある 。 
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(2) 新規 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 導入 予定 
(設備 情報 ) 


【 太 陽光 発電 】 
施設 番号 a (小計 ) 量 (小計 ) 由 
a 和 ョ ョ オン サイ ト ・ | 。 ョ 設備 能力 | 。 契約 電力 区 発電 a 設備 導入 の 
設置 場所 | i オフ サイ ト | 役 軒 方 法 | 施設 数 | (WD | 麗人 な GMh/ 年 ) | 放電 必 | 理 和 時 期 | 可能 
で い 
ダブ ル 発 電 新設 住宅 | 太陽 光 -1 基幹 - 1 個人 オフ サイ ト 屋根 置き 500 戸 2400 低圧 2.750.000 R6~10 年 A 
電導 了 人 太陽 光 - 2 基幹 -2 個人 オフ サイ ト 屋根 置き 700 戸 3.360 低圧 2.870.000 R6~10 年 A 


家庭 (その 他 ) 
オフ ィ ス ビル 

「 御 堂 筋 ま ち づ く り 
ネッ トワ ー ク 」 エ リア | 太陽 光 - 3 ビル 事業 者 オン サイ ト | 屋根 置き 4 箇所 32 低圧 39,300 R6~8 年 A 
内 オフ ィ ス ビル 
設 


の 他 (その 他 ) 1.816.000 
民間 所 有 地 太陽 光 - 4 PPA 事 業者 オフ サイ ト 立 1.816.000 
公共 施設 74.000 
大 阪 市 役所 太陽 光 - 5 PPA 事 業者 オン サイ ト 74.000 A 
公共 (その 他 ) 1.948.905 


本 ( 攻 玉 1 | 太 陽光 -6 基幹 -4 PPA 事 業者 オフ サイ ト 野立 て 1 箇所 2.000 高圧 1.948.905 R9 年 B 


遊休 地 
遊休 農地 
た め 池 
その 他 


合計 9.371 9.498,205 


【 太 陽光 発電 】 
FS 調査 実施 項目 系 統 半 統 検 対 汰 況 
_ 。 - 発電 量 ー 
朗 慎 場所 施設 番号 基幹 設備 | 施設 数 | 契約 電力 区 分 | qkWh/ 年 ) Wi 資料 調査 | 実地 調査 (単独 の 場合 ) (一 括 検討 プロ セス の 場合 ) 
戸 建 住宅 
ダブ ル 発 電 新 設 住 宅 | 太陽 光 -1 基幹 - 1 500 戸 | 低圧 2.750,000| 実施 済 未 実施 に = 
に 呈 光 和 の み 新 人 太陽 光 - 2 | WW2 | 7 村 看 | zazoom 実施 済 未 実施 。 |- 
家庭 (その 他 ) 
オフ ィ ス ビル 
「 御 掌 筋 まち づく り 
ネッ トワ ー ク 」 エ リア | 太陽 光 - 3 4 入所 | 低圧 39.300| 確認 済 実施 済 実 放 済 |- - 
内 オフ ィ ス ピル 


1.816,000| 認 事業 性 判断 実施 済 


1.948,905| 


合計 9,498,205 


合意 形成 に 向け た 主 な 説明 項目 
発電 SS 8 LAN 
契約 電力 区 分 (kWh/ 年 ) 生計 電源 の 詳細 仁 欄 | の た 進度 
影響 と 対策 

ダブ ル 発 電 新設 住宅 2750,000 

和夫 の み 新人 「 「 「 sszoooo 

(その 他 ) 

ィ ス ビル 

「 御 堂 筋 まち づく り 


内 オフ ィ ス ビル 


1.816,000| 施 設 所 有 者 


74.000| 店 内 関係 部 局 


1.948.905| 庁 内 関係 部 局 2 上 意 》 意 : 合意 形成 に 向け て 協議 中 


合計 9,498,205 


| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
1 
| | ネッ トワ ー ク 」 エ リア 39.300| 施 設 所 有 者 
上 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
| 
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O 太 陽光 - 1 、2 : 戸 建 住宅 【 太 陽光 発電 導入 】( オ フサ イト ) 
・ 大 型 メ ガ ソ ー ラ ー な ど 適 地 に 恵まれ な い 課 題 を 解決 する た め 、 国 の 補助 事業 等 を 活用 し て 市 域 の 
住宅 を 対象 に 太陽 光 発 電 と 家庭 用 燃料 電池 を 導入 拡大 し 、 そ の 余剰 電力 を 対象 地域 で 活用 する 。 
・ 家庭 用 燃料 電池 が 同時 設置 され る ダブ ル 発 電 住 宅 に つい て は 、 
陽光 発電 の み が 設 置 され る 住宅 に つい て は 、 


(※ ダ ブル 発電 住宅 の FIT 売 電 実績 値 ) 
〇 ダブ ル 発 電 


設置 容量 :4.8kW/ 戸 x 500 戸 = 2.400kW 

余剰 送電 量 : 5, 500kWh/ 年 / 戸 x 500 戸 三 2,750,000kWh/ 年 
O 太 陽光 発電 新設 住宅 

設置 容量 :4.8kW/ 戸 x 700 戸 = 3.360kW 

余剰 送電 量 : 4.100kWh/ 年 / 戸 x 700 戸 三 2,870,000kWh/ 年 


【 家 庭 用 余剰 電力 の 活用 (みん な の 御堂 筋 プ ロジ ェクト (住宅 VPP)) イメ ー ジ 】 


沿道 ヒル 


〇 太陽 光 発 電 + 家庭 用 燃料 電池 (ダブ ル 発 電 ) 新設 住 


(太陽 光 発 電 十 家庭 用 燃料 電池 ) 新設 住宅 


1 戸 当たり 年 間 約 5,500kWh※、 太 
1 戸 当たり 年 間 約 4.100kWh の 送電 量 を 見 込む 。 


〇 大 陽光 発電 新設 住宅 


〇 太陽 光 発 電 既設 住宅 


卒 FIT) ※ 


※(3) 活 用 可 能 な 既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 参照 


(年 間 設置 戸数 の 根拠 ) 


小 

事 
業 沿道 ビル 
者 it | 


大 阪 市 内 の 平均 太陽 光 設 置 容量 
(2021 年 実績 値 ) 


約 4.8kW 


年 間 太陽 光 発 電設 置戸 数 値 
(2021 年 度 及 び 2022 年 実績 の 2 ヶ年 
平均 値 ) 


〇 ダブ ル 発 電 住 宅 

約 260 戸 
O 太 陽光 発電 住宅 

約 710 戸 

( 約 710 戸 の うち 、 自 家 消費 309% 以 上 の 住宅 は 、 半 
数 の 約 350 戸 と 推定 ^) 


本 取組 へ の 賛同 割合 ま 2 


409% 


送電 対象 戸数 (期待 値 ) 


〇 ダブ ル 発 電 住 宅 : 約 100 戸 (5 年 間 で 約 500 戸 ) 
〇 太陽 光 発 電 住 宅 : 約 140 戸 (5 年 間 で 約 700 戸 ) 


※ 1 太陽 光 発 電 に よる 自家 消費 率 は 、 全 国 平均 で 約 3096 (資源 エネ ルギー 庁 ) の た め 、 半 数 は 309% 以 上 と 


仮定 


※2 市 民 を 対象 と し た 環境 意識 アン ケー ト ( 令 和 3 年 度 実施 ) で の 「4 割 以上 の 方 が 地球 温暖 化 等 に より 環 
境 を 守る こと の 必要 性 を 感じ る 」 と の 回 答 


17 


〇 太陽 光 - 3 : 会 員 ビ ル (オフ ィ ス ビ ピル) 【 太 陽光 発電 導入 】( オ ン サ イト ) 
・ 会 員 企業 4 施設 ( 建 替 3 施設 、 既 存 1 施設 ) の 屋上 等 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し 、 当 該 施 設 内 で 
使用 する 


O 太 陽光 - 4 : 民間 所 有 地 【 太 陽光 発電 導入 】( オ フサ イト ) 
・ 民間 所 有 地 1.2ha に 太陽 光 発 電設 備 (1. 514kW) を 設置 し 、 御 堂 筋 エ リア 内 の 自社 ビル に 送電 す 
る 。2024 年 度 に 詳細 設計 及び 着工 し 、 で きる だ け 早 い 時 期 の 供給 開始 を 目指 す 。 


(FS 調査 の 補足 、 今 後 の 見 込み ・ ス ケ ジ ュ ー ル ) 
・ 実地 調査 済 、 地 盤 調 査 済 の た め 、 内 示 後 速やか に 着工 予定 。 


合意 形成 の 補足 、 今 後 の 見 込み ・ ス ケ ジ ュ ー ル ) 
・ 土地 所 有 者 お よび 小売 電気 事業 者 、 需 要 家 共 に 合意 済 。 
内 示 後 、 速 や か に EPC 事業 者 の 最終 選定 ・ 発 注 に 入る 。 
・ 複数 社 か ら 見 積 書 を 徴 取 済 み 。 


(系 統 接続 協議 の 補足 、 今 後 の 見 込み ・ ス ケ ジ ュ ー ル ) 
・ 接続 認定 回 答 済 の た め 、 内 示 後 、 す みや か に 工事 負担 金 を 入金 し 、 送 配電 事業 者 の 工事 着手 を 依 
頼 す る 。( 回 答 工事 期間 6 ヵ月 ) 


(代替 案 の 検討 状況 、 代 替 案 に 切替 を 判断 する 時 期 ) 
・ 検討 進ん で いる た め 、 候 補 地 へ の 設置 可能 性 は 高い が 、 万 が 一 、 自 然 災 害 等 で 当該 地 へ の 設置 
が 困難 に な っ た 場合 は 、 民 間 事 業者 が 所 有する 他 の 再 エネ 電源 、 も し く は 大 阪 市 内 の 地産 再 エネ 
電源 か ら の 送電 で 対応 する 。 


〇 太陽 光 - 5 : 市 有 施 設 【 太 陽光 発電 導入 】( オ ン サ イト ) 
・ 大阪 市 役所 本 庁舎 屋上 に 太陽 光 発 電設 備 (65kW) を 追加 設置 し 、 本 庁舎 内 で 使用 する 。 


O 太 陽光 - 6 : 市 有 施 設 【 夢 洲 1 区 へ の 太陽 光 発 電設 置 】( オ フサ イト ) 
・ 夢 洲 1 区 (北港 処分 地 ) 内 の 一 部 に 太陽 光 発 電設 備 (2MW) を 設置 、 対 象 地 域内 の 公共 施設 へ 供 
給 する 。 


【 夢 洲 地 区 へ の 大 陽光 発電 設置 】 


太陽 光 発 電設 備 
設置 候補 エリ ア 


民間 事業 者 に よる 9 
既存 メガ ソー ラー 叉 新 


※ 大 陽光 発電 設備 設置 候補 エリ ア (斜線 部 分 ) 
は 、 現 在 埋 立 中 で あり 、 埋 立 完了 し た エリ ア の 
の 一 部 を 活用 
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(FS 調査 の 補足 、 今 後 の 見 込み ・ ス ケ ジ ュ ー ル ) 

・ 現地 調査 等 は 実施 し て お り 、 候 補 エ リア で ある 一 般 廃棄 物 処分 場 の 埋立 進捗 状況 を 踏ま えて 、 
和 7 年 度 中 に 設置 場所 を 決定 する 。 

・PPA 事業 者 か ら 見 積 書 を 微 取 済み 。 


2 


合意 形成 の 補足 、 今 後 の 見 込み ・ ス ケ ジ ュ ー ル ) 
・ 関係 者 (港湾 局 、 大 阪 広域 環境 施設 組合 ) と 情報 共有 を 図り な が ら 進 め て いく 。 


(系 統 接続 協議 の 補足 、 今 後 の 見 込み ・ ス ケ ジ ュ ー ル ) 
・ 送 配電 事業 者 へ の 事前 相談 を 実施 し 、 系 統 の 空き 容量 を 確認 済み 。 
・ 令 和 8 年度 に PPA 事業 者 を 選定 し た 後 、 接 続 協議 を 実施 予定 。 


(代替 案 の 検 討 状 況 、 代 替 案 に 切替 を 判断 する 時 期 ) 
・ 大 阪 市 が 保有 する 土地 に つい て 調査 を 行っ た が 、 長 期 継続 的 に 利用 可能 な 一 定規 模 の 未 利用 地 等 
は 存在 し な か っ た 。 


・ 現 時 点 で は 設置 可能 と 考え て いる が 、 代 替 案 は 廃棄 物 発電 の 自己 託送 に よる 供給 と な る 。 


電源 別 新規 再 エ ネ 導 入 量 合計 (KWh/ 年 ) 】 


太陽 光 発 電 9, 498, 205 
小 水 力 発電 0 
二 0 

0 

0 

0 

0 

新規 再 エ ネ 導 入 量 合 語 9, 498, 205 
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(3) 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 


・ 対象 地域 に お いて 活用 可能 な 既存 の 再 エネ 発電 設備 は 、 太 陽光 発電 、 木 質 バ イオ マス 発電 、/ 
オガ ス 発 電 及 び 廃 棄 物 発電 で ある 。 


【 太 陽光 発電 】 

・ 平 成 30 年 度 か ら 令 和 2 年 度 の 3 年 間 で 小 中 学 校 の 校舎 の 屋上 を 活用 し た 民間 事業 者 に よる 太陽 光 
発電 設備 の 設置 を 181 校 (現在 は 178 校 ) で 行っ て いる 。 

・ ま た 、 夢 洲 1 区 の 廃棄 物 処分 場 を 活用 し 、 公 募 に より 選定 し た 民間 事業 者 に よる 10MW の 大 規模 
太陽 光 発 電設 備 の 設置 を 行っ て いる 。 

・ こ れ ら の ほか 、 太 陽光 発電 設備 を 設置 する 市 内 住宅 400 戸 の 卒 FIT 電気 を 対象 地域 に 供給 する 。 


6 5 発電 量 の うち 先行 
設置 方 法 設置 場所 数 量 設置 者 設備 能力 (KID 地域 へ 供給 する 電 | 導入 時 期 | 電源 供給 方 法 (供給 主体) 等 
CA カ 量 (kWh/ 年 ) 

華 存 太陽 光 設 置 住宅 ( 卒 に ーー 再 エ ネ メニ ュー (小売 電気 事業 
屋根 置き FIT) 400 戸 個人 1.600| 1, 352, 960 1, 352, 960|H27~H31 卒 FIT 電 源 者 A 公 募 予定 ) 
屋根 置き 公共 施設 ( 小 中 学 校 ) 178 箇 所 | 【 屋 根 賞 し 】 民 間 発 電 事 業者 6.680| 8.800.000| 8.800.000H30-R2 |FIT 電 源 | 因 エ メニ ュー (小売 電気 事業 
野 建 て 廃棄 物 処分 坦 1 箇所 |【 場 所 貸し 】 民間 発電 事業 者 9.990 11.000.000 11.000.000IH25 人 
屋根 置き 公共 施設 (大 阪 市 役所 ) 1 箇所 | 大 阪 市 25 33.000 38.000M22 自家 消費 | 自選 所有 

「 御 掌 筋 まち づく り ネ ッ ト 

屋根 置き ワー ク 」 エ リア 内 オフ ィ ス 3 箇所 ビル 事業 者 113 124.970| 124, 970|H26、H30 自家 消費 自己 所 有 

ビル 

合計 18, 408 21,310,930 21.310.930 


【 そ の 他 発 電設 備 (廃棄 物 発電 除く )】 
・ 下 水 処理 場 4 施設 の 消化 ガス 発電 、 市 内 か ら 排 出さ れる 葛 定 枝 を チッ プ 化 し 燃料 と し た バイ オマ 
ス 発電 に よる FTIT 電気 を 対象 地域 に 供給 する 。 


| 【 そ の 他 発 電設 備 (廃棄 物 発 電 は 本 表 下 の 表 に 記載 くだ さい ) 】 


発電 量 の うち 先行 


発電 方 式 設置 場所 数 量 設置 者 設備 能力 (kW 発電 量 地域 へ 供給 する 電 | 導入 時 期 | 電源 供給 方 法 (供給 主体) 等 
CkNh/ 年 ) 力量 (kWh/ 年 ) 
木質 バイ オマ ス 発 電 市 域外 1 箇 所 | 民間 発電 事業 者 5.750 38.000.000| 38.000.000N27 IT 電源 | 相対 契約 (小売 電気 事業 者 D) 
バイ オガ ス 発 電 | 下 水 処理 場 4 箇所 | 民間 発電 事業 者 4.140 25.800.000| 25.800.000H28.29 IT 電源 | 相対 刀 約 (小売 電気 事業 者 C) 
合計 9.890 63.800.000 63.800.000 


【 廃 棄 物 発電 】 
・ 大 阪 広域 環境 施設 組合 西 淀 工場 の 非 FIT 電気 及び 住之江 工場 の FIT 電気 を 対象 地域 に 供給 する 。 


【 廃 棄 物 発電 】 


の WO の バイ オマ ス バイ ホ マ スズ 発電 時 a 
発電 方 式 設置 場所 数 量 設置 者 Ms 生生 へ | 放 入 時 期 | 電源 設備 全体 の 能力 (kD か 
(2 年 ) (kh/ 年 ) 
廃棄 物 発電 廃棄 物 焼却 所 1 か 所 | 大 阪 広域 環境 施設 組合 60%| 25, 876, 787 6, 029, 693|H6 非 該 当 14.500| 63, 022, 180 
廃棄 物 発電 廃棄 物 焼却 所 1 か 所 | 大 阪 広域 環境 施設 組合 55%| 26.801.060| 26, 801, 060|R4 FIT 電 源 11, 300| 70, 122, 000 
合計 52, 677, 847 32, 830, 753 25, 800 133, 144, 180 
= ミ 
合計 値 】 
活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電 量 (kWh/ 年 ) 137, 788, 777 
上 記 の うち 先行 地域 へ 供給 する 電力 量 (kWh/ 年 ) 117, 941, 683 


(地域 間 連 携 に よる 再 エ ネ の 活用 ) 

・ 市 内 の 再 エ ネ 等 の 電力 供給 力 は 対象 地域 内 で 必要 な 電力 需要 量 を 上 回 っ て いる が 、 将 来 の 市 域 全 
域 で の 脱 炭 素 化 に 向け て は 、 地 域 間 連携 に よる 再 エ ネ 電 力 調達 を 進め て いく 必要 が ある 。 

・2021 年 3 月 に は 大 阪 府 と と も に 福島 県 浪江 町 と 「 再 生 可能 エネ ルギー の 活用 を 通じ た 連携 協定 」 
を 締結 。 脱 炭素 社会 の 実現 を 目指 し 、 相 互 に 連携 し て 、 再 生 可 能 エ ネル ギー を 活用 する 取組 を 推 
進 し て いる 。 

・ ま た 、 浪 江 町 と の 自治 体 間 連 携 に 加え 、37 団体 が 加盟 し 、 約 3.000 ヶ所 の 発電 所 を 有する 一 般 社 

団 法人 再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 (FOURE) と 連携 し た 新た な スキ ー ム を 構築 する 予定 で 
ある 。 
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2.4 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 


| 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 
民生 部 門 の 電力 需要 量 
(kWh/ 年 ) 


再 エ ネ な どの 電力 供給 量 
(kWh/ 年 ) 


省エネ に よる 電力 削減 量 
(kWh/ 年 ) 


100% 86% 14% 
| 193.785.738| 一 166, 365, 460| 十 27, 420, 278 


生 部 門 の 電力 需要 家 の 状 況 】 


| 【 民 【 再 エネ 等 の 電力 調達 に 関す る 状況 】 
| 直近 電力 需要 量 の 合計 


自家 消費 、 相 対 契約 、 再 エネ 電力 メ 
ニュ ー、 証 書 の 電力 供給 量 の 合計 


【 参 考 情報 】 


【 省 エネ に よる 電力 削減 に 関す る 状況 】 
省エネ に よる 電力 削減 量 の 合計 


| 提案 地方 公共 団体 全体 の 民生 電 
| カカ 電 要 量 (kWh/ 年 ) 


2.3(2) 新 規 再 エネ 導入 量 合計 
(kWh/ 年 ) 


15, 338, 012, 270 9, 498, 205 


2.3 (3) 利用 可能 な 既存 の 再 エネ 発 
電 量 の うち 、 先 行 地域 に 供給 され 
る 電力 量 合計 (kWh/ 年 ) 


1.3% 117, 941, 683 
(上 記 の 合計 ) 先行 地域 に 供給 され る 新 


規 再 エネ 導入 量 及び 既存 の 再 エネ 発電 量 
合計 (kWh/ 年 ) 


| 先行 地域 の 上 記 に 占め る 


| 割合 ⑩ 


127, 439, 888 


再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 の うち 当該 
地方 公共 団体 の 域外 か ら 調 達する 
量 (kWh/ 年 ) 


46, 147, 198 


上 記 の うち 証書 以外 の 当該 地方 公 


共 団 体 の 域外 か ら 調 達する 再 エ ネ 
電力 量 (kWh/ 年 ) 


36, 647, 198 


先行 地域 の ある 地方 公共 団体 内 で 


調達 する 再 エ ネ 等 電力 証書 
(kWh/ 年 ) 


12, 737, 163 


【 取 組 の 全体 像 】 

・ 対象 地域 の 民生 部 門 の 電力 需要 量 は 193, 785, 738kWh/ 年 で あり 、 そ の うち 166, 365, 460kWh/ 年 の 
再 エ ネ 等 の 電力 供給 、27, 420, 278kWh/ 年 の 省エネ に よる 電力 削減 に 取り 組み 、 実 質 ゼ ロ と する 。 

・ 具体 的 に は 、 大 阪 市 役所 本 庁舎 に お いて 照明 の LED 化 や 屋上 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 と と も 
に 、 対 象 地 域外 の ご み 焼 却 工 場 の 廃棄 物 発電 か ら 供 給 する 。 

・ 会 員 ビ ル に つい て も 、 新 増築 時 の ZEB 化 や 高 効率 空調 や LED 照明 等 へ の 更新 を 実施 する 。 

・ 屋上 の ほか 、 一 部 で 窓 に 太陽 光 発電 を 導入 する と と も に 、 市 内 に 新た に 設置 する 太陽 光 発 電 ( オ 
フサ イト PPA) か ら 供給 し た 上 で 、 不 足 分 に つい て は 、 市 内 (地産 地 消 ) 及び 市 外 ( 再 エ ネ 適 地 
と の 地域 間 連 携 ) の 再 エ ネ 電 カメ ニュ ー 等 に より 調達 する 。 


く 取組 ①> ZEB 化 や 高 効率 空調 等 の 導入 【 実 質 ゼ ロ 】 
大 阪 市 役所 本 庁舎 や 会 員 ビル に お ける ZEB Ready 化 、 高 効率 空調 の 導入 や 照明 の LED 化 等 に 
より 電力 需要 量 を 削減 


く 取 組 ②> 新規 再 エ ネ 導 入 (オン サイ ト 太 陽光 発電 )【 実 質 ゼ ロ 】 
大 阪 市 役所 本 庁舎 、 会 員 ビ ル の 屋上 等 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 
(会 員 企 業 1 施設 に 対し 、 建 材 ( 窓 ガ ラス ) 一 体型 太陽 光 発 電設 備 を 設置 ) 


く 取 組 ③> 新規 再 エネ 導入 (オフ サイ ト 太 陽光 発電 )【 実 質 ゼ ロ 】 
湾岸 部 の 夢 洲 や 会 員 企業 の 所 有 地 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し 、 対 象 地域 に 供給 
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ぐ く 取組 ④> 新規 再 エ ネ 導 入 (オフ サイ ト 住 宅 余剰 電力 の 活用 )【 実 質 ゼ ロ 】 
国 の 補助 事業 等 を 用 いて 市 内 の 住宅 に 太陽 光 発 電設 備 等 を 設置 し 、 既 設 傘 FIT も 含め た 余 
剰 電力 を 対象 地域 内 に 供給 


く 取 組 ⑤> 既存 再 エ ネ の 活用 (オフ サイ ト 廃 棄 物 発電 ) 【 実 質 ゼ ロ 】 
ご のみ 焼却 工場 の 廃棄 物 発電 を 大 阪 市 役所 本 庁舎 や 本 市 施設 (対象 地域 外 109 施設 ) に 供給 


ぐ 取 組 ⑥> 既存 再 エ ネ の 活用 (オフ サイ ト FIT 電気 の 活用 ) 【 実 質 ゼロ 】 
市 有 施 設 の 既設 FIT 電源 (屋根 貸し 太陽 光 発 電 や 下水 道 消 化 ガ ス 発電 な ど ) を 特定 卸 供給 
契約 等 に より 環境 価値 を 買い 戻し て 対象 地域 内 に 供給 
また 、 取 組 ④⑤ の 一 般 社団 法人 再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 と 連携 に よる 仕組 み も 活用 


く 取 組 ⑦> 地域 再 エネ の 活用 (オフ サイ トバ イオ マス 発電 )【 実 質 ゼ ロ 】 
市 域 の 散 定 枝 に よる バイ オマ ス 発 電電 力 を 対象 地域 内 で 活用 


< く 取組 ⑧> 地域 間 連 携 に よる 再 エ ネ の 活用 【 実 質 ゼ セロ 】 
一 般 社 団 法 人 再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 (FOURE) や 浪江 町 と 連携 し 、 適 地 に 補 益 す 
る 再 エ ネ 調 達 マ ッ チ ング を 実施 
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電力 需要 量 に 係る 実質 ゼロ を 達成 する た め の 取 組 内 容 


No 種類 HN 数 量 電力 需要 量 再 エネ 等 の 供給 量 (kMh/ 年 ) 害 エ ネ に よる 電力 前 江 | 
電力 需要 家 (kWh/ 年 ) 自家 消費 等 相対 契約 | 電 カ メニ ュー 証書 (kWh/ 年 ) | 

① 民生 ・ 家 庭 戸 建 住 宅 
その 他 | 
② | 民生 ・ 業 務 そ の 他 | オフ ィ ス ビル 38 187.228.045| 3.281.770| 1.816.000| 132.883.835| 22.237.162 27, 009, 278 | 
商業 施設 | 

宿泊 施設 
その 他 2 10.000 10.000 | 
③ 公共 公共 施設 1 6, 547, 693 107,000| 6,029, 693 411, 000 | 
その 他 | 
合計 (kWh/ 年 ) 193, 785, 738| 3,388,770| 7,845,693| 132.893.835| 22,237,162 27, 420, 278 | 
本 に 100% 1.7% 4.0% 68.6% 11.5% 14.1% | 
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【 民 生 部 門 の 電力 需要 家 の 状 況 (対象 ・ 施 設 数 、 直 近年 度 の 電力 香 要 量 等 】 
直近 電力 主として 取組 (小計 ) 現在 の 
No | 対象 施設 名 区 分 施設 数 試算 方 法 需要 量 を 実施 する | 直近 電力 需要 量 合意 形成 
(kWh/ 年 ) 範囲 内 外 (kWh/ 年 ) 進捗 度 
1| 民 生 ・ 家 庭 ( 戸 建 住宅 ) 0 
2| 民 生 ・ 家 庭 ( そ の 他 ) 0 
3| 民 生 ・ 業 務 そ の 他 ( オ フィ ス ビ ピル) 187, 228, 045 
「 御 堂 筋 ま ち づ く り ネ ッ ト 新築 、 建 本 
a * 予想 電力 量 試 2 
3_1 2 エリ ア 内 オフ ィ ス 替 、 既 存 38 算 、 直 近 実 測 値 187, 228, 045 範囲 内 A 
4| 民 生 ・ 業 務 そ の 他 (商業 施設 ) 「 0 
5| 民 生 ・ 業 務 そ の 他 (宿泊 施設 ) 0 
6 | 民生 ・ 業 務 そ の 他 ( そ の 他 ) 10, 000 
61 2 レッ ト (odona 既存 直近 実測 値 5.000 範囲 内 A 
6.2 を レッ ト 【( 三 凌 UFJ 丘 入 直近 実測 値 5.000| 範囲 内 A 
7| 公 共 ( 公 共 施 設 6, 547, 693 
7_1 大 阪 市 役所 既存 直近 実績 値 6, 547,693| 範囲 内 A 
|| 8| 公 共 (その 他 ) 
8 1 
| 合計 193, 785, 738 
く 民 生 ・ 業 務 そ の 他 > 
〇 オフ ィ ス ビル (38 施設 /48 施設 ) 
| 「 御 堂 筋 ま ち づ く り 1 
3_1 | ネット ワー ク 」 エ リア 対象 施設 数 38| | 
内 オフ ィ ス ピル 
直近 電力 需要 量 (kWh/ 年 ) 187.228.045 kWh/ 年 | | 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A | 
ビル 管理 者 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス | : 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 へ の 反応 調査 実施 済 
メリ ッ ト や コス ト な どの 詳細 説明 | 実施 済 
再 エ ネ 利 用 の 意向 調査 実施 済 
個別 協議 実施 済 
合意 実施 済 


合意 形成 状況 の 詳細 ) 
・ 令 和 4 年 11 月 か ら 、 御 堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク の 会 合 で の 全体 
会 員 に 対し て 個別 訪問 で 一 社 一 社 に 足 を 運び 、 事 業 内 容 を 丁寧 に 説明 する こと に 


者 が 全て 


より 、 合 意 形 成 に 努め た 。 


今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 
・ 合意 済み の 施設 に は 、 地 産 再 エ ネ メ ニ ュー (28 ペー ジ 参 照 ) の 活用 を 促進 する 。(「 御 堂 筋 ま 


・ 本 エリ ア で 脱 炭 素 先行 地域 づく り を 進め る こと は 


説明 に 加え 、 本 市 担当 


会 員 が 賛同 し て お り 、 会 員 の 48 施設 の 
うち 38 施設 (全体 の 799%%) が 2030 年 度 ま で の 再 エ ネ へ の 切り 替え 及び 具体 的 な 調達 方 法 
( 再 エ ネ メ ニ ュー、 証 書 等 ) の 方 向 性 に つい て 合意 。 


ち づ く り ネ ットワーク 」 エ リア 内 オフ ィ ス ビル の 計 4 施設 で 「⑥-2 消化 ガス 発電 」 の 導入 を 


合意 済み ) 
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・ 現 時 点 で は 合意 に 至っ て いな い 施 設 に つい て も 、 勉 強 会 等 を 通じ て 取組 の 意義 等 を 伝え 、 引 
き 続き 合意 形成 の 拡大 を 図っ て いく 。 


く 民 生 ・ 業 務 そ の 他 > 


6 1 | 御堂 筋 パ ー ク レッ ト 対象 施設 数 1 
(odona 前 ) 1 
直近 電力 需要 量 (kWh/ 年 ) 5.000 kWh/ 年 | | 
現在 の 合意 形成 進捗 度 Al : 
(一 社 ) 御堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス | 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 へ の 反応 調査 実施 済 
メリ ッ ト や コス ト な どの 詳細 説明 | 実施 済 
再 エ ネ 利 用 の 意向 調査 実施 済 
個別 協議 実施 済 
合意 実施 済 
6_2 i の に ト 対象 施設 数 | 
直近 電力 需要 量 (kWh/ 年 ) 5.000 kWh/ 年 | : 
現在 の 合意 形成 進捗 度 Al : 
(一 社 ) 御堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス | 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 へ の 反応 調査 実施 済 
メリ ッ ト や コス ト な どの 詳細 説明 | 実施 済 
再 エ ネ 利 用 の 意向 調査 実施 済 
個別 協議 実施 済 


合意 形成 状況 の 詳細 ) 
・ 取 組 実施 に つい て 合意 済み 。 


今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 
・ 特 に な し 


く 公 共 > 

7.1 大 阪 市 役所 対象 施設 数 1 | 
直近 電力 需要 量 (KWh/ 年 ) 6.547.693 kWh/ 年 | | 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A il 
総務 局 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス | 

事業 概要 説明 実施 済 

必要 コス ト 試 算 結果 等 説明 実施 済 

合意 実施 済 


合意 形成 状況 の 詳細 ) 

・ 大 阪 市 役所 本 庁舎 の 省エネ の 取組 と し て 、 令 和 5 年 度 よ り 庁 内 で 使用 する 照明 の LED 化 を 開 
始 し て お り 、 令 和 7 年度 に 完了 予定 。( 令 和 5 年 度 電力 削減 量 見 込み : 411, 000kWh) 

・ 大 阪 市 役所 本 庁舎 屋上 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 増設 に つい て は 、 全 庁 的 に 地球 温暖 化 対 策 を 総 
合 的 か つ 強 力 に 推進 する た め に 設置 し た 「 大 阪 市 地球 温暖 化 対 策 推進 本 部 」 に お いて 方 針 決 
定 。 

* 令 和 6 7 年 度 増設 : 設備 能力 65kW / 年 間 発電 量 74.000kWh 
+ 既存 設備 : 設備 能力 25kW / 年 間 発電 量 33, 000kWh 

・ 令 和 6 年 度 よ り 、 大 阪 広域 環境 施設 組合 の 焼却 工場 ( 西 淀 工場 ) で 発電 し た 電力 に つい て 、 
自己 託送 制度 を 活用 し て 大 阪 市 役所 本 店 舎 及 び 本 市 施設 (対象 地域 外 109 施設 ) に 供給 す 
る 。 自 己 託送 で 賭 え な い 不 足 分 (負荷 追従 電力 ) を 再生 可能 エネ ルギー100% 電 気 に よ り 本 
市 施設 へ 供給 する 。 令 和 5 年 8 月 下旬 に 入札 公告 、 令 和 6 年 4 月 より 供給 開始 予定 。 
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西 淀 工場 発電 量 ( 令 和 4 年 度 実績 ) : 63, 022, 180kWh/ 年 
+ 本 庁舎 供給 電力 量 (見 込み ) : 6,029, 693kWh/ 年 


: 電気 の 流れ  - 世 = ニニ ーーー : お 金 の 流れ 


一 般 送 配下 事業 者 受電 施 
自己 託送 電力 (回 西 定 力 送 配 定 ) 
I 2 


ーー TTT 
自己 託送 料金 i : FTT 


に - ms 


大 阪 広域 環境 
施設 組合 不 弄 呈 多国 語 欄 語 要 林 ーーー 市 役所 本 訂 信 


ご の 焼却 工場 


及び 
( 西 淀 工場 ) @ 余 導 正 力 の 売 ai 本 市 格 設 (対象 地 
域外 109 施 設 ) 


※ 目 己 託送 で 賭 えな い 不足 
分 を 再 エ ネ 1009%% 直 力 で 供給 、 


今後 の 合 口 意 形成 スケ ジ ユ ー ル ) 
・ 特 に な し 


【 再 エネ 等 の 電力 調達 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 調 達 方 法 、 電 力 需要 量 ) 】 


調達 方 法 (Wh/ 年 ) 
自家 消費 等 相対 契約 再 エネ メニ ュー 証書 
8 地 破 名 負数 [先行 地域 の 当該 地方 公 | 先行 地域 の | 当 詠 地方 公 | 先 行 地域 の | 当 訪 地 方 公 | 先 行 地域 の 当該 地方 人 再 工 ネ 等 の 電力 供給 元 Mi 


ある 地方 公 | 共 団体 の 域 | あ る 地方 公 | 共 団体 の 域 | あ る 地方 公共 団体 の 域 | あ る 地方 公 | 共 団体 の 域 
共 団体 内 外 共 団体 内 外 共 団体 内 外 共 団体 内 外 


| | 民生 ・ 家 庭 ( 戸 建 住 宅 ) 
| | 良 生 ・ 家 庭 (その 他 ) 

| | 民生 ・ 業 務 そ の 他 ( オ フィ ス ビ ピル) 

| 「 御 堂 筋 まち づく り ネ ッ ト 自家 消 租 オン サイ ト 、 地 域外 自家 
本 エリ ア 内 オフ ィ ス 38 986, 770| 2.295.000| 1.816.000 0|98, 531. 637|34, 352, 198|12, 737, 162| 9, 500, 000 電力 地域 外 再 エネ メニ ュー、 地 産 


再 エ ネ 電 力 証書 、 地 域外 電力 証書 


| | 民生 ・ 業 務 そ の 他 (商業 施設 ) 

| | 民生 ・ 業 務 そ の 他 (宿泊 施設 ) 

| | 民生 ・ 業 務 そ の 他 ( そ の 他 ) 

| el クレ ッ ト (odona 5.000 地産 再 エネ メニ ュー 5, 00 

| 間 間 新 パ ー クレ ッ ト (三菱 UFJ 5.000 地震 再 エ ネ メ ニ ュー 5.00 

| | 公共 (公共 施設 ) = 

| 自家 消費 オン サイ ト 、 オ フサ イト 

| 大 阪 市 役所 1 107, 000 6, 029, 693 廃棄 物 発電 6, 136, 69 

| | 公共 (その 他 ) ee ここ = ニニ = ニキ 
合計 1, 093, 770|2, 295, 000|7, 845, 693 0|98,541, 637|34, 352, 198|12, 737, 162|9, 500,000 166, 365, 46 


割合 (%) 
(電力 供給 量 に 対す る 割合 ) 


【 脱 炭素 先行 地域 の 電力 調達 、 効 率 的 な 電力 需給 管理 の あり 方 ・ エ ネル ギー マネ ジメント に つい て 】 

会 員 ビ ル の 再 エ ネ 導 入 に 向け て は 、 需 要 家 の 様々 な ニー ズ に 合わ せ 、 複 数 パタ ー ン の 地産 再 エ ネ 
メニ ュー を 関連 事業 者 と 共に 構築 する 。 

・ 市 内 に 再 エ ネ 電 源 を 持つ 電力 会 社 や 市 内 の 衣 定 枝 に 由来 する バイ オマ ス 電 力 会 社 の メニ ュー を 3 
つ 用 意 す る 。 (地産 再 エ ネ メ ニ ューB, C, F ) 

・ 加 えて 、 再 エネ 電力 の 購入 先 の 目途 が 立た な い 需 要 家 の た め に 、 2 つの 方 法 で 支援 事業 者 と 連携 
し 再 エ ネ メ ニ ュー を 用 意 す る 。 (地産 再 エ ネ メ ニ ューA ム , D, E) 

・ ま た 、 会 員 ビ ル が 現在 の 電気 契約 を 変更 する 必要 が な い 証 書 の み メ ニュ ーG を 用 意 する 。 
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③-1【 新 設 】 太 陽光 発電 (R11~) 
会 員 企業 所 有 地 
。) | ME *wrfmezezcnes = 
RO 上 応 素 先行 地域 内 需要 家 (民間 施設 ) 
16 4 .9GWh 


※ 省 エネ 分 除く 
※ 域 内 : 103.2GWh (域外 調達 


| 
1 
廃棄 物 妃 分 場 | 
1 
| 


: as | メニ ュー ム A 
人 a 市 内 住宅 余剰 カー 風 半 本 
-1【 新 設 】 太 陽光 発電 (発電 含む) ! 9 a 売 電気 事業 者 B 
=2【 既 設 】 太 陽光 発電 ( 應 EIL) 」! | 


メニ ュ = ミ BC 
市 内 FIT 電 力 
(大 手 小売 ) 


小 中 学校 


メニ ューD 
市 内 FIT 電 力 


民間 施設 


トラ ッ キ ング 付き 電化 古書 


メニ ューG 
証書 の み 


※ 域 内 : 12.7GWh 
E (域外 調達 除く ) 
地域 電力 


メニ ュー 
小売 電気 事業 者 E NE 


市 内 の 盟 定 枝 利 用 


27 


【 省 エネ に よる 電力 削減 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 取 組 内 容 、 電 力 削減 量 ) 】 


省エネ に よる 
取組 内 容 電力 削減 量 
(kWh/ 年 ) 


| 民生 ・ 家 庭 ( 戸 建 住宅 ) 

| | 民生 ・ 家 庭 ( そ の 他 ) 

| 民生 ・ 業務 そ の 他 ( オ フィ ス ビ ピル) 

| 「 御 堂 筋 まち づく り ネ ッ ト 開 


「1 Ln な た RS L い ER - - ] 
oie 高 効率 空調 設備 の 導入 1, 239, 032 
「 御 堂 筋 まち づく り ネ ッ ト 

ワー ク 」 エ リア 内 ビル 13, 113, 531 


「 御 堂 筋 まち づく り ネ ッ ト 内 
ワー ク 」 エ リア 内 ビル 1 | 地下水 熱 利用 、 面 的 利用 等 4, 581, 000 


民生 ・ 業 務 そ の 他 (商業 施設 ) 
民生 ・ 業 務 そ の 他 (宿泊 施設 ) 


| 民生 ・ 業 務 そ の 他 (その 他 ) 


| 令 和 5 年 度 : 庁 内 照明 4. 350 台 を 
| 大 阪 市 役所 1ILED 化 する こと に より 電力 消費 量 411, 000 


を 削減 


| 公共 (その 他 ) 
a 77 40218 


ぐ 取 組 ①> 
ZEB 化 や 高 効率 空調 等 の 導入 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 
・ 照 明 設備 LED 化 
会 員 ビ ル で は 既に LED 化 が 進ん で いる が 、 更 に 9 施設 に お いて 照明 の LED 化 を 進め る 。 テ 

ナン トビ ル に お いて は 、 テ ナン ト 退 去 の タイ ミン グ に 合わ せ LED へ 更新 し て いく こと で 、 新 
規 テ ナン ト 入 居 者 が 、 使 用 で きる よう に 整備 する 。 ま た 、 大 阪 市 役所 に お いて 、 庁 内 照明 
4.350 台 を LED 化す る こと に より 電力 消費 量 を 削減 する 。 

・ 高 効率 空調 設備 の 導入 
既に 空調 の 高 効率 化 が 進ん で いる が 、 4 施設 に お いて 、 高 効率 空調 へ の 更新 を 行う 。 

・ZEB 化 
建 替え に より 、2 施 設 に お いて ZEB Ready、 4 施設 で ZEB Oriented 取得 する 。 
この うち の 1 施設 に お いて 、 設 置場 所 が 乏しい 都市 の 特性 を 踏ま よそ えた 、 建 材 ( 窓 ガ ラス ) 一 
体型 太陽 光 発 電 や 、 蓄 電池 、 エ ネル ギー マネ ジメント シス テム 、 充 放電 設備 等 を 導入 する こ 
と に より ZEB Ready を 実現 する 。 

・ 地 下水 熱 利 用 ・ 面 的 利用 等 
1 施設 に お いて 、 照 明 設備 LED・ 高 効率 熱源 ・ ジ ェ ネ リン ク ・ 地 下水 熱 利用 ・ 水 蓄熱 ・ 外 気 
冷房 ・ 自 然 換気 ・ 画 像 セン サー 風量 制御 の 導入 ・ 大 阪 メ トロ 淀屋橋 駅 等 へ の 熱 融通 に よる 面 
的 利用 等 を 実施 予定 
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以上 の 取組 に お いて 、 関 係 会 員 全て が 合意 済み 


(取組 効果 ) 
電力 削減 量 27, 420, 278 (kWh/ 年 ) ※ 設 備 導 入 に よる 削減 量 (運用 改善 は 含め ず ) 
・ 会 員 ビ ル 照 明 設備 LED 化 合計 8.075,715 (kWh/ 年 ) 
・ 会 員 ビ ル 空 調 設備 更新 合計 1.239,032 (kWh/ 年 ) 
・ZEB 化 合計 13, 113, 531 (kWh/ 年 ) 
・ 地 下水 熱 利用 ・ 面 的 利用 等 4, 581, 000 (kWh/ 年 ) 
・ 大 阪 市 役所 LED 化 411.000 (kWh/ 年 ) 
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【 再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 が 発電 し て 消費 する 再 エ ネ 電 
量 の 割合 (地産 地 消 割合 )】 


| 【 再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 で 発電 し て 消費 する 再 エネ 電力 量 の 割合 (地産 地 消 割合 ) 】 


避 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 


再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 炭素 先行 地域 が 内 に 設置 され た 再 エネ 発電 設備 で 発 2.4(1) 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結 
ある 地方 公共 団体 で 発電 し て 消費 する 再 エネ 電 電 し て 先行 地域 内 の 電力 需要 家 が 消 果 】 式 の 【 再 エネ 等 の 電力 供給 
力量 の 割合 (※1) 費 す る 再 エネ 電力 量 (※2) (B) - 量 】 (B) 
(A 
72.3% = 120, 218, 262 kWh/ 年 | 一 166, 365, 460 kWh/ 年 | x100 
(※1) 上 限 100% (※2) 


脱 炭素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 
内 に 設置 され た 再 エ ネ 発 電設 備 で 発 
電 し た 再 エ ネ 電 力 で あっ て 、 自 家 消 
費 、 相 対 契 約 、 ト ラッ キン グ 付 き 証 
書 ・FIT 特 定 卸 等 に より 再 エネ 電源 が 
特定 され て いる も の の うち 、 先 行 地 
域内 の 電力 需要 家 が 消費 する も の 


市 域外 か ら 調 達する 量 (A) 


46, 147, 198 kWh/ 年 


当該 地方 公共 団体 の 域外 か ら 調 達する 量 の 内 訳 


先行 地域 の 電力 

再 エネ 等 の 電力 供給 元 | 需要 家 へ 供給 さ 主 な 供給 先 
(発電 主体 ) れる 電力 量 (kWh/ (先行 地域 の 電力 需要 家 等 ) 
年 ) 


自家 消費 オン サイ ト 、 
地域 外 自 家 消 費 、 地 域 
i a 再 エ ネ メ ニ ュー、 関 西 2 8 

自家 消費 等 / 電 カメ a 「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 
E = 電力 地域 外 再 エ ネ メ 46, 147, 198 > 

ニュ ー/ 証 書 ニュ ー、 地 産 再 エネ 電 エリ ア 内 オフ ィ ス ビル 

力 証書 、 地 域外 電力 証 
考 
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2.5 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 


(1) 実施 する 取組 内 容 ・ 地 域 特性 を 踏ま えた 実施 理由 ・ 取 組 効果 

【 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 内 容 ・ 地 域 特性 を 踏ま えた 実施 理由 】 

・ パ リ の シャ ン ゼ リゼ 通り や ニュ ー ヨ ー ク 市 の ブロ ー ド ウェ イ 、 メ ル ボ ルン 市 の スワ ンス トン スト 
リー ト な ど で は 、 国 際 的 な 都市 間 競争 に 打ち 勝つ べく 、 多 様 な 利用 者 が 共存 する 道路 空間 に 再編 
する 取組 が 進め られ て いる が 、 御 堂 筋 に お いて も 、 ク ル マ 中 心から 人 中 心 の スト リー ト へ 都市 構 
造 の リノ ベー ショ ン を 推進 し 、 多 様 な 人 の 交流 と パー ソナ ル モ ビ リティ を 含む 移動 ツー ル の 低 ・ 
脱 炭 素 化 を 図る 。 

・ 地 域 一 体 的 な 再開 発 が 不 可能 な 既存 市 街 地 で は 、 建 築 時 期 に に っ て ビル の 基本 性 能 が 異な る た 
め 、 ビ ル 上 単体 で 取り 組め る 内 容 も 異な る こと か ら 、 最 新 の 自立 ・ 分 散 型 電源 や 熱 利 用 技術 を 、 建 
替え る ビル に 導入 し た 上 で 、 そ の 高 効率 エネ ルギー を 周辺 の 既存 施設 に 融通 し て 面 的 に 活用 する 
こと で 、 安 全 ・ 安 心 で 持続 可能 な ビジ ネス エリ ア を 創出 する 。 

・ ま た 、 沖 積 平野 に 位置 する 大 阪 市 の 恵まれ た 地下 水 を 熱 利 用 する 空調 ンス テム を 導入 する 。 

・ 本 市 は 、2018 年 3 月 に メル ボル ン 市 、 同 年 6 月 に シカ ゴ 市 と 「 御 堂 筋 ・ 姉 妹 ス トリ ー ト 協定 」 
を 締結 し て お り 、2024 年 度 に は 世界 スト リー ト 国 際 会 議 を 大 阪 で 開催 する 予定 で ある 。 ま た 、 
2025 年 に 開催 され る 大 阪 ・ 関 西 万 博 で は 、 御 堂 筋 を フィ ー ル ド と し て 「 み ちか ら 未 来 」 を 体験 
し て も ら え る 取組 を 実施 し 、 国 内 外 に 向け て 発信 し て いく 。 

・ そ の 他 、 質 の 高い 街路 景観 の 形成 や 賑わい づく り 等 に より 、 人 ・ モ ノ ・ 資 金 ・ 企 業 ・ 情 報 と いっ 
た 都市 資源 を 呼び 込み 、 交 流 を 促し 、 新 た な 魅力 や 価値 を 創出 し 、 そ れ ら を 世界 に 発信 する こと 
で 都市 資源 を さら に 呼び 込む と いっ た 好 循 環 を 生み 出す "『 ス トリート“ へ と 転換 する こと で 、 大 阪 
の 成長 に 繋げ る 。 


民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 取組 一 覧 


温室 効果 ガス 凍え 現在 の 
No | 区 分 対象 事業 内 容 数 量 | 排出 削減 量 | 本山 画 減 量 | 合意 形成 
(t-C02/ 年 ) (t-CO2/ 年 ) 進捗 度 
① 運 輸 部 門 (自動 車 ・ 交 通 /EV・FCV・EV ス タン ド 等 ) 
⑨ 御堂 筋 の 側 道 歩行 者 空間 化 側 道 閉鎖 - - A 
「 御 堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク 」 エ リア 内 ビル 5 也 8 
EV スタ ンド EV スタ ンド の 設置 112 台 A 
御 営 3 * 本 > 
AA ク 」 エ リア 内 ビル Ev の 導入 10 台 昌 A 
「 御 堂 艇 まち づく り ネ ッ トワ ー ク 」 エ リア 内 ビル yo 導入 和信 1 
「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 エ リア 内 ビル | 電動 自動 二輪 モバ イル バッ | ム 四 
モバ イル バッ テリ ー テリ ー の 設置 回 
② 産 業 部 門 (工業 、 農 林 水 産業 等 ) 0.0 
③ 熱 利用 ・ 供 給 538. 6 
「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 エ リア 内 ビル | コー ジェ ネ レ ーション 設備 。、 
⑪ CGS 名 利用 6 台 178.5 A 
ラーー こ ーーーー 一 
⑪ Oo ク 」 エ リア 内 ビル | 導管 敷設 1 凍 馬 1 
(0 コー ジェ ネ に 使用 する 都市 ガス の 脱 炭 素 化 バイ オガ ス 環 境 価 値 移転 |2 箇 所 356.0 6 
④ 非 エネ ルギー 起源 (廃棄 物 ・ 下 水 処理 ) M 0.0 
⑤C02 貯留 (森林 吸収 源 等 ) 
「 御 堂 筋 ま ちあ づ くり ネッ トワ ー ク 」 エ リア 内 ビル 。 
⑬ 緑化 計画 緑化 計画 948.3m A 
⑥ そ の 他 2.6 
IA トワ ー ク 」 エ リア に ぎわ に ぎわ い の 創 出 了 2.6 A 
合計 541.2 


31 


ぐ 取 組 ⑨> 
(① 運 輸 部 門 ) 御堂 筋 の 側 道 歩行 者 空間 化 ( 側 道 閉鎖 ) と パー ソナ ル モ ビ リティ の 普及 促進 


(実施 内 容 ・ 理 由 ) 

・ 大 阪 市 に お ける 運輸 部 門 か ら の C02 排出 量 は 2020 年 度 実績 で 市 内 総 排出 量 の 約 179% を 占め て 
いる 。 自 動車 交通 量 は 約 40 年 前 に 比べ 約 4 こ 5 割 減少 し て いる 一 方 、 自 転 車 交通 量 は 増加 傾 
向 で あり 、 約 40 年 前 の 約 6 こ 7 倍 と 大 きく 増加 し て いる 。 


[5 一 eW 


町 : 約 5 割 減少 


[交通 量 ] 
( 千 台 /12h) > 35) —— 0 | 


[交通 量 ] 
( 千 台 /12h) 


70.0 
CT 


: = 
30.0 ー 
20.0 Fr : 約 4 割 減少 ーー プ 


0.0 
S46 49 52 55 586063H2 6 9 11151719 21 22 24 


新橋 : 約 6 倍増 加 


S46 49 52 55 58 60 63H2 6 9 11 15 17 19 21 23 24 


[年 度 ] [年 度 ] 
自動車 交通 量 の 変遷 タ 自転車 交通 量 の 変遷 タ 


・ こ うし た 状況 や 御堂 筋 に 求め る 機能 が 「 憩 い 」 や 「 賑 わい 」 な ど に 多様 化す る な ど 、 国 際 社 会 
の グロ ー バ ル 化 に 対応 し て いく た め に も 、 み ちか ら ま ち を 変え る 政策 と し て 側 道 の 歩行 者 空間 
化 を 進め て いる 。 

・ 御堂筋 南端 の 難波 か ら 北 方 に 向かっ て 順次 進め て お り 、 道 頓 堀 ま で の 約 400m の 区 間 は 既に 完 
了 し 、 現 在 は さら に 長堀 通 ま で の 約 600m の 区 間 に つ いて 、 令 和 7 年 3 月 完了 に 向け て 工事 を 
実施 し て いる 。 


歩行 者 と 自転 還 歩行 者 空間 と 自 | 
の 帆 較 な ど 、 安 転 還 通行 空間 を 1 NN 
全 ・ 快 適 に 通行 分 離す る こと で 、 UU 
で き な い 状況 と 較 安全 で 快適 な 空 到 
な っ て いま す 。 | 問 を 創出 し ます 。 血 


【 断 面 構 成 】 側 道 閉鎖 に より 、 幅 44m の うち 27m が 歩行 者 空間 化 さ れる こと に な る 。 


エリ ア に 2 


・ ま た 、 御 堂 筋 将 来 ビ ジョ ン で は 、 人 中 心 の 道路 空間 と し て 、 歩 行者 を 優先 と し な が ら も 、 自 転 
車 や パー ソナ ル モ ビ リティ な どの 新しい 移動 ツー ル な ど 、 多 様 な モビ リティ が 安全 に 共存 する 
こと の で きる 空間 ・ 仕 組み づく り を 行っ て いく こと と し て お り 、2025 年 大 阪 ・ 関 西 万 博 で は 
御堂 筋 で 次 世代 モビ リティ の 社会 実験 を 計画 し て いる 。 


32 


(取組 効果 ) 
・ 側 道 歩行 者 空間 化 に よる 定量 的 な 温室 効果 ガス 削減 効果 は 算出 で き な い が 、 国 土 交通 省 に お い 
て 脱 炭 素 化 に 資す る まち づく り の 観点 か ら 進め て いる 取組 で ある 。 


0 


|⑨ 人 数 量 
CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) | | 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A 
建設 局 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 


ei 
局 と 


(今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 
・ 今後 も 社会 実験 を 行い 、 地 元 関係 者 の 理解 を 得 な が ら 先行 地 域 の 北端 まで 進め て いく 予定 。 


ぐ 取 組 ⑩> 
(① 運 輸 部 門 ) EV スタ ンド の 設置 と ZEV の 導入 


(実施 内 容 ・ 理 由 ) 

・「 御 堂 筋 まち お づく リネ ットワーク 」 エ リア 内 ビル に お いて 、EV スタ ンド 112 台 (10 施設 合計 ) 、 
EV10 台 、FCV 1 台 の 導入 を 行う 。 ま た 、 バ ッ テ リ ー 交 換 式 二 輸 EV の 普及 を 促進 する た め 
輸 EV バッ テリ ー ス タン ド 1 台 の 導入 を 行う 。 


(取組 効果 ) 
・ 定量 的 な 温室 効果 ガス 削減 効果 は 算出 で き な い が 、 自 社 及び テナント が 使用 する 車 を ZEV に 更 
新 し 、EV スタ ンド や 二輪 EV バッ テリ ー ス タン ド を 設置 する こと に より 、 ガ ソリ ン 車 等 か ら EV 
や 二輪 EV へ の 代替 が 促進 され る 。 


合意 形成 状況 ) 


「 御 堂 筋 ま もち づく り 


暫 | ネッ トワ ー ク 」 エ リア 数 量 112 台 | 
内 ビル EV ス タン ド 
CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) -| 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A 
ビル 管理 者 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 庶 実施 済 
合意 実施 済 
| 「 御 堂 筋 まち づく り | 
: @ ネッ トワ ー ク 」 エ リア 数 量 10 台 | 
| 内 ビル EV | 
CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) -| | 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A 
ビル 管理 者 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 
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「 御 堂 筋 まち づく り 


| [0 | ネッ トワ ー ク 」 エ リア 数 量 1 台 | | 
内 ビル FCV 
CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) - 
現在 の 合意 形成 進捗 度 Al i 
ビル 管理 者 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 


「 御 堂 筋 ま ち づ く り 
| la ネッ トワ ー ク 」 エ リア ム 
i @ 内 ビル モバ イル バッ 数 量 1 

テリ ー 


CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A 


ビル 管理 者 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 


合意 形成 状況 の 詳細 ) 

・「 御 堂 筋 まお づく り ネ ットワーク 」 エ リア 内 企業 13 社 と 導入 に つい て 合意 済み 。 
(今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 

・ 特 に な し 


ぐ 取 組 ①> 


(③ 熱 利用 ・ 供 給 ) 熱 利 用 ・ エ ネル ギー の 面 的 融通 に よる CO2 削減 と BCD の 構築 

(実施 内 容 ・ 理 由 ) 

・ 対象 エリ ア は 特定 都市 再生 緊急 整備 地域 で あり 、 国 際 競 争 力 を 備え た 拠点 の 形成 の た め 、 本 市 
と 御堂 筋 ま お づく り ネ ットワーク を 含む お 都市 再生 緊急 整備 協議 会 が 連携 し て 、2019 年 に は 都 
市 再生 安全 確保 計画 を 策定 し 、 コ ー ジ ェ ネ 等 の 自立 分 散 型 電源 の 導入 と エネ ルギー 面 的 融通 に 
よる 平時 の 環境 性 能 の 向上 と 、 業 務 継 続 地 区 (BCD) の 構築 を 推進 し て いる 。 

・ 建 替え に より 、 4 施設 に コー ジェ ネ レ ーション シス テム を 導入 、 熱 電 供 給 を 行う こと で 、 平 時 
の 省エネ と 災害 時 の レジ リエ ンス の 向上 を 図る と と も に 、 周 辺 の 新規 開発 ビル や 既存 ビル 等 へ 
の 融通 に よる エネ ルギー の 面 的 利用 を 推進 する 。 

・ こ の うち 、 淀 屋 橋 駅 西 地 区 開発 に お いて は 、 平 時 に 大 阪 メ トロ 淀屋橋 駅 へ の 熱 供給 を 行う と と 
も に 、 災 害 時 の 大 川町 公園 等 へ の 非常 用 電力 の 融通 を 計画 し て いる 。 ま た 、 帰 宅 困難 者 が 一 時 
滞留 で きる 環境 整備 (スペ ー ス 、 備 蓄 等 ) 等 を 含め て 、 淀 屋 橋 駅 を 中 心 と し た エリ ア の 防災 性 
能 の 向上 、BCD の 構築 を 目指 す 。 加 えて 、 大 阪 市 内 に 恵まれ た 地下 水 の 熱 を 利用 し た 冷暖 房 シ 
ステ ム を 導入 する 。 


① 演 屋 橋 駅 東 ・ 西 地区 開発 ② 大 阪 ガ スピ ル 周 辺 
= ニーー へ ヘー 家 に 一 = / フ 「 が 3 RLL 1 箇 G 
$4 Q 9 大 分 EN y の | 
の 9 大 阪 錠 修 町 通 ea | 


EVEUOCE ZT ーー ra D 
大 川町 公 還 へ 上 合 寺 で 生計 衣 京 阪 駅 舎 
非常 時 電力 供給 | 主導 和則 
= ep f | 


(は ト 
ae 8 
9 信和 訪 ビル キッ チン は ら 泥 数 町 
人 5 ビ ル ⑲ キッ チン は ら 決 史 9 Voz 
漆 路 | 
5 コン ヒ 
テ 1 ーー 
ココ 
褒 町 骨 上 
FOSOS 者 元 絆 に を 6 
TMweu 
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【 淀 屋 橋 駅 西 地 区 開発 に お ける エネ ルギー 融通 の イメ ー ジ 】 


淀屋橋 駅 西 地 区 8 
第 一 種 市 街 地 再開 発 事業 淀屋橋 駅 東 地区 


近隣 ピル 
(将来 吐 替 え 時 に 必要 に 応じ て ) 


(取組 効果 ) 
・ 温 室 効果 ガス 削減 効果 : 182.6 t-C02/ 年 
【 導 入 設備 】 


・ コ ー ジ ェ ネ レー ショ ン シ ス テム 
「 御 堂 筋 ま お づく リネ ットワーク 」 エ リア 内 オフ ィ ス ピル 
400kW x 6 台 、800kW x 2 台 178.5 t-CO2/ 年 
・ 熱 導管 
「 御 堂 筋 ま ちあ づく リネ ットワーク 」 エ リア 内 オフ ィ ス ピル 4.1 t-CO02/ 年 


合意 形成 状況 ) 


| 「 御 堂 筋 ま ち づ く り 
| D | ネッ トワ ー ク 」 エ リア 数 量 6 台 
| 内 ビル CGS 
CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) 179 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A 
ビル 管理 者 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 


; 「 御 堂 筋 ま ち づ く り ; 
| |① | ネッ トワ ー ク 」 エ リア 数 量 1 箇所 
; 内 ビル 熱 導管 ; 
CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) ; 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A 
「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 会 員 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 
「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 会 員 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 
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合意 形成 状況 の 詳細 ) 

・ 対象 地域 内 に ある 「 御 堂 筋 まち も づく リネ ットワーク 」 エ リア 内 オフ ィ ス ビル の 計 4 施設 に 、 
コー ジェ ネ レ ーション シス テム 導入 と 熱 利用 が 予定 され て いる 。 前 者 に つい て は 2025 年 竣工 
予定 。 後 者 は 事業 者 と 合意 済み 。 


今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 
・ 特 に な し 


ぐ 取 組 ⑫> 
(③ 熱 利用 ・ 供 給 ) バイ オガ ス 環 境 価値 移転 に よる 都市 ガス の 脱 炭 素 化 


(実施 内 容 ・ 理 由 ) 

・ 都 市 ガス 業界 が 2050 年 カー ボン ニュ ー ト ラル の 実現 に 向け 、 メ タネ ーション や 水素 利用 等 、 
供給 側 の イノ ベー ショ ン に より 、 ガ ス 自 体 の カー ボン ニュ ー ト ラル 化 を 進め て いる 。2030 年 に 
は ガス の カー ボン ニュ ー ト ラル 化 率 59%% 以 上 (グリ ー ン 水素 等 の 非 化 石 エ ネル ギー 源 を 原料 と 
し て 製造 され た 合成 メタ ン (e-methane) の 都市 ガス 導管 へ の 注入 1 9% 以 上 ) 、2050 年 に は 、 
e-methane に 加え 、 水 素 の 直接 利用 や バイ オガ ス 等 も 含め て ガス の カー ボン ニュ ー ト ラル の 
実現 を 目指 し て いる 。 

・2030 年 の e-methane や バイ オガ ス の 導管 注入 が 始ま る まで の トラ ンジ ショ ン 期 に お いて も 、 
クリ ー ン ガス 証書 *' の 活用 に より 、 ガ スコ ー ジ ェ ネ レー ショ ン シ ス テム で 使用 する ガス を カー 
ボン ニュ ー ト ラル 化す る 取組 を 先行 し て 行う 

・ 本 市 は 以前 か ら 未 利用 バイ オマ ス や バイ オガ ス の 活用 に 注力 し て お り 、 下 水 処理 場 に お ける 
バイ オガ ス 発 電 を 始め 、2022 年 度 か ら は 下水 や 生 ご み バ イオ ガス と 同時 に 発生 する C02 も メタ 
ン 化 する バイ オメ タネ ーション 技術 実証 に も 取り 組ん で お り 、 大 阪 ・ 関 西 万 博 で も 披露 され る 
予定 で ある 。 

・ こ れ ら の 取組 を 全国 に 先駆 け て 行う こと で 、 将 来 の クリ ー ン ガス ※2 の 普及 拡大 を 促進 する 。 


※1 クリ ー ン ガス 証書 : e-methane と バイ オガ ス が 有する 環境 価値 の 移転 を 可能 と する 証書 
制度 (2024 年 度 実装 予定 ) 
※2 e-methane と バイ オガ ス を クリ ー ン ガス (仮称 ) と 定義 


(取組 効果 ) 
・ 温室 効果 ガス 削減 効果 : 356.0t-CO2/ 年 (CGS の 熱 に 紐 づ く ガ ス 使 用 量 に 相当 ) 
合意 形成 状況 ) 


| ® 電 市 ガス の 本人 ーー 2 大 i 
CO2 削 減量 (t-CO2/ 年 ) 356| i 
現在 の 合意 形成 進捗 度 Q 
「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 会 員 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス | 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 詳 実施 済 
合意 実施 中 
「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 会 員 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 講 実施 済 
合意 実施 中 


合意 形成 状況 の 詳細 ) 
・CGS 導入 予定 企業 の 内 、「 御 堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク 」 会員 の 2 社 が 導入 予定 。 
※1 社 は スコ ー プ 1.2 の カー ボン ニュ ー ト ラル を 表明 済み 
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今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 

・ ク リー ン ガ ス 証 書 制 度 は 、2023 年 度 の 制度 設計 を 経て 、2024 年 度 か ら 社 会 実装 が 開始 予定 の 
た め 、 対 象 地域 で の 導入 に つい て は 2025 年 度 に 実 運 用 の 調整 に 入り 、 最 終 合 意 形 成 予定 で あ 
る 。 

・ バ イオ メタ ネー ショ ン に つい て は 、 大 阪 ・ 関 西 万 博 で の 実証 を 行い 、 実 装 に つなげ て いく 。 


ぐ 取 組 ⑬> 
(⑥ そ の 他 ) ビル 屋上 や 沿道 の 緑化 


(実施 内 容 ・ 理 由 ) 
・「 新 ・ 大 阪 市 緑 の 基 本 計画 」 に お いて 、 御 堂 筋 周辺 地区 は 緑化 重点 地区 と な っ て いる 。 本 計画 
の 基本 方 針 の 一 つ で ある 「 だ れ も が 住み た い ・ 働 きた い ・ 訪 れ た いと 思う “ 緑 の 基盤 "” を 構築 
する 」 に 即 し て 、 御 堂 筋 の 街路 景観 に か さわ し い 、 質 の 高い みどり を 創造 する た め 、 御 堂 筋 ま 
ち づ く り ネ ットワーク と 連携 し 、 ビ ル 屋 上 の 緑化 や 街 園 緑 地 の 整 備 、 コ ン テ ナ ガー デン の 増設 
に よる 沿道 の 緑化 活動 を 進め る 。 

・ 対 象 地域 内 の 会 員 ビ ル 7 ヶ 所 、 街 園 2 ヶ所 、 コ ン テ ナ ガー デン 25 ヶ所 に お いて 、 屋 上 緑化 等 
の 促進 に より ヒー ト ア イラ ンド 現象 の 緩和 及び そこ で 働く 人 や 訪れ る 人 へ 憩い の 場 を 提供 す 
る 。 

【 平 野 町 街 園 


【 会 員 オ フィ ス ビ ル 屋 上 】 
の 


NN 
llll 


(取組 効果 ) 

・ 緑化 に よる 定量 的 な 温室 効果 ガス 削減 効果 は 算出 で き な い が 、 断 熱 に よる 削減 効果 が 期待 で き 
る 。 

* 会 員 ビ ル 屋 上 緑化 面積 計 948.3 m 


(合意 形成 状況 ) 


1 「 御 堂 筋 まち づく り 」 
| [⑧ ネッ トワ ー ク 」 エ リア 数 量 948.3m 
内 ビル 緑化 計画 
CO02 削 減量 (t-CO2/ 年 ) - 
現在 の 合意 形成 進捗 度 A 
ビル 管理 者 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諾 実施 済 
合意 実施 済 
a 、 、 a 
合意 形成 状況 の 詳細 ) 


・ 緑化 活動 の 取組 に つい て 、 本 市 関係 部 局 や 地域 内 企業 と 合意 済み 。 


今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 
・ 特 に な し 
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ぐ 取 組 ⑭> 
(⑥ そ の 他 ) 御堂 筋 を 活用 し た に ぎわ い の 創 出 と 環境 配慮 の 取組 推進 


(実施 内 容 ・ 理 由 ) 

・ 御 堂 筋 の に ぎわ い を 創出 し 、 市 民 の 環境 啓発 に も 資す る 美しい 景観 つづ くり や イベ ント 実施 な ど 
を 行っ て いる 。 

・ 冬 に は 、 梅 田 か ら 難 波 ま で の 区 間 が 再 エ ネ 電 力 を 使っ た イル ミネ ーション で きら めき 、 華 や か 
に 彩る 。 

・ ま た 、 デ ジタル サイ ネー ジ や パー クレ ッ ト ※ の 使用 電力 の 脱 炭素 化 を 図る 。2024 年 3 月 竣工 予 
定 の 「 御 堂 筋 パ ー ク レッ ト 」 で は 、 再 エネ 購入 に 加え 、 路 面 太陽 光 発 電 の 設置 や 、 積 極 的 に 大 
阪 府 産 材 を 活用 する な ど 、 地 産地 消 を 意識 し た 仕様 と な っ て いる 。 

・ そ の ほか 、 本 年 11 月 に は 、 御 堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク と 民間 企業 が 連携 し 、 将 来 の EV リ 
ユー ス 市 場 の 拡大 を 見 越し 、 バ ッ テ リ ー や で 車体 の リユース 部 材 で 作っ た 率 引 可能 な コン テ ナ を 
利用 し た 、 電 源 ・ 空 調 付き 移動 式 店 舗 に よる 実証 実験 を 予定 し て いる 。 


※ パー クレ ッ ト : に ぎわ いや 憩い の 空間 の 創出 を 目指 し 設置 する 休憩 施設 


【 御 堂 筋 イ ルミ ネー ショ ン 】 【 淀 屋 橋 0dona 前 パー クレ ッ ト 】 


(取組 効果 ) 
・ 温室 効果 ガス 削減 効果 : 2.61 t-CO2 (御堂 筋 イ ルミ ネー ショ ン (継続 実施 中 ) ) 
パー クレ ッ ト の 使用 電力 分 は 2.4 民生 部 門 電力 に 計上 済 
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合意 形成 状況 ) 


「 御 堂 筋 ま もち づくり 


| |⑳ | ネットワーク 」 エ リア 


に ぎわ い 


数 量 
C02 削 減量 (t-C02/ 年 ) 
現在 の 合意 形成 進捗 度 
大 阪 府 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諸 実施 済 
合意 実施 済 
(一 社 ) 御堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク 必要 な 合意 プロ セス 合意 に 向け た 進捗 度 「 そ の 他 」 の 場合 の プロ セス 
事業 概要 説明 実施 済 
事業 方 針 へ の 内 諸 実施 済 
合意 実施 済 


合意 形成 状況 の 詳細 ) 
・ 大阪 府 (御堂 筋 イ ルミ ネー ショ ン ) や 御堂 筋 ま お づく り ネ ットワーク (パー クレ ッ ト ) と 合 


意 済み 。 


今後 の 合意 形成 スケ ジュ ー ル ) 


・ 特 に な し 
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2.6 導入 技術 


導入 する 
技術 


項目 


状況 


当該 地域 で 導入 又は 実施 す 
る こと の 意義 


対象 地域 に 住宅 は 無い が 、 市 内 の 住宅 屋根 に 設置 
する 太陽 光 発 電 の 余剰 電力 を 対象 地域 に 供給 する 
こと で 、 都 市 中 心 部 の 再 エネ 不足 を カバ ー す る だ 
け で な く 、 市 民 を 巻き 込ん だ 脱 炭 素 ま ち づ く り の 
機運 醸成 に 寄与 する 。 

また 、 地 域 の 電力 系 統 内 に お いて 、 太 陽光 発電 か 
ら の 供給 電力 が 過剰 な 場合 に 遠隔 操作 で きる 燃料 
電池 の 発電 出力 を 下げ る こと で 、 舌 給 バ ラン ス の 
調整 に 貢献 する こと が で き 、 更 な る 再 エ ネ 普 及 を 
促進 する こと が で きる 。 


導入 規模 


新規 太陽 光 発 電導 入 量 4. 8kW x 240 件 ! x5 年 
5, 760kW 
※ 1 : 新規 ダブ ル 発 電 住 宅 100 件 十 太 陽光 発電 
の み 設 置 住宅 140 件 
送電 可能 余剰 電力 量 6.980.000kWh/ 年 2 
※2 : ダブ ル 発 電 ・ 新 規 太陽 光 発電 設置 ・ 
卒 FIT 含む 。1. 600 件 分 。 


住宅 バー チ 


経済 性 の 確保 


既存 の 余剰 電力 買取 の 仕組 みや シス テム を 活用 す 
る た め 、 会 員 企業 等 が 支払 う 電 気 代 の 範囲 で 事業 
性 が 担保 で きる 。 


ャ ル パ ワ ー 
プラ ント 
(VPP) 


新た な 回 要 創 出 の 可能 性 


本 事業 を 通じ 、 エ ネル ギー 地産 地 消 を PR する こと 
で 、 太 陽光 発電 や 燃料 電池 な どの 自己 電源 を 持つ 
市 民 、 地 産 電 力 メ ニュ ー を 選ぶ 企業 (会 員 企業 ) 
が 増え 、 エ ネル ギー の 地産 地 消 に 関す る 普及 拡 
大 ・ 啓 発 に 寄与 する 。 


住宅 向け 太陽 光 発 電 や 燃料 電池 の 設置 は 、 多 く の 
場合 、 地 域 の 事業 者 (工務 店 や リフ ォ ー ム 会 社 、 
設備 会 社 な ど ) が 施工 する た め 、 地 域 経済 活性 化 


地域 の 事業 者 の 関わ り dat 
地域 経済 簡 換 へ の 真 献 。 | また 、 本 取組 の 電力 収入 の 一 部 を 御堂 筋 まち づく 
り ネ ットワーク に 提供 し 、 エ リア の 脱 炭 素 化 ・ 防 
災 力 強化 の 取組 に 選 元 する 。 
ロロ 実証 実験 段階 
人 2 商用 化 さ れ て いる が 、 導 入 事例 が な い 
952 (導入 時 期 の 目途 : 
先進 性 の 画商 用 化 され 導入 事例 も ある が 、 極 め て 少な い 
。 | 活用 を 予定 し て 
衝 ら 0 いる 国 の 事業 
ーー や | (地域 脱 炭素 の 推進 の 
追加 記載 | ため の 交付 金 以外 ) 
代替 技術 の 検討 | 商用 化 さ れ て いる た め 、 代 葵 技術 検討 の 必要 性 が 
及び 変更 する 判 | 無い 。 資 材 高騰 の 影響 等 に より 新規 設置 が 少な く 
断 時 期 な っ た 場合 は 既存 卒 FIT 電源 を 中 心 に 実施 する 。 
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導入 する 
技術 


項目 


状況 


建材 一 体型 
太陽 光 発 電 


当該 地域 で 導入 又は 実施 す 
る こと の 意義 


本 技術 は 意匠 性 の 高い ガラ スー 体型 発電 シス テム で 
あり 、 設 置 に より 外装 その も の が 発電 シス テム と な 
る こと か ら 、 様 々 な 規模 の 建物 に 導入 で きる 。 

高度 に 市 街 地 化 さ れ て お り 、 土 地 や 屋上 へ の 太陽 光 
発電 の 設置 可能 面積 が 著しく 少な く 、 ま た 景観 ・ デ 
ザイ ン 性 を 重視 する 御堂 筋 エリ ア に お いて 本 技術 を 
実装 する こと で 、 同 様 の 制約 が ある 地域 で も 再 エ ネ 
導入 が 可能 で ある こと を 示す こと が で きる 。 


導入 規模 


建 替え する 1 施設 に お いて 導入 する 。 


経済 性 の 確保 


開発 間 も な い 製品 で あり 、 現 時 点 で は 高価 で 採算 性 
の 確保 は 難し い が 、 今 後 、 技 術 改良 と 大 量 生産 に よ 
る 低 コ スト 化 に より 、 採 算 性 の 確保 を 図る 。 


新た な 策 要 創出 の 可能 性 


本 事業 を 通じ て 都市 部 で の 太陽 光 発電 設置 の 可能 性 
が 飛躍 的 に 広がる こと を PR する こと に 併せ 、 低 コス 
ト 化 が 図ら れる こと に より 、 本 技術 が 普及 し 、 こ れ 
まで 屋根 置き の 太陽 光 パ ネル の 設置 を あき ら め て い 
た ビル や マン ショ ン で も 再 エ ネ 導 入 が 可能 と な る 。 


開発 者 は 本 市 に 拠点 を 持つ 事業 者 で あり 、 地 域 の 事 


地域 の 事業 者 の 関わ り - 折 
地域 経済 循環 へ の 貢献 業者 が 施工 を 行う 。 
口実 証 実験 段階 

ee te 口 商用 化 さ れ て いる が 、 導 入 事例 が な い 

実証 等 の 状況 (導入 時 期 の 目途 : 
の 軒 商 用 化 さ れ 導 入 事例 も ある が 、 極 め て 少な い 
ぁ っ 玉 術 | 活用 を 予定 し て | 建築 物 等 の 脱 炭 素 化 ・ レ ジリ エン ス 強 化 促進 事 業 
に 関す る いる 国 の 事業 Gb| (2) 既存 建築 物 の ZEB 化 支 援 事業 
追加 記載 域 脱 炭 素 の 推進 の 

た め の 交 付 金 以外 ) 

代替 技術 の 検討 | 商用 化 さ れ て いる た め 、 代 和 替 技術 検討 の 必要 性 が 無 

及び 変更 する 判 | い 。 

断 時 期 
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導入 する 
技術 


項目 


状況 


地 中 熱 ( 地 
下水 熱 ) 利 
用 


当該 地域 で 導入 又は 実施 す 


る こと の 意義 


に 


市 内 に 恵まれ た 地下 水 の 熱 利用 を 促進 する た め 、 大 
阪 市 が 産学 官 連 携 に よる 技術 開発 を 先導 し 、 全 国 に 
先駆 け て 地下 水 採取 規制 の 緩和 (特区 認定 ) を 受け 
た 技術 で ある 。 

熱 需 要 の 高い ビル が 密集 し 、 太 陽光 等 の ポテ ン シ ャ 
ル が 乏しい 対象 地域 で 、 地 下水 熱 を 活用 する こと 
は 、 ビ ル 空 調 の 省エネ と と も に 、 ヒ ー ト アイ ラン ド 
現象 の 緩和 が 期待 で きる 。 

当該 技術 は 、 以 上 の 大 都市 特有 の 事情 に 即 し た 技術 
で あり 、 大 き な 意 義 が ある 。 


導入 規模 


建 替え する 1 施設 に お いて 導入 する 。 


経済 性 の 確保 


当面 は 補助 金 の 活用 に より 採算 性 を 確保 する 。 


新た な 策 要 創出 の 可能 性 


環境 省 の 支援 の 下 で 市 内 2 か 所 で の 実証 事業 を 完 
了 、 現 在 は 万 博 会 場 へ の 導入 の ほか 、 市 内 2 か 所 に 
お いて 民間 主導 に よる 事例 形成 が 進ん で いる 。 

市 域 の ポテンシャル マッ プ や 導入 コス ト を 公表 し て 
お り 、 今後 も 導入 が 促進 され る 。 


地域 の 事業 者 の 関わ り 
地域 経済 循環 へ の 貢献 


事例 形成 が 進む に つれ て 、 実 証 事業 に 参加 し た 在 阪 
企業 や 軸 泉 業者 を は じ め 、 地 下水 ビジ ネス の 振興 が 
期待 で きる 。 


先進 性 の 
ある 技術 
に 関す る 
追加 記載 


実証 等 の 状況 


口実 証 実験 段階 

口 商用 化 さ れ て いる が 、 導 入 事例 が な い 
(導入 時 期 の 目途 : ) 

一 商 用 化 さ れ 導入 事例 も ある が 、 極 め て 少な い 


活用 を 予定 し て 
いる 国 の 事業 (Gb 
域 脱 炭 素 の 推進 の 
た め の 交 付 金 以 外 ) 


PPA 活用 等 に よる 地域 の 再 エネ 主力 化 ・ レ ジリ エン 
ス 強 化 促進 事業 

(2 ) 新た な 手法 に よる 再 エ ネ 導 入 ・ 価 格 低減 促進 
事業 
⑤ 未 利用 熱 ・ 排 熱 利用 等 の 価格 低減 促進 


代替 技術 の 検討 
及び 変更 する 判 
断 時 期 


商用 化 さ れ て いる た め 、 代 替 技術 検討 の 必要 性 が 無 
い 。 
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2.7 実施 スケ ジュ ー ル 等 


令 和 5 令 和 6 令 和 7 令 和 8 令 和 9 令 和 10 令 和 11 令 和 12 
年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 
( 計 生 R) 


S 放 選 対 河 


選 寸 H 


NJ 琴 全員 


Km 
TT 


ロ 記 問 潜 圧 


取組 ① ZEB 化 や 高 効率 空調 等 の 導入 
照明 の LED 化 : 民間 9 施設 
照明 の LED 化 : 大 阪 市 役所 本 庁舎 


高 効率 空調 設備 導入 : 民間 4 施設 
ZEB 化 : 民間 6 施設 
地下 水 熱 利用 ・ 面 的 利用 等 : 民間 1 施設 


取組 ② 新規 再 エネ 導入 (オン サイ ト 太 陽光 発電 ) 


民間 施設 4 施設 
順次 運用 (電力 供給 ) 


大 阪 市 役所 本 庁舎 運用 (オン サイ ト PPA 電力 の 供給 ) 


運用 (電力 の 供給 ) 
運用 (電力 の 供給 ) 


取組 ④ 新規 再 エ ネ 導 入 (オフ サイ ト 住 宅 余 剰 電力 の 活用 ) 【 目 標 】2028 年 度 導 入 ・ 活 用 計 1.600 戸 


設計 ・ 公 募 

OW 発電 導入 
@PV の み 導 入 
@⑥ 卒 FIT 活用 


順次 運用 (先行 地 難 定 枝 バイ オマ ス 発 電電 力 の 供給 ) 
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取組 ⑨ 御堂 筋 の 側 道 歩行 者 空間 化 ( 側 道 閉鎖 ) 等 
御堂 筋 南端 か ら 先 行 地域 北 端 まで 順次 


EV スタ ンド 102 台 、EV10 台 、FCV1 台 、 電 動 自動 二輪 モバ イル バ 
ッ テ リ ー ス タン ド 1 台 順 次 


コー ジェ ネ レ ーション 設備 設置 


民間 4 施設 


地 中 熱 利用 


革 湘 堂 時 節 ③ テ 呈す 環 潮 紀 肝 洒 


| | 
取組 ⑫ ナス mw 
に よる 都市 ガス の 脱 炭 素 化 
| 制度 設計 >! 社会 実装 対象 地域 で の 調整 ・ 運 用 
排 ※ バ イオ メタ ネー ショ ンー 
中 | | 実証 設備 本 会 場 移設 万博 実証 】 規模 拡大 (社会 実装) 
減 


取組 ⑬ ビル 屋上 や 沿道 の 緑化 


取組 ⑭ 御堂 筋 を 活用 し た に ぎわ い の 創 出 と 環境 配慮 の 取組 推進 
景観 づく り 、 再 エネ 電力 を 使っ た イベ ント な ど 


【 計 画 期間 後 も 脱 炭 素 効 果 を 継続 する た め の 方 針 等 】 

・ 対 象 地域 に お ける 将来 像 に つい て は 、 平 成 21 年 か ら 地 元 等 と 議論 を 重ね 、 コ ン セ ン サ ス を 取り 
な が ら 、 平 成 31 年 に 「 御 堂 筋 将 来 ビ ジョ ン 」 と し て 取り まとめ て お り 、SDGs の 考え 方 に 基づく 
持続 可能 な 都市 ・ エ リア の 創出 に 向け て 、 中 長期 的 な 視点 か ら 公 民 連 携 し た 取組 を 進め て いる 。 
・ 共 同 提案 者 で ある 御堂 筋 ま お づ くり ネッ トワ ー ク で は 、 今 回 の 脱 炭 素 先行 地域 の 申請 を 契機 に 、 
脱 炭 素 に 関す る 勉強 会 を 定期 的 に 開催 し て お り 、 大 阪 市 に よる 御堂 筋 周辺 を 対象 と し た 脱 炭 素 先 
行 地域 づく り に 関す る 説明 ・ 意 見 交換 や 、 国 際 イ ニシ アテ ィ ブ に 参加 する 企業 に よる 取組 紹介 な 
ど 各 社 の 取組 を 共有 する ほか 、 団 体 と し て 連携 ・ 協 力 し て 実施 する 取組 を 検討 ・ 創 出す る な ど に 
より 、 当 エリ ア に お ける 脱 炭 素 の 取組 を 加速 し て いく 。 
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2.8 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


部 門別 事業 費 | 事業 費 (年 度合 計 ) | 活用 を 予定 し て いる 国 の 事業 | _ 必要 額 
度 門別 取組 N 事業 内 容 事業 費 ( 千 円 管 府 省 店 
中 提 四 ID (円) (fF) (交付 金 、 補 有 金 等) の 名 称 | 人 円) 
民生 電力 0 
民生 電力 以外 『 0 
地域 脱 炭 進 の た め の 交付 
民生 電力 ① | 省エネ の 取組 (1 施設 ) 37.644 93.921 2 DR 環境 省 9,411 
地域 脱 炭 ’ に 交付 
②④ | 公共 施設 (大 阪 市 役所 ) へ の 大 陽光 発電 設備 の 設置 20.000 に の 10.000 
地域 脱 炭 た め の 交付 
③ | 新規 再 エ ネ 導入 (オフ サイ ト 太 陽光 発電 ) 20,000 KO の 13.333 
地域 脱 炭 に た 交付 
執行 事務 費 16,277 2 FT の 16.277 
『 地域 脱 炭 進 の た め の 交 付 
民生 電力 以外 EV 充 放電 設備 の 設置 ( 1 施設 ) 11.000 11.000 i OR 環境 省 5,500 
- クリ ー ン エネ ルギー 自動 車 導入 
EV 設備 の き 2 f 
充 放電 設備 の 設置 促 信 有 経済 産業 省 
令 和 7 年 度 | 年 度合 計 4.144.724 
地域 脱 炭 に た 交付 
民生 電力 ① | 省エネ の 取組 (4 施設) 3,006,177 4,035,722 0 oR 環境 省 939,931 
地域 脱 炭 た め の 交 付 
の | 新規 再 エネ 導入 (オン サイ ト 大 陽光 発電 ) (2 施設 732753 NR MT 366376 
地域 脱 炭 に 交付 
③ | 新規 再 エネ 導入 (オフ サイ ト 太 陽光 発電 ) (1 施設 ) 285.963 hi | 190.642 
地域 脱 炭 に ため の 交付 
執行 事務 費 10,829 OE の 10.829 
a サス テ ナ ブ ル 建 築 物 等 先導 事業 
省エネ の 取組 (1 施設 土 交通 省 
“ 4 ( 省 C0 2 先 弄 ) 補 誠 金 
『 地域 脱 炭 に 交付 
民生 電力 以外 EV 充 放電 設備 の 設置 (2 施設 ) 31,981 109.002 MM 9 環境 省 15,990 
地域 脱 炭 に 交付 
⑪ | 熱 利 用 ・ エ ネル ギー の 面 的 融通 (1 施設 ) 77.021 本 内 25.673 
思 a サス テ ナ ブ ル 建 築 物 等 先導 事業 
熱 利用 ・ エ ネル ギー の 面 的 融通 (1 施設 土 交通 省 
a li 2 ( 午 C 0 2 先導 型 ) 補助 金 
令 和 8 年 度 | 年 度合 計 2.476.174 
地域 脱 炭 た 交付 
民生 電力 ① | 省エネ の 取組 (6 施設 ) 1.929,845 1.958.374 Pe a 環境 省 561,350 
地域 脱 炭 に 交付 
②④ | 新規 再 エネ 導入 (オン サイ ト 太 陽光 発電 ) (1 施設 ) 17,700 PH の 8850 
地域 脱 炭 に 交付 
執行 事務 費 10,829 人 10.829 
「 成 脱 炭 進 の た め の 交付 
民生 電力 以外 EV 充 放電 設備 の 設置 (2 施設 ) 9.300 517.800 EY 環境 省 4,650 
惑 脱 炭 ’ に 交付 
⑯ | 熱 利用 ・ エ ネル ギー の 面 的 融通 (3 施設 ) 508.500 MM 環境 省 236.166 
令 和 9 年 度 | 年 度合 計 1.258.226 
惑 脱 炭 PR に 交付 
民生 電力 ① | 省エネ の 取組 (3 施設 ) 647.397 658.226 1 9 228 環境 省 178.515 
惑 脱 炭 ’ に 交付 
執行 事務 費 10,829 NS 環境 省 10,829 
「 惑 脱 炭 進 の た め の 交 付 
民生 電力 以外 ⑪ | 熱 利用 ・ エ ネル ギー の 面 的 融通 (2 施設 ) 600.000 600.000 人 環境 省 233.333 
令 和 10 年 度 | 年 度合 計 3.604.829 
地域 脱 炭 に 交付 
民生 電力 ① | 省エネ の 取組 (5 施設 ) 3.074.000 3.504.829 寺 nr 環境 省 945,497 
地域 脱 炭 に た 交付 
③ | 新規 再 エ ネ 導 入 (オフ サイ ト 太 陽光 発電 ) (1 施設 ) 420,000 PND の 280.000 
地域 脱 炭 に 交付 
執行 事務 費 10,829 a 人 10.829 
「 牙 脱 炭 進 の た め の 交付 
民生 電力 以外 ⑪ | 熱 利用 ・ エ ネル ギー の 面 的 融通 ( 1 施設 ) 100.000 100.000 MM 環境 省 33.333 
民生 電力 0 
民生 電力 以外 「 0 
民生 電力 0 
民生 電力 以外 『 0 
合計 | 民生 電力 3.563,498 
民生 電力 以外 554.645 
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を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 


十 助 金 等 ) の 名 称 


域 脱 炭 素 の 推進 の た め の 交付 金 


必要 額 の 合計 ( 千 円 ) 


c 導 型 ) 補 


先導 事業 ( 省 CO22 


4.118,143 


ノ 
ロ 


他 省 庁 の 必要 額 に つい て 、 補 助 金 活用 事業 者 の 事業 費 等 特定 され 今後 予定 する 契約 へ の 影響 が 懸 


念 さ れる た め 非 公表 (事業 完了 以降 に 公表 ) 


(申請 、 採 択 状況 等 に つい て ) 


・ サ ステ ナブ ル 建 築 物 等 先導 事業 ( 省 C02 先導 型 ) 補助 金 (国土 交通 省 ) は 、 令 和 3 年 度 に 採択 


済 。 
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2.9 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 、 住 民 の 暮らし の 質 の 向上 、 地 域 経済 循環 へ の 頁 
献 等 


【 地 域 固 有 の 課題 及び 先行 地域 の 取組 に よる 解決 に つい て (地域 経済 、 防 災 、 暮 らし の 質 の 向上 
等 、 期 待 さ れる 効果 )】 


地域 課題 【 課 題 ①】 都市 魅力 の 向上 ・ 大 阪 な ら で は の に ぎわ い の 創 出 

・ 都市 間 競 争 に 勝ち 抜け る 都市 に な る に は 、 都 市 魅力 が 高く 世界 中 か ら 人 ・ モ ノ ・ 資 金 ・ 企 
業 ・ 情 報 を 呼び 込み 、 経 済 成 長 の エン ジン と な る こと が 求め られ て お り 、 そ れ を 牽引 する 都 
市 の 活性 化 、 都 市 部 の 価値 向上 を 促進 する 都市 構造 の リノ ベー ショ ン が 必要 で ある 。 

先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 

・ 企 業 が 集積 する 御堂 筋 エ リア に お いて 、 道 路 空間 再編 ・ レ ジリ エン ス 向 上 ・ 脱 炭素 化 の 取組 
を 統合 し て 推進 し 、 建 替え と その 際 の 共同 利用 型 オ フィ ス 等 の 設置 を 促進 (※) し 、 エ リア 
の リノ ベー ショ ン を 図る こと で 、 新 た な 企業 が 参入 する 。 

(※)「 大 阪 市 御堂 筋 本 町 北 地区 地区 計画 に 係る 容積 認定 取扱 要綱 実施 基準 」 に 基づき 、 コ ワー キン グ 

スペ ー ス 等 を 設置 し ビジ ネス 創造 ・ 交 流 ・ マ ッ チ ング を 促す 場合 に 、 容 積 率 の 緩和 を 実施 
KP I (重要 業績 評価 指標 ) 
指標 : 御堂 筋 ま お づく り ネ ットワーク 会 員 ビ ル の 従業 者 の 増加 数 


現在 ( 令 和 3 年 10 月 ) : 0 人 最終 年 度 : 25, 000 人 
KPI 設定 根拠 新た な ビジ ネス チャ ンス を 求め る 企業 や 環境 価値 ・BCP を 重視 する 企業 の 


参入 、 そ し て 御堂 筋 ま ち も づ くり ネッ トワ ー ク 会 員 企 業 と 新た な 参入 企業 の 
相互 交流 に よる エリ ア の 魅力 向上 に より 企業 誘致 の 好 循 環 を 図る 。 

KPI 改善 根拠 ・ 方 | 民間 都市 再生 事業 計画 等 に よる 支援 に より 、 建 替え を 促進 し 、 イ ノ ベ ー シ 
法 ョ ン オ フィ ス も 設置 し 、 御 堂 筋 ま ちあ づく り ネ ットワーク と の 公民 連携 体制 
の も と SDGs 貢献 の PR や 異 業種 交流 の 推進 等 に 取り 組む こと に より 、 地 域 
に 新た な 企業 や ビジ ネス を 呼び 込む 。 


地域 課題 【 課 題 ②】 業務 集積 地区 で の 災害 時 の 安全 確保 ・ 業 務 継 続 

・ 自 然 災害 を は じ め と する あら ゆる 危機 的 事態 に 直面 し て も 、 和 柔軟 か つ 機 動 的 に 対応 し 、 そ の 
影響 を 最小 限 に と ど め 、 復 活 で きる 力 (レジ リエ ンス ) が 都市 ブラ ンド と し て 評価 され る 時 
代 を 迎え て いる 。 

・ 対象 地域 は 大 阪 を けん 引 す る 業務 機能 の 中 枢 を 形成 し て お り 、 滞 在 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 と 
災害 時 の 常時 と 光 色 な い 都 市 活動 の 継続 を 図る 体制 の 構築 が 必要 で あり 、「 自 助 」「 共 助 」 
「 公 助 」 の 役割 分 担 と 相互 連携 の も と 、 ソ フト ・ ハ ー ド の 両面 か ら 防 災 対策 を 推進 する 。 

先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 

・ 会員 ビル の 建 替 え 機 会 を 捉え 、 事 業者 と の 協議 や イン セン ティ ブ と し て の 容積 率 緩和 等 に よ 
り 、ZEB 化 や コー ジェ ネ レ ーション シス テム ・ 再 生 可 能 エ ネル ギー 等 の 自立 ・ 分 散 型 電源 の 
導入 、 退 避 施 設 等 の 確保 を 誘導 する こと で 、 環 境 性 能 と 防災 性 能 の 高い エリ ア が 形成 され 
る 。 

KP I (重要 業績 評価 指標 ) 

指標 : 災害 時 に 帰宅 困難 者 が 滞在 で きる 退避 施設 面積 


現在 ( 令 和 5 年 8 月 ) : 0m 最終 年 度 : 2.400 m 
KPI 設定 根拠 「 御 堂 筋 周辺 地域 都市 再生 安全 確保 計画 」 に お いて 、 南 海 ト ラフ 巨大 地震 


で 想定 され る 帰宅 困難 者 (最大 約 1.900 人 ) が 一 時 滞在 に 必要 な 屋内 スペ 
ー ス (3, 040 m) の 8 割 を 確保 する 。 

KPI 改善 根拠 ・ 方 | 建 替 え に 合 わせ て 、 昼 間 人 口 が 多い 御堂 筋 エ リア の レジ リエ ンス 機能 と 環 
法 境 機能 の 向上 を 同時 に 促進 する こと に より 、 国 際 レ ベル の 都市 機能 を 備え 
た エリ ア を 形成 する 。 
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地域 課題 【 課 題 ③】 エネ ルギー 効率 の 向上 と 再 エ ネ 電 力 の 確保 


・ 市 域 の CO2 排出 量 (2019 年 度 ) の うち 業務 部 門 は 27%% と 、 全 国 の 179% に 比べ 高い 割合 と な 
っ て いる 。 特 に 、 御 堂 筋 エ リア は 、 業 務 中 枢 機 能 に 特 化し て 発展 し て きた シン ボル 的 な ビ 
ジネス 街 で あり 電力 消費 量 が 大 きい 。 

・ 本 市 は エネ ルギー の 大 消費 地 で ある 一 方 で 、 市 域内 の 再 エネ ポテ ン シ ャ ル は 非常 に 限ら れ 
て いる こと か ら 、 建 物 の ZEB 化 な ど 徹底 的 な 省エネ を 実施 し た 上 で 、 再 エネ 電力 の 確保 を 
進め て いく 必要 が ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 


・ 企 業 の サス テ ナ ビ リティ を 促進 し 、 対 象 地域 の 企業 を 中 心 と し た サプライ チェ ー ン 全体 の 
温室 効果 ガス 排出 量 の 削減 を 図る こと で 、 当 エリ ア と その 企業 の ブラ ンド カカ が 向上 し 、 国 
際 的 な 都市 間 競 争 や グロ ー バ ル 企 業 と の 競争 に 打ち 勝っ て いく こと が で きる 。 


KPI (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 御堂 筋 ま ちあ づく り ネ ットワーク 会 員 で 再 エ ネ 電 力 に 切り 替え た 施設 数 


現在 ( 令 和 5 年 8 月 ) : 22.996 (48 施設 中 11 | 最終 年 度 : 100% 
施設 ) 


KPI 設定 根拠 連携 する 御堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 会 員 の 再 エ ネ 100% 転 換 を 実現 
する こと に より 、 エ リア の 環境 機能 及び 魅力 を 向上 させ る 。 


KPI 改善 根拠 ・ 方 | 様々 な ニー ズ に 合わ せ 、 複 数 パタ ー ン の 地産 再 エ ネ メ ニ ュー を 構築 する 
法 と と も に 、 今 後 の 市 内 で の 展開 を 見 据え た 際 の 再 エ ネ 電 力 の 確保 を 見 据 
え 、 地 域 間 連 携 を 進め る 。 

御堂 筋 ま もち づくり ネッ トワ ー ク の まち づく り の 推進 体制 を 活用 し 、 会 員 
向け の 脱 誠 素 に 関す る 勉強 会 や 研修 会 等 を 通じ て 、 会 員 各 社 の 取組 状況 
を 比較 、 共 有する こと で 、 未 導入 企業 の 理解 を 促す 。 
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【 地 域 経済 循環 に 真 献 する 取組 】 


観点 取組 内 容 (取組 対象 、 具 体 的 な スキ ー ム 、 期 待 さ れる 定量 的 な 効果 ) 
地域 内 未 利用 ・ 本 市 内 の 衣 定 枝 、 下 水道 消化 ガス 、 廃 棄 物 及び 地下 水 熱 を 活用 する 。 
資源 、 熱 等 の 副 産 | (これ ら に つい て は 、2.3(3) 及び 2.5/2.6 に 記載 の た め 省 略 ) 

物 の 活用 
地域 資本 の 活用 、 | ・ 道路 空間 再編 や 会 員 ビ ル の 建 替 え 工 事 が 順次 行わ れる 地域 で あり 、 こ れ 


地域 の 雇用 創出 ・ 
拡大 、 担 い 手 育成 


ら の 工事 や 建 替え 時 の 壁面 後退 部 分 を 活用 し た フー ドカ ー ト や マル シェ 
物販 の 出店 に より 新た な 雇用 が 創出 され る 。 


地域 事業 者 に よる 
工事 施工 、 施 設 設 
備 の 維持 管理 等 に 
係る 体制 構築 


・ 道路 空間 再編 工事 で は 、 地 域 事業 者 が 当該 事業 に 参画 し や すく する よ 


う 、 入 札 参加 資格 を 市 内 に 本 店 を 有する 事業 者 また は 契約 締結 の 営業 所 
を 市 内 に 有する 事業 者 に 限定 し て いる 。 


・ 住宅 向け 太陽 光 発 電 や 燃料 電池 の 設置 に 関し て は 、 多 く の 場 合 、 地 域 の 


工務 店 や リフ ォ ー ム 会 社 、 設 備 会 社 な ど が 施工 する 。 


・ ま た 、 会 員 ビ ル の 建 替え 工事 等 に お いて も 、 地 域 事業 者 を 積極 的 に 活用 


し て いる 。 


・ 御堂筋 まち づく り ネ ットワーク と 連携 し 、2024 年 3 月 竣工 予定 の 『 御 堂 


筋 パ ー ク レッ ト 』 は 、 大 阪 府 森林 組合 や 地元 企業 と 連携 し 、 積 極 的 に 大 
阪 府 産 材 を 活用 する と 共に 、 デ ッ キ や サイ ネー ジ 、 植 載 、 照 明 な ど 施 工 
の 大 部 分 を 大 阪 市 内 の 事業 者 が 担う 仕様 と な っ て いる 。 


エネ ルギー 代金 の 
循環 


・ 地 域 資 源 を 活用 し て 、 電 源 の 調達 先 を 可能 な 限り 域内 に し 、 地 産地 消 率 


を 高め る (72.39%%) こと で 、 以 下 の エ ネル ギー 代金 が 循環 する こと が 期 
待 で きる 。 

地産 再 エネ 導入 予定 量 12 千 万 kWh/ 年 x 21 円 /kWh ( 令 和 5 年 4 月 卸売 
市 場 価格 ) 三 260 千 万 円 / 年 


収益 の 社会 的 投資 
の 最大 化 


・ 本 市 が 支援 事業 者 を 募集 する 「 み ん な の 御堂 筋 電力 プロ ジェ クト 」 及 び 


地域 間 連 携 に よる 再 エ ネ 電 力 調達 で は 、 電 気 売 上 の 一 部 を 地域 活性 化 原 
資 と し て 提供 する 。( 次 ペー ジ 参 照 ) 


・「 み ん な の 御堂 筋 電力 プロ ジェ クト 」 は 、 収 益 の 一 部 を 御堂 筋 ま もち づく 


り ネ ットワーク の 活動 費 と し て 会 員 企 業 の 脱 炭 素 勉強 会 や 都市 再生 安全 
確保 計画 に 基づく エリ ア 防 災 活 動 の 推進 に 充て る こと で 、 エ リア 価値 向 
上 に 寄与 する 。 


その 他 


・ 道路 空間 再編 等 の 取組 を 進め 、 世 界 中 か ら 人 ・ モ ノ ・ 資 金 ・ 企 業 ・ 情 報 


を 呼び 込む こと で 、 エ リア の 魅力 向上 を 図り 、 さ ら に 商業 施設 や ホテ ル 
な どの に ぎわ い 施 設 の 進出 に つなげ 、 新 た な 投資 や 雇用 を 創出 ・ 拡 大 す 
る 。 
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【 再 エネ 電力 マッ チン グ を 通じ た 地域 活性 化 に つい て 】 


大 阪 市 _ | 


託 (公募) | 脱 炭 素 勉強 会 


広報 ・P R 業務 委 


再 エ ネ メ ニ ュー の 紹介 
BELOVED STREET MIDOSUjJ! 
> 生 御堂 筋 ま まちづくり 

ネッ ドウ ー ク 
! 脱 炭 素 化 ・B CP 強化 


地域 活性 化 へ の 吉元 


【 余 剰 電力 】 
| | 小売 電気 | みん な の 
事業 者 御堂 筋 電力 


【 非 FIT】 人 和 ee 
【 非 FIT】 新 設 PV 余 午 の み で 


【 座 FIT】 既 設 PV 余剰 の み 


連携 協定 


大 陽光 発電 ( 小 中 学 校 ) 上 
市 内 小 中 学校 の 大 陽光 発 = = [ 和 定 押 】 | F | 手配 
0 電力 外 小売 電気 
0 Lo 0 の | 事業 者 
廃棄 物 発電 (焼却 工場 ) _ 既存 FIT U 
市 内 焼却 工場 の ご み 処 理 発 (バイ オマ ス )。、| 
電 FIT 電 気 を 活用 esa 
^ 地域 連 携 再 エ ネ ーーーーー pr に 
、 RAN 
連携 自治 体 地域 活性 化 へ の 層 元 


【 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク の 活動 例 】 

御堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク は 、「 活 力 と 風格 ある ビジ ネス エリ ア 」 と し て の エリ ア 価 値 向 
上 を 図る こと を 目的 に 、「 に ぎわ い の 創 出 」「 美 化 緑化 活動 」「 エ リア 防災 」「 景 観 デ ザイ ン の 審 
査 」 等 の 活動 に 注力 し て いる 。 加 えて 、 昨 年 度 より 脱 炭 素 の 取組 も 開始 し た 。 


ぐ くに ぎわ い 創 出 ・ 景 観 デ ザイ ン の 審査 > 

アー ト ・ 音 楽 ・ グ リー ン を テー マ に 様々 な イベ ント を 開催 し た り 、 沿 道 の 公開 空地 を 活用 し た 
オー プン カフ ェ や キッ チン カー の 出店 促進 な ど 、 景 観 ル ー ル を 守り つつ 、 上 質 な に ぎわ い の 創 出 
に 努め て いる 。 
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く 美 化 緑化 活動 > 

コン テ ナ ガ ー デ ン や 街 園 の 整備 、 会 員 企業 に よる 水 や りや 定期 清掃 活動 な ど 、 サ ステ ナブ ル な 
緑 の ま ち づ く り を 推進 。 

特に 御堂 筋 コ ン テ ナ ガー デン は 、 大 阪 市 が 設置 し 、 日 常 管 理 を 会 員 企 業 が 行う 官民 連携 の 緑化 
事業 と し て スタ ー ト し て お り 、 高 い 評 価 を 受け 各種 の 賞 を 受賞 し て いる 。 

2019 年 度 : お お さか 環境 賞 「 事 業者 活動 部 門 」 準 大 賞 受賞 

2020 年 度 : 環境 大 臣 表 彰 受賞 

2021 a 国土 交通 大 臣 表彰 受賞 

mami 


く エ リア 防災 (防災 訓練 ) > 

御堂 筋 ま ちあ づく り ネ ットワーク の 活動 エリ ア は 「 特 定 都市 再生 緊急 整備 地域 」 に 含ま れ て お 
り 、 大 阪 市 と 連携 し 、2018 年 に 都市 再生 安全 確保 計画 を 策定 し て いる 。 

以降 、 災 害 時 の 行動 マニ ュ ア ル や 情報 連絡 手段 と し て の WEB シス テム を 整備 、 防 災 訓練 を 実施 
する な ど 、 自 助 ・ 共 助 の エリ ア 防 災 の 取組 を 推進 し て いる 。 

(防災 訓練 の 様子 ) 


各社 が ビル の 被災 状況 を 入力 し 、 エ リ 
ア 内 の 情報 共有 ・ 共 助 の 訓練 を 実施 


ぐ 脱 炭素 の 取組 > 
2022 年 度 よ り 、 会 員 企 業 向け の 脱 炭 素 勉強 会 を 年 数 回 開催 し て いる 。2024 年 度 に は ( 仮 )『 カ 
ー ボ ン ニ ュー トラ ル 部 会 』 を 立ち 上 げ 、 勉 強 会 に 加え 、 会 員 企 業 の 脱 炭素 の 取組 事例 の 共有 、 カ 
ー ボ ン ニ ュー トラ ルプ ラン の 策定 な ど 、 エ リア 全体 の カー ボン ニュ ー ト ラル に 資す る 取組 を 進め 
て いく 予定 で ある 。 
(2023 年 度 脱 炭 素 勉 強 会 の 様子 ) 
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また 、 大 阪 市 が 2019 年 3 月 に 策定 し た 「 御 堂 筋 持 来 ビ ジョ ン 」 に 基づき 、 御 堂 筋 まち 
づく り ネ ットワーク が 「 御 堂 筋 の 広場 化 」 を テー マ と し て 、 御 堂 筋 の 将来 像 や に ぎわ い 
と 憩い を 創出 する 道路 空間 の あり 方 の 検証 の た め 、 パ ー ク レッ ト を 設置 し 、 そ の 維持 管 
理 活動 を 担っ て いる 。 

2024 年 4 月 に は 、 そ の 2 基 目 で ある 「 い ちょ う テ ラス 高麗 橋 」 が 設置 予定 で あり 、 脱 
炭素 の 取組 と し て 、 天 然 木 ・ 大 阪 府 産 材 ( 杉 、 ヒ ノ キ ) を 主 と し た 素材 の 活用 、 ソ ー ラ 
ー パ ネル に よる 電力 供給 、 南 北 両側 に 植 栽 帯 設置 な ど を 行う 予定 で ある 。 


高 鹿 悦 」 


EW 


pr ー = に ー = 
ーー ーー 


く 今後 の 取組 方 針 > 

・ 2024 年 度 の 取り 組み 方 針 

e トラ イア ル で あっ た 2023 年 度 の 活動 を 勉強 会 や 本 事業 を 通じ て 、 さ ら に 深化 する 
べく 、 個 社 だ け で な く エ リア 全体 で CN に 取り 組み 、 全 国 的 に も 先行 エリ ア と な る 
こと で 、 地 域 ブ ラン ドカ の 向上 に 繋げ 、 脱 炭素 社会 の 実現 を 図る 。 

@ 以下 の スケ ジュ ー ル に 沿い 、 勉 強 会 や 説明 会 を 実施 し 、 会 員 企業 へ の 啓蒙 活動 や 
エリ ア で の 課題 解決 を 図る 。 
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2.10 先進 性 ・ モ デル 性 


先進 性 ・ モ デル 性 具体 的 な 内 容 
先進 性 

地域 特性 等 を 踏 ・ 都 市 部 の メイ ンス トリ ー ト で 都市 再生 緊急 整備 地域 で ある と いう 3 特性 

まえ た 独自 の 取 を 踏ま え 、 道 路 空間 の 再編 、 レ ジリ エン ス の 向上 、 脱 炭素 の 取組 を 

組 統合 的 に 進め る 。 

・ 都 市 の 中 で も 市 域 の 93.99%% が エネ ルギー 消費 が 星 盛 な 市 街 化 区 域 
で 、 再 エネ の 導入 が 非常 に 困難 な 地域 で ある が 、 市 域 の 住宅 を 活用 
し た VPP や 、 再 エネ 適地 を 有する 幅広 い 自 治 体 に 複 益 する スキ ー ム な 
ど 独 自 の 取組 を 行う 。 

参考 に し た 既存 | ・ す で に 選定 され た 他 都 市 の 中 心 市 街 地 モデ ル で は 、 大 規模 再開 発 地域 

の 脱 炭 素 先行 地 | や 点 在 す る 施設 を 対象 と し て いる が 、 本 市 は より 難易 度 の 高い 既存 

域 と その 理由 、 市 街 地 の まとまっ た 区 域 を 対象 と し て お り 、 一 般 的 な 既存 街区 の 先 

それ ら の 提案 と 行事 例 と な る 。 

の 違い ・ 他 都市 と は 、 道 路 空間 の 再編 等 と 統合 的 に 進め て いる こと 、 再 エネ 調 
達 に 当たっ て は 住宅 VPP を 活用 する こと や 地域 間 連 携 で 新た な 再 エ ネ 
調達 手法 を 構築 し た こと が 異な る 。 

ON CR 
市 担当 者 が 会 員 43 社 全 て に 対し て 個別 訪問 を 行い 、 丁 寧 に 説明 する 
と に より 、 合意 形成 率 は 既 選 定 案件 を 上 回 る 8 時 た 。 
モデ ル 性 

展開 可能 な 地域 ・ 各 都市 に は 顔 と な る メイ ンス トリ ー ト が 存在 する が 、 経 済 を 支え る 業 

と その 理由 務 集 積 地区 が 立地 し て いる こと が 多く 、 道 路 空 間 を 街 の 活性 化 に 活 
用 し た いと いう ニー ズ が 高まっ て くる 既存 街区 に お いて 展開 が 可能 
で ある 。 

・ 例 えば 、 仙 台 市 の 青葉 通り 、 東 京都 の 銀座 、 京 都市 の 鳥 丸 通 、 神 戸 市 
の 三宮 中 央 通り 、 福 岡市 の 天神 西 通 りな ど 

アナ ウン ス 効 果 ・ 2025 年 大 阪 ・ 関 西 万 博 の 開催 地 と し て 、 万 博 会 期 前 や 会 期中 に 、 御 

(類似 地域 へ の 堂 筋 に お いて も 万 博 会 場 と 連携 し た 事業 を 展開 し 、 万 博 来場 者 、 関 

展開 に 向け た 具 係 企 業 ・ 自 治 体 な ど 、 国 内 外 に 広く 発信 する 。 

体 策 ) ・ ま た 、「 全 国 エ リア マネ ジメント ネッ トワ ー ク 」( エ リマ ネ 会 員 47 団 
体 ) 等 で 定期 的 な 会 員 交 流 の 場 を 通じ て 本 取組 を 紹介 する ほか 、 国 
外 に も 都市 関連 携 事業 等 を 通じ て 発信 する 。 

波及 効果 ・ 御堂筋 の 沿道 に は 、 わ が 国 を 代表 する 大 企業 が 集積 し て いる こと か 

( 他 地 域 で も 活 ER ep i 

用 で きる 汎用 性 きる 。 

等 ) ・ 本 取組 は 、 既 存 市 街 地 を 対象 と し て お り 、 近 隣 施設 と 協調 し た ビル の 
建 替え や 建物 間 エ ネル ギー 融通 、 狭 い 敷 地 で も 導入 で きる 建材 ( 窓 
ガラ ス ) 一 体型 太陽 光 発 電 等 の 脱 炭 素 化 技術 及び 再 エ ネ 適 地 に 補 益 
する 連携 スキ ー ム は 、 市 内 は も と より 、 全 国 各 都 市 ビジ ネス 拠点 に 
お いて 活用 で きる 。 
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3. 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 等 
3.1 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 


【 各 主体 の 役割 】 

〇 大 阪 市 

・ 対象 地域 の 総合 的 な 事業 推進 、 関 係 者 と の 各種 調整 ・ 支 援 を 行う ほか 、 共 同 提案 者 の 会 員 ( 需 
要 家 ) の 掘り 起こ し や 合意 形成 、 再 エネ 電力 導入 の 支援 を 主体 的 に 行う 。 

・ ま た 、 住 宅 に 対し て 補助 等 を 行い 設備 設置 を 推進 する ほか 、 自 ら も 市 役所 本 庁舎 で の 民生 部 門 
の 電力 使用 に よる 温室 効果 ガス 排出 実質 ゼロ を 実現 する と と も に 、 民 生 部 門 以 外 の 部 門 に お い 
て も 排出 削減 に 取り 組む 。 


〇 一 般 社 団 法人 御堂 筋 ま ち づ く り ネ ットワーク (共同 提案 者 ) 
・ 先行 地域 の 取組 趣旨 に 賛同 し 、 大 阪 市 の 共同 提案 者 と し て 、 勉 強 会 の 開催 や 情報 交換 を 通じ 
会 員 各社 に よる 脱 誠 素 化 を は じ め 地 域 課 題 の 解決 に 取り 組む 。 


※ 大 阪 市 は 、 令 和 4 年 11 月 か ら 、 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク と の 意見 交換 や 全体 説明 会 
に 加え 、 全 て の 会 員 に 対し て 個別 訪問 で 一 社 一 社 に 足 を 運び 、 事 業 の 意義 に つい て 丁寧 な 
説明 に 努め た 。 

※ そ の 結果 、 対 象 地域 で 脱 炭 素 先行 地域 づく り を 進め る こと に 対し て 、 全 会 員 が 賛同 し 、48 
施設 の うち 38 施設 (施設 数 ベー ス で 79%) が 合意 する に 至っ た 。 


〇 一 般 社 団 法人 再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 (共同 提案 者 ) 
・ 先行 地域 に 向け た 再 エネ 供給 を 行う だ け で な く 、 電 力 料 金 の 一 部 を 発電 地域 に 宰 益 する スキ ー 
ム の 構築 を 行う 。 
参画 団体 が 、 発 電 所 立地 自治 体 が 抱え る 地域 課題 解決 に つなが る よう 再 エ ネ の 供給 を 行う 
た め の メ ニュ ー を 調整 し 、 大 阪 市 と 共に 地域 内 の 需要 家 へ の マッ チン グ に 取り 組む 。 


〇 PPA 事業 者 ① (民間 事業 者 ) 民間 所 有 地 


役割 PPA の 安定 的 な 実施 

当該 事業 者 の これ まで | 様々 な 事業 者 と 連携 し 、 数 多く の 太陽 光 発 電 の 導入 促進 に 取り 組ん 

の 取組 で いる 。「 震 要 家 主導 に よる 太陽 光 発 電導 入 促進 補助 金 」 等 を 活用 し 
て の 中 小 規模 ・ 非 FIT/ 非 FIP 太陽 光 発 電 所 の 建設 実績 も 有 し て い 
る 。 

合意 形成 状況 合意 済 画 調整 中 [] 未 実施 口 

合意 形成 状況 の 詳細 民間 事業 者 が 自社 所 有する 大 阪 市 内 の 土地 で 行う オフ サイ ト PPA に つ 
いて は 、 同 社 が 令 和 6 年 度 か ら 設計 ・ 着 工 す る こと で 合意 済み 。 

今後 の の 合意 形成 の 進め 内 示 後 、 速 や か に 着工 予定 。 

方 と スケ ジュ ー ル 
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〇 PPA 事 業者 ② (未定 ) 夢 洲 1 区 

役割 PPA の 安定 的 な 実施 

当該 事業 者 の これ まで | 一 ( 令 和 8 年 度 公募 に より PPA 事業 者 選定 予定 ) 

の 取組 

合意 形成 状況 合意 済 口 調整 中 画 未 実施 品 

合意 形成 状況 の 詳細 夢 洲 1 区 (北港 処分 地 ) に つい て は 、 複 数 の 事業 者 か ら 見 積 書 を 徴 
収 し 、 事 業 可 能 性 を 確認 済み 。 

今後 の 合意 形成 の 進め | 一 般 廃棄 物 処分 場 の 埋立 進捗 状況 を 踏ま えて 、 令 和 7 年 度 中 に は 候 

方 と スケ ジュ ー ル 補 エ リア に お ける 具体 的 な 設置 場所 を 確定 後 、 令 和 8 年度 か ら 具 体 
的 な 協議 を 行い 、 プ ロ ポ ー ザ ル 審 査 の うえ 事業 者 を 選定 する 予定 


〇 大 阪 広域 環境 施設 組合 (構成 市 : 大 阪 市 ・ 八 尾 市 ・ 松 原市 ・ 守 口 市 ) 


役割 需要 家 (大 阪 市 役所 ) に 、 ご み 焼 却 工 場 の 廃棄 物 発 電 に よっ て 得 ら 
れ た 電力 を 供給 

当該 事業 者 の これ まで | 全て の ご み 焼 却 工場 に お いて 廃棄 物 発電 を 行っ て お り 、 隣 接する 本 

の 取組 市 施設 や 電気 事業 者 等 に 電力 を 供給 し て きた 

合意 形成 状況 合意 済 画 調整 中 | 未 実施 

合意 形成 状況 の 詳細 令 和 6 年 度 か ら の 電力 供給 に つい て は 、 同 組合 及び 全て の 構成 市 か 
ら 合 意 を 得 て い る 。 

今後 の 合意 形成 の 進め 


方 と スケ ジュ ー ル 
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【 関 係 者 と の 連携 体制 】 
(民生 部 門 電 力 に お ける 取組 ) 


大 阪 市 


【 自 家 発 電 、 自 家 消費 


引当 


【 


オフ サイ ト PpA】 


ーーーーーーーーーー 


し 


オフ サイ ト 廃 棄 物 発電 】 


民間 企業 等 


【 自 家 発 電 、 自 家 消 費 】 


送 配電 事業 者 


ーー を * : 電力 に 関す る 流れ 
ーー と: 電力 以外 その 他 の 流れ 


1 託送 供給 契約 等 
各 小 売 電気 事業 才 | 。 一 護 * で rme 計 - 
PPA 契 約 | PPA 事 業者 ② 
電力 購入 (Ri) 】 較 計 電電 力 充 【 新 設 】 太 陽光 発 電 
廃棄 物 処 分 場 | 
muna - | ーーー] 既設 発電 事業 者 に ---- 
【 上 既設 Fir】 太 陽光 発電 
売 電 ・ 買 電 、 eR 
自己 託送 支援 契約 等 i 
自己 託送 (R6R10) 】 <「 余 利 電 力 売 電 】 | | 【 販 設 】 廃 棄 物 発 電 
| 焼 赴 工場 
a 「] 【 既 設 Fir】 廃 棄 物 発電 


大 阪 市 


太陽 光 発 電 中 
i] 【 オ フサ イト Fr 電気 活用 】 上 較 | ーーーーーー- 回 還 還 呈 | |] 
再 エネ メニ ュー 供給 】 特定 (買取 ) 契約 
ーー 【 発 電電 力 売 電 】 既設 発電 事業 者 
! 3 【 既 設 FT】 消化 ガス 発電 
し 特定 卸 供 給 下水 処理 
再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 
! 民間 施設 【 特定 卸 供給 
既設 発電 事業 者 
【 既 設 FiT】 太陽 光 発電 
市 立 小 中 学校 
『] 【 地 域 再 エネ 活用 】 ーー | 
他 自治 体 ・ 企 業 
地域 連携 再 エネ 
特定 卸 供給 再 エネ 適地 | 
| 再 エネ メニ ュー 供給 【 発 電電 力 売 電 】 一 婚 設 発電 事業 者 
! 人 き ーーーーーー ロ | 【 既 設 FT】 バイ オマ ス 発電 
| 信和 活 用 】 生生 還 | プロ ジェ クト 参加 者 募集 、 設備 補助 "。 
| | 事業 者 き 
業務 委託 契約 調整 上 PV 等 
! 施工 契約 
: 選定 手配 事業 者 I 男 証 記 
: カ 軸 了 約 | 一 
【 再 エネ メニ ュー 供給 】 [人 利 電 カ 売 電 】 太陽 光 発電 
家庭 用 燃料 電池 
住宅 
「 ] 【 オ フサ イト ppA】 較 座 較 閣  ーーー  ー ー | 
« PPA 契 約 | PPA 事 業者 ① 
【 再 エネ 電力 購入 】 0 【 発 電電 力 売 電 】 太陽 光 発 電 
民間 所 有 地 
| | ーー 

くり ネッ トワ ー ク A 
・ 会 員 (御堂 筋 治 道 條 | 人 品 員 厩 。 
| 業 ) へ の 連絡 調整 等 各種 調整 ・ 支 握 | 


・ 需 要 家 掘り 起 し 、 合 意 形成 
・ 市 有 施 設 等 へ の 再 エ ネ 設 置 調整 


・ 住 宅 へ の 設備 設置 補助 、 プ ロジ ェクト 普及 啓発 
・ 市 有 施 設 等 の 既設 発電 電力 供給 調整 
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(民生 部 門 電 力 以外 に お ける 取組 ) 


【 共 同 提案 者 の 概要 】 

事業 者 ・ 団 体 名 : 一 般 社団 法人 御堂 筋 ま お づく り ネ ットワーク 

正会員 数 ※ 43 社 

所 在 地 (事務 局 ) 大 阪 府 大 阪 市 中 央 区 費 竹 中 工務 店 内 

資本 金 な し 

活動 目的 「 活 力 と 風格 ある ビジ ネス エリ ア 」 と し て エリ ア の 価値 向上 を 図っ て 
いく こと を 目的 に 、 地 元 が 協調 し 、 地 元 の 視点 で 御堂 筋 の 課題 と 改善 
策 を 検討 し 、 行 政 や 経済 団体 等 と の パー トナ ー シ ッ プ を 図り な が ら 活 
性 化 に 取り 組む 。 

主 な 事業 内 容 エリ アマ ネジ メン ト 事 業 

その 他 取 組 に 係る 事項 | 脱 炭 素 に 関す る 勉強 会 等 開催 


※ 正 会 員 : 当 法人 の 活動 エリ ア に 不動 産 ( 土 地 若しくは 建物 又は 信託 受益 権 ) を 所 有 し 、 
且つ 当該 法人 の 活動 目的 に 賛同 する 者 又は その 関係 会 社 
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《 一 般 社団 法人 御堂 筋 ま お づく り ネ ットワーク の 体制 図 》 


社員 総会 


事業 計画 、 予 算 等 、 重 要 事 項 の 決議 


役員 所 属 企 業 


代表 理事 大 阪 ガ ス 株 式 会 社 
(ガイ ドラ イン 推進 部 会 長 ) 


まち づく り 検 討 会 理事 う 西 土地 寺 物 株 式 全社 
運営 に 関す る 議論 、 検 計 NTT 都市 開発 株 式 会 
へ 市 会 長 
呈す 末 の 銀 泉 株 式 会 社 
職務 執行 の 監督 京阪 神 ビ ルディ ング 株 式 会 社 
会 計 監査 理事 会 積水 ハウ ス 株 式 会 社 
a ーー ヤー 三井 不動 産 株 式 会 社 
業務 遂行 、 予 算 承 認 等 の 決定 (に きもい 伸 出 導 信吉 ) 
株 式 会 社 竹 中 工務 店 
(事務 局 ) 
運営 委員 会 
実施 方 針 検討 、 調 整 、 部 会 活動 等 の 調整 、 集 約 監事 関電 不動 産 開発 株 式 会 社 
事務 局 東京 海上 日 動 火災 保険 株 式 会 社 
活動 全般 の 推進 ( 五 十 音 順 、2022 年 1 月 時 点 ) 
| | 
都市 環境 部 会 ガイ ドラ イン 推進 部 会 に ぎわ い 創 出 部 会 
・ 沿 道 景観 の あり 方 に 関す る 検討 ・ 御 堂 筋 デ ザイン ガイ ドラ イン に 関す る 検討 ・ 美化 緑化 活動 
・ 街路 空間 再編 (歩道 ・ 経 速 車道 ) 取り 組み ・ に ぎわ い 創 出 活動 
の あり 方 に 関す る 検討 等 ・BID や エリ アマ ネジ メン ト 活 動 に 関す る 検討 等 ・ エ リア 魅力 の 発信 、PR 
| | ] | | 
に ぎわ い 創 出 実行 委員 会 
御堂 筋 本 町 北 地区 御堂 筋 本 町 北 地区 御堂 筋 本 町 南 地区 ・ に ぎわ い 創 出 事業 等 の 
壁面 後退 部 分 活用 委員 会 景観 づく り 推 進 委 員 会 壁面 後退 部 分 活用 委員 会 実施 
・ 壁面 後退 部 分 等 の 活用 に ・ 御堂 筋 沿道 の 広告 ・ サ イン ・ 壁 面 後退 部 分 等 の 活用 に 


関す る 自主 ルー ル 作 成 、 審 査 


等 の デザ イン や 提出 方 法 に 
係る 自主 ルー ル 作 成 等 


関す る 自主 ルー ル 作 成 、 審 査 


(構成 員 ) 

あい お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 柄 清和 線 合 建物 

朝日 生命 保険 相互 会 社 積水 ハウ ス 人 幌 

則 イ トウ ゥ ビル 積水 ハウ ス 不 動産 関西 帆 
今西 土地 建物 邊 学校 法人 相愛 学園 

イ ヨ ビ ルディ ング 幌 貫 創 建 

NTT 都市 開発 帆 損害 保険 ジャ パン 幌 
大 阪 ガ ス 偶 大 成 建設 帆 

大 阪 市 高速 電気 軌道 出 ダイ ビル 修 

鹿島 建設 山 太陽 生命 保険 帆 

貫 オ ー ビ ッ ク 大 和 ハ ウス 工業 御 

関電 不動 産 開 発 御 貫 竹 中 工務 店 

銀 朱 人身 中 央 日 本 土地 建物 帆 
京阪 神 ビ ルディ ング 帳 東京 海上 日 動 火 災 保 険 帆 
京阪 ホー ルディ ング ス 幌 真宗 大 谷 派 難波 別院 
住友 商事 幌 日 鉄 興 和 不 動産 帆 


日 本 生命 保険 相互 会 社 
野村 不動 産 帆 

ヒュ ー リ ッ ク 蛋 

平和 不動 産山 

本 願 寺 津村 別院 

三井 住友 海上 火災 保険 帆 
三井 不動 産 帆 
三菱 地 所 ( 箱 

細 三 菱 UFJ 銀行 

三菱 UFJ 信託 銀行 帆 
明治 安田 生命 保険 相互 会 社 
賜 淀 川 製鋼 所 

貫 ワ キタ 
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事業 者 ・ 団 体 名 : 一 般 社団 法人 再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 


会 員数 37 団体 

所 在 地 東京 都 渋 谷 区 道玄坂 一 丁目 21 番 1 号 

資本 金 な し 

活動 目的 日 本 に お ける 主力 電源 と し て の 再生 可能 エネ ルギー の 地域 導入 を 普及 
促進 し 、 各 地域 と 再生 可能 エネ ルギー が 共生 し 相互 に 発展 する こと 
で 、 地 域 に 複 益 す る 再生 可能 エネ ルギー の 導入 拡大 並び に 脱 炭 素 社会 
の 実現 を 目指 す 。 

主 な 事業 内 容 ・ 再 生 可能 エネ ルギー の 地域 導入 拡大 並び に 脱 炭 素 化 に 向け た 情報 発 


信 及 び 提 供 に 関す る 事業 

・ 再 生 可能 エネ ルギー の 地域 導入 拡大 並び に 脱 炭素 化 に 向け た 情報 収 
集 及び 研究 開発 に 関す る 事業 

・ 再 生 可能 エネ ルギー の 地域 導入 拡大 並び に 脱 炭素 化 に 向け た 調査 ・ 
研究 の 受託 及び コン サル ティ ング 事業 

・ 再 生 可能 エネ ルギー の 地域 導入 拡大 並び に 脱 炭 素 化 に 向け た ビジ ネ 
スモ デル の 構築 ・ 提 案 ・ 推 進 に 関す る 事業 

・ 再 生 可能 エネ ルギー の 地域 導入 拡大 並び に 脱 炭 素 化 に 向け た 設備 投 
資 、 資 産 の 保有 ・ 運 用 並び に 情報 シス テム の 企画 ・ 開 発 ・ 保 有 ・ 運 用 
に 関す る 事業 

・ 再 生 可能 エネ ルギー の 地域 導入 拡大 並び に 脱 炭 素 化 に 向け た 講演 
会 ・ セ ミナ ー の 企画 ・ 開 催 に 関す る 事業 

・ 各 関係 省庁 並び に 各 関 係 団体 と の 連携 並び に 協力 

・ 会 誌 等 の 編集 及び 出版 に 関す る 事業 

・ 前 各 号 に 掲げ る 事業 に 附帯 又は 関連 する 一 切 の 事業 


その 他 取 組 に 係る 事項 
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3.2 事業 継続 性 


【 太 陽光 発電 】 オ フサ イト PPA① 夢 洲 2MW (PPA 事業 者 等 ) 


事業 者 名 : 未定 (事業 者 見 積 り や ヒア リン グ 等 に より 記載 ) 


単価 数 量 備考 
設備 費 420, 000, 000 円 / 式 1 式 搬入 据付 費 , 電気 工事 費 含 む 
工事 費 ー (上 記 に 含む ) ーー = 
保守 ・ 管 理 費 5, 000, 000 円 / 年 20 年 
固定 資産 税 1, 223, 000 円 / 初 年 度 1 式 17 年 分 
水利 使用 料 一 一 一 
補助 金 280, 000, 000 円 1 式 補助 率 2/3 
電力 単価 21 円 /kWh 1.9GkWh 電力 市 場 価格 (平均 販売 価格 ) 
21.45 円 /kWh (2023 年 4 月 関西 特 
高 ) 
売 電 収 入 560, 032, 000 円 20 年 間 
金融 機関 か ら の 融資 ・ 金 融 機関 と 協議 中 口 融資 に 合意 し て いる 
口 計画 内 容 を 共有 し 、 融 資 に 前 向き 
な 姿勢 (共同 提案 者 も し く は 合意 
文書 等 次 わし て いる 場合 ) 
画 計 画 内 容 を 共有 し 、 融 資 に 前 向き 
な 姿勢 (口頭 で の 確認 ) 
口 計画 内 容 を 共有 し て いる が 、 融 資 
へ の 姿勢 は 未定 
口 計画 内 容 を 共有 で き て いな い 
(具体 的 内 容 ) 
田 保 険 に つい て は 、 以 下 の 業 者 と 協議 済み 
保険 (会 社名 : 保険 加入 を 検討 中 、 保 険 会 社 は 未定 ) 
災害 リス 口 保険 に つい て 対応 出来 て いな い 
ク へ の 備 (具体 的 内 容 : ) 
え 画 再 エネ 設備 に 関し て 災害 等 の 備え を 行っ て いる 
設備 等 口 再 エネ 設備 に 関し て 災害 等 の 備え を 行っ て いな い 
(具体 的 内 容 : 原則 は 保険 で 対応 。 架 台 や 基礎 は 耐震 設計 と する 等 ) 
投資 回 収 年 数 約 8 年 
投資 回 収 年 数 約 21 年 
(補助 金 を 利用 し な 
い 場 合 の 想定 年 数 ) 
見 積 り 実 施 事業 者 の | 国内 外 で 多数 の 太陽 光 発 電 所 の 建設 実績 が ある 事業 者 
経営 状況 経営 事項 審査 結果 に 基づき 経営 状況 に 問題 な し と 判断 
事業 の コス ト 低 減 に | 公募 に より コス ト 競 争 力 の ある 事業 者 の 選定 を 行う 予定 。 
資す る 取組 
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【 太 陽光 発電 】 オ フサ イト PPA② 民間 所 有 地 
事業 者 名 : 民間 事業 者 


1.5MW (PPA 事業 者 等 ) 


単価 数 量 備考 
設備 費 307, 000, 000 円 / 式 1 式 1.514kW ※ 工 事 費 ・ 接 続 費 等 含む 
工事 費 ー (上 記 に 含む ) = = 
保守 ・ 管 理 費 未定 上 
固定 資産 税 27, 950, 000 円 1 式 20 年 分 
水利 使用 料 — 一 — 
補助 金 204, 666, 000 円 1 式 補助 率 2/3 
電力 単価 右記 電力 市 場 価格 と 遮 電力 市 場 価格 (平均 販売 価格 ) 21.45 
色 の な い 価 格 円 /kWh (2023 年 4 月 関西 特 高 ) 
売 電 収 入 ー 円 / 年 
金融 機関 か ら の 融資 口 融資 に 合意 し て いる 
口 計 画 内 容 を 共有 し 、 融 資 に 前 向き 
な 姿勢 (共同 提案 者 も し く は 合意 
文書 等 次 わし て いる 場合 ) 
口 計 画 内 容 を 共有 し 、 融 資 に 前 向き 
な 姿勢 (口頭 で の 確認 ) 
口 計 画 内 容 を 共有 し て いる が 、 融 資 
へ の 姿勢 は 未定 
画 計 画 内 容 を 共有 で き て いな い 
(具体 的 内 容 : 融資 利用 し な い 方 針 ) 
画 保 険 に つい て は 、 以 下 の 業 者 と 協議 済み 
保険 (会 社名 : 民間 事業 者 ) 
災害 の リ 口 保険 に つい て 対応 出来 て いな い 
SD (具体 的 内 容 : ) 
備え 還 再 エネ 設備 に 関し て 炎 害 等 の 備え を 行っ て いる 
設備 等 口 再 エ ネ 設 備 に 関し て 災害 等 の 備え を 行っ て いな い 
(具体 的 内 容 : 原則 は 保険 で 対応 。 施工 に お いて は 、 架 台 や 基礎 を 高く する 、 
受電 設備 を で きる だ け 内 陸 側 に 設置 する 等 ) 
投資 回 収 年 数 年 
投資 回 収 年 数 ー 年 
(補助 金 を 利用 し な い 
場合 の 想定 年 数 ) 
見 積 り 実 施 事業 者 の 会 | 国内 外 で 多数 の 太陽 光 発 電 所 の 建設 実績 が ある 。 
社 の 経営 状況 また 、 設 計 施 工 を 依頼 する パー トナ ー 事 業者 に つい て も 帝国 デー タバ ンク 等 で 


経営 状況 の 確認 を 行っ て いる 。 


事業 の コス ト 低 減 に 
資す る 取組 


複数 の パー トナ ー を 比較 し 、 与 信 、 施 工 技術 、 施 工費 用 、 メ ン テ ナ ンス 体制 を 
総合 的 に 評価 し つつ 、 コ スト 競争 力 の ある パー トナ ー の 選定 を 行う 予定 。 ま た 
本 件 発電 所 以外 の 太陽 光 発 電 所 も 建設 予定 の た め 、 一 括 部 材 発注 に よる コス ト 
低減 も 目指 せる と 考え て いる 。 
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3.3 地方 公共 団体 内 部 の 推進 体制 

1) 推進 体制 

・ 市 域 に お ける 市 民 や 事業 者 な どの 活動 及び 大 阪 市 事務 事業 に 伴っ て 排出 する 温室 効果 ガス の 意 
欲 的 な 削減 並び に 気候 変動 の 影響 へ の 対処 に 向け て 、 全 庁 的 に 地球 温暖 化 対策 を 総合 的 か つ 強 
力 に 推進 する た め 、 市 長 を トッ プ と する 「 大 阪 市 地球 温暖 化 対策 推進 本 部 」 (平成 28 年 7 月 設 
置 ) の も と で 部 局 間 で の 連携 ・ 調 整 を 図り な が ら 全 庁 横断 的 に 本 事業 を 推進 する 。 


大 阪 市 地球 温暖 化 対策 推進 本 部 


本 部 長 が 指名 する 区 長 の 職 に ある 者 、 市 長 直 轄 組織 設置 条例 第 1 条 に 掲げ る 組織 
の 長 、 事 務 分 掌 条例 第 1 条 に 掲げ る 組織 の 長 、 危 機 管理 監 、 中 央 卸売 市 場 長 、 会 
計 室 長 、 消 防 局長 、 水 道 局 長 、 教 育 次 長 、 行 政 委員 会 事務 局長 、 市 会 事務 局長 


プロ ジェ クト メン バー プロ ジェ クト メン バー 
本 部 長 が 指名 する 区 長 、 危 機 管理 監 、 本 部 長 が 指名 する 区 長 、 経 済 戦略 局長 、 
経済 戦略 局長 、 市 民 局 長 、 計 画 調整 局長 、 総務 局長 、 市 民 局 長 、 時 政局 長 、 福 祉 局長 、 
健康 局長 、 環 境 局 長 、 都 市 整備 局長 、 環境 局長 、 都 市 整備 局長 、 建 設 局長 、 
建設 局長 、 大 阪 港湾 局長 、 水 道 局長 、 教 育 次 長 | | 水道 局長 、 教 育 次 長 


(2) 進捗 管理 の 実施 体制 ・ 方 針 

・「 大 阪 市 地球 温暖 化 対策 推進 本 部 」 の も と 、 本 市 地球 温暖 化 対策 の 推進 に 関す る 課題 の 調査 及 
び 検 討 を 行う 「 大 阪 市 地球 温暖 化 対 策 推進 本 部 区 域 施策 編 及び 事務 事業 編 推進 プロ ジェ クト チ 
ー ム 合同 会 議 」 に お いて 、 各 事業 年 度 の 進捗 管理 を 行う 。 

・ ま た 、 進 捗 状況 の 評価 結果 は 、 学 識 経験 者 、 事 業者 団体 代表 者 、 環 境 活動 団体 代表 者 、 市 民 公 
募 委 員 な ど で 和 構成 され る 「 大 阪 市 環境 審議 会 」 に 毎年 度 報告 し 、 進 捗 状況 の 点検 を 行う 。 同 審 
議会 か ら の 助言 を 基 に 取組 を さら に 深化 させ 、2030 年 度 の 目標 達成 に 向け 、 計 画 を 着実 に 実行 
し て いく 。 
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3.4 事業 を 着実 に 実施 する た め の 実 績 等 


取組 内 容 実施 年 度 
道路 協力 団体 制度 a 
公営 企業 ( 再 エネ 等 発電 事業 者 ) に 二 
よる 電気 事業 の 実施 
独自 の | 地域 新 電力 の 設立 な し 
取組 独自 条例 (大阪 市 再生 可能 エネ ルギー の 導入 等 に よる 脱 | 平成 24 年 度 
炭素 社会 の 実現 に 関す る 条例 ) ( 令 和 4 年 度 改 正 ) 
単独 事業 ① ( 再 エ ネ 電 力 調達 マッ チン グ 事 業 ) 令 和 2 年度 ~ 
単独 事業 ② (浪江 町 と の 再 エネ 需給 地域 間 連 携 令 和 2 年 度 ~ 
単独 事業 (太陽 光 パ ネル 設置 促進 事業 ) 平成 30 年 度 ~ 
採択 され た | 環境 未来 都市 な し 
国 の 制度 ・ |SDGs 未来 都市 令 和 2 年 度 
補助 事業 | バイ オマ ス 産 業 都市 な し 


【 取 組 名 (実績 を 有する 団体 と の 連携 )】 
道路 協力 団体 制度 
【 実 施 時 期 】 
令 和 2 年 10 月 2 日 一 令 和 7 年 10 月 1 日 
【 取 組 の 目的 】 

「 御 堂 筋 持 来 ビ ジョ ン 」 の 実現 に 向け た 取組 の 一 環 と し て 、 公 民 連 携 に よる 道路 管理 の 一 層 の 
充実 と 民間 主体 に よる まち づく り 活 動 を 促進 し 、 高 質 な 道路 空間 を 維持 する こと を 目的 と す 
る 。 

【 取 組 の 概要 】 
道路 協力 団体 制度 の も と 、 対 象 地 域 で は 、 本 市 が 御堂 筋 ま ち も づ くり ネッ トワ ー ク を 指定 し 、 平 
野 町 な ど 2 か 所 の 街 園 緑地 の 整備 や コン テ ナ ガ ー デ ン の 維持 管理 な ど に よる 上 質 な 道路 空 
間 の 形成 な ど に 取り 組ん で いる 。 本 制度 に 基づく 取組 を 活用 し 、 事 業 を 推進 する 。 


【 取 組 名 (事業 名 )】 

再 エ ネ 電 力 調達 マッ チン グ 事 業 

【 実 施 時 期 】 

令 和 2 年 度 ~ 

【 取 組 の 目的 】 

需要 家 が 再 エ ネ 電 力 を 選べ る 環境 づく り を 進め る と と も に 、 エ ネル ギー の 大 消費 地 で ある 大 阪 
と し て 、 よ り 広 域 的 な 再生 可能 エネ ルギー の 普及 拡大 に つなげ る 。 

【 取 組 の 概要 】 

全国 の 再生 可能 エネ ルギー 由来 の 電力 の 掘り 起こ し を 行い 、 大 阪 市 内 の 需要 家 と 再 エ ネ 電 力 の 
マッ チン グ を 促進 する 。 
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【 取 組 名 (事業 名 )】 

太陽 光 パ ネル 設置 促進 事業 

【 実 施 時 期 】 

平成 30 年 度 ~ 

【 取 組 の 目的 】 

民間 事業 者 の 力 を 活用 し 、 再 生 可能 エネ ルギー の 普及 拡大 及び エネ ルギー の 安定 供給 に 向け 


た 分 散 型 電源 の 確 全 と と も に 、 学 校 教 育 へ の 貢献 並び に 行政 財産 の 有効 活用 を 図る 。 

【 取 組 の 概要 】 

小 中 学 校 の 校舎 や 体育 館 の 屋上 を 活用 し 、 民 間 事 業者 が 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し て 発電 を 行 
う 「 屋 根 貸し 事業 」 を 実施 し て いる 。 現 地 調査 に より 設置 可能 と し た 181 校 (現在 は 178 
校 ) を 対象 に 、 平 成 30 年 度 か ら 令 和 2 年 度 ま で に 約 6, 800kW (6.8MW) の 太陽 光 発 電設 備 を 
設置 し た 。 発 電 し た 電気 は 特定 卸 供給 事業 者 を 介し て 先行 地域 内 の 企業 に 供給 する 予定 で あ 
る 。 
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4. 地方 公共 団体 実行 計画 を 踏ま えた 2030 年 度 ま で に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 


(1) 2030 年 度 ま で に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 

・2050 年 の 脱 炭 素 社会 「 ゼ ロカ ー ボ ン お お さか 」 の 実現 に 向け 、2030 年 度 ま で に 温室 効果 ガス 
排出 量 を 2013 年 度 比 509% 削 減 ( 約 10.376 千 +-C02) する こと を 目標 と する 「 大 阪 市 地球 温暖 
化 対策 実行 計画 【 区 域 施策 編 〕 (改定 計画 ) 」 を 2022 年 10 月 に 策定 し た 。 

・ 同 計画 に お いて 、 大 阪 の 成長 に つなが る 脱 炭 素 社会 「 ゼ ロカ ー ボ ン お お さか 」 は 、「 脱 炭素 
な エネ ルギー で 暮らす まち 」「 脱 炭素 マイ ンド に 満ち 浴 れ 、 脱 炭素 な 行動 が 浸透 し た まち 」「 脱 
炭素 化 の し くみ を 組み こん だ 持続 可能 な まち 」「 多 様 な きず な を 活か し 、 脱 炭素 化 を リー ド す 
る まち 」「 気 候 変動 へ の 備え が ある ゆる ぎ な いま ち 」 の 5 つの 「 ま ち 」 が 形成 され た 姿 で ある 
と し て いる 。 

・2030 年 度 50% 削 減 に 向け 、 再 生 可能 エネ ルギー の より 一 層 の 普及 拡大 、 未 利用 エネ ルギー の 徹 
底 し た 活用 、 省 エネ 性 能 の 高い 設備 ・ 機 器 の 普及 拡大 に よる エネ ルギー 消費 の 抑制 、ZEB、ZEH 
の 普及 拡大 等 の 建築 物 の 省エネ 化 、 自 転 車 の 活用 促進 を は じ め と する 移動 の 脱 炭 素 化 等 に 取り 
組ん で いく 。 

・ ま た 、 大 阪 の 成長 や 府民 の 安全 ・ 安 心 な 暮らし を 実現 する 、 脱 炭素 化 時 代 の 「 新 た な エネ ル ギ 
ー 社 会 」 の 構築 を 先導 し て いく た め 、2030 年 度 ま で に 大 阪 府 ・ 大 阪 市 が 一 体 と な っ て 実施 する 
エネ ルギー 関連 の 取組 の 方 向 性 を 提示 する た め 、 令 和 3 年 3 月 に 府 市 共同 で 策定 し た 「 お お さ 
か スマ ー ト エネ ルギー プラ ン 」 に 基づき 、 再 生 可能 エネ ルギー の 利用 率 の 倍増 、 エ ネル ギー 効 
率 の 向上 を 目指 し て 、 府 市 が 一 体 と な っ て 取組 を 進め る 。 


(2) 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 


改正 温 対 法 等 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 等 

画 改 定 済 ( 令 和 4 年 10 月 ) 

事務 | 口 改定 中 ( 年 月 改定 予定 ) 
事業 編 | 口 改定 予定 な し 

(理由 : ) 
画策 定 ・ 改 定 済 ( 令 和 4 年 10 月 ) 

区 域 | 口 策 定 ・ 改 定 中 ( 年 月 策定 ・ 改 定 予 定 ) 
施策 編 | 口 策定 ・ 改 定 予定 な し 
(理由 : ) 


【 事 務 事 業 編 】 
大 阪 市 地球 温暖 化 対策 実行 計画 【 事 務 事 業 編 〕 (改定 計画 ) ( 令 和 4 年 10 月 策定 ) 
〇 計画 期間 : 令 和 3 年 度 か ら 令 和 12 年 度 まで 


OQ 削減 目標 
2030 年 度 の 温室 効果 ガス 
目標 項目 総 排 出 量 削減 目標 
目標 ① | 大阪 市 事務 事業 2013 (平成 25) 年 度 比 
(大 阪 広域 環境 施設 組合 を 除く ) 5096 削 減 
目標 の | 大 阪 市 及び 大 阪 広域 環境 施設 組合 の 事務 事業 | 2013 (平成 25) 年 度 比 
34. 5 削減 


※ 本 計画 は 、 大 阪 市 か ら ご み 焼 却 処理 事業 を 引き 継い で 事業 を 実施 し て いる 一 部 事務 組合 で 
ある 「 大 阪 広域 環境 施設 組合 」 (構成 市 : 大 阪 市 ・ 八 尾 市 ・ 松 原市 ・ 守 口 市 ) と 共同 策 


ーー」 


定 。 
※ 後 述 の 【 区 域 施策 編 】 の 次 期 見 直し を 踏ま え 、2025 年 度 に お いて 本 市 の 一 般 事務 由来 の 温 
室 効 果 ガ ス 削 減 目 標 を 、 政 府 目標 の 5096 削 減 を 上 回 る 目標 に 改定 予定 。 
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〇 取組 概要 : 全 庁 的 な 取組 と し て 、 省 エネ ルギー 対策 の 徹底 、 新 築 建築 物 の ZEB 化 の 推進 、LED 
照明 の 導入 徹底 、 再 生 可能 エネ ルギー の 最大 限 の 活用 、 積 極 的 な 再生 可能 エネ ル ギ 
一 電力 の 調達 等 の 取組 を 、 市 民 ・ 事 業者 に 先駆 け 実行 し て いく 。 


施策 取組 
市 有 施 設 の 省エネ ルギー |・ 今 後 予定 する 新築 建築 物 に つい て は 、 原 則 ZEB Oriented 相当 以上 を 
性 能 の 向上 目指 し 、 準 備 が 整っ た 新築 建築 物 か ら 順 次 、 取 組み を 進め て いく 。 
全市 有 施 設 へ の LED 照明 | a a 
の 導入 徹底 2030 年 度 の LED 導入 割合 100% を 目指 す 。 


・ 公 用 車 を 新た な 所 有 又 は 使用 する 際 は 、 原 則 と し て 次 世代 自動 車 を 
導入 する 。 

・ 乗 用 車 に つい て は 、EV・PHV・FCV (以下 「EV 等 」 と いう 。) を 導入 
公用 車 へ の 次 世代 自動 車 | する こと と し 、 使 用 用 途 か ら EV 等 を 選択 で き な い 場合 で も 、HV を 
の 導入 導入 する 。 

・ エ コカ ー を 選択 する 余地 の な い 公 用 車 を 除き 、2030 年 度 ま で に ほぼ 
すべ て の 公用 車 を エコ カー と し 、 乗 用 車 に つい て は 電動 車 の 割合 を 
609%% と する 。 

・ 自 己 託送 制度 を 活用 し た ご み 焼 却 工場 発電 電気 の 本 市 施設 及び ご み 
焼却 工場 へ の 電力 供給 を 実施 する 。 


再 エ ネ 電 力 調達 の 推進 


【 区 域 施策 編 】 


大 阪 市 地球 温暖 化 対策 実行 計画 [区域 施 策 編 〕 (改定 計画 ) ( 令 和 4 年 10 月 策定 ) 

〇 計画 期間 : 令 和 3 年 度 か ら 令 和 12 年 度 まで 

〇 削減 目標 : 2030 年 度 ま で に 大 阪 市 域 の 温室 効果 ガス 排出 量 を 2013 年 度 比 で 509% 削 減 
・ 産業 部 門 379% 削 減 (最大 限 の 水準 ) 
・ 業 務 部 門 679% 削 減 ( 温 対 計 画 の 業務 その 他 部 門 519% 削 減 を 上 回 る 目標 ) 
・ 家 庭 部 門 59% 削 減 (最大 限 の 水準 ) 
・ 運輸 部 門 359% 削 減 (最大 限 の 水準 ) 

※ 国 の 環境 基本 計画 改定 に 合わ せ て 見 直し を 行う 「 大 阪 市 環境 基本 計画 」 を 踏ま え 、2025 年 度 

に 家庭 部 門 の 削減 目標 を 、 国 目標 の 6696 削 減 を 上 回 る 目標 に 改定 する 。 

〇 取組 概要 : 施策 を 「 ゼ ロカ ー ボ ン お お さか 」 を 形成 する 5 つの 「 ま ち 」 の 姿 ご と に 整理 
し 、 す べ て の 主体 が 自主 的 か つ 積極 的 に 取組 み を 展開 で きる よう な 仕組 み づ く り 、 
脱 炭 素 社会 を 見 据え た 都市 イン フラ な どの 基盤 整備 や 様々 な 革新 的 環境 技術 が いち 
早く 取り 入れ られ る よう な 環境 の 整備 、 率 先導 入 な どの 取組 を 展開 する 。 


「 ゼ ロカ ー ボ ン お お さか 」 


を 形成 する 5 つの まち 取組 
① 脱 炭 素 な エネ ルギー で 暮 ら | 〇 再生 可能 エネ ルギー の 利用 の 促進 
すま ち ・ 再 エネ 共同 購入 事業 の 推進 


・「 再 エネ 100 宣言 RE Action」 ア ン バ サ ダー と し て 企 
業 等 に よる 再 エ ネ 10096 電 気 の 調達 の 促進 
〇 未 利用 エネ ルギー の 徹底 し た 活用 
・ 地 下水 熱 の 活用 
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〇 水素 な どの 新た な エネ ルギー の 活用 、 拡 大 
・ 一 般 廃 棄 物 か ら の 可燃 ガス (水素 リッ チ ) の 生成 、 メ 
タネ ーション な ど 、 企 業 等 と 連携 し て 地域 特性 を 活か 
し た 新た な 技術 開発 ・ 実 証 プ ロジ ェクト の 検討 ・ 事 業 
化 
〇 次 世代 自動 車 の 普及 拡大 
・ 万 博 会 場 ア クセ スバ ス へ の EV/FC バス の 導入 促進 


② 脱 炭 素 マ イン ド に 満ち 浴 
れ 、 脱 炭素 な 行動 が 浸透 し 
た まち 


〇 脱 炭 素 社会 に 向け た 基盤 づく り 

・AR (拡張 現実 ) 技術 等 を 活用 し た 地球 温暖 化 等 の 体験 
型 環境 学習 コン テン ツ に よる 出前 講座 等 に よる 市 民 ・ 
事業 者 の 意識 改革 と 行動 変容 の 促進 

・ 万 博 を 契機 と し て 観光 分 野 に 関わ る 事業 者 を 対象 に 、 
GHG 排出 量 の 可視 化 導入 を 働き か け 、 脱 炭素 化 を 支援 
・ 万 博 開催 地 で ある 大 阪 が GHG 排出 量 の 少な い 旅行 先 と 
し て 選択 され る よう 脱 炭 素 化 ツア ー の 開発 ・PR を 実 
施 

・ 観 光 誘 客 を 図る 事業 者 等 へ の 啓発 を 通じ て 、 観 光 分 野 
か ら 事 業者 の 脱 炭 素 化 を 後押し する こと で 、 万 博 開 催 
前 か ら 会 場外 で の GHG の 削減 を 図り 、 脱 炭素 化 を 促進 


③ 脱 炭 素 化 の し くみ を 組み 込 
ん だ 持続 可能 な まち 


〇 環境 技術 の 実装 され た まち づく り 
・ 縁 と イノ ベー ショ ン の 融合 拠点 の 「 う めき た 」、 水 都 
再生 の まち づく り を 目指 す 「 中 之 島 地 区 」、2025 年 大 
阪 ・ 関 西 万 博 の 会 場 と な る 「 夢 洲 ・ 咲 洲 地 区 」、 大 阪 
有数 の 業務 集積 地区 で ある 「 御 堂 筋 周辺 地区 」 な ど 、 
大 阪 の 成長 を けん 引 す る 地区 ・ 地 域 の 特性 を 活か し た 
脱 炭 素 型 の まち づく り を 推進 

〇 交通 ネッ トワ ー ク の 改善 や 物流 対策 に よる 脱 炭 素 化 
・ 大 阪 “みな と " (大 阪 港 ・ 堺 泉北 港 ・ 阪 南港 ) に お け 
る カー ボン ニュ ー ト ラル ポー ト の 形成 を 推進 

〇 海洋 プラ スチ ッ ク ご み の 汚 染 ゼ ロ に 向け た 取組 
・2019 年 開催 の G20 大 阪 サ ミッ ト に お いて 共有 され た 
「 大 阪 ブ ルー・ オ ー シ ャ ン ・ ビ ジョ ン 」 の 実現 に 向け 
プラ スチ ッ ク 製 品 の 使用 抑制 と 環境 へ の 流出 削減 を 推 
進 【 大 阪 府 ・ 大 阪 市 第 2 期 SDGs 未来 都市 計画 に お け 
る 「 自 治 体 SDGs の 推進 に 資す る 取組 (先導 的 な プロ 
ジェ クト )」】 


④ 多様 な きず な を 活か し 、 脱 
炭素 化 を リー ド す る まち 


〇 環境 ・ エ ネル ギー 産業 の 振興 と あら ゆる 事業 者 の 持続 的 
成長 
・ カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル 等 新 技術 ビジ ネス の 創出 支援 
〇 都市 間 協力 の 推進 
・ ア ジア 諸 都 市 等 の 脱 炭 素 ・ 低 炭素 都市 形成 支援 
・ 英 国 ・ グ レー ター マン チェ スタ ー と の 連携 推進 


⑤ 気候 変動 へ の 備え が ある ゆ 
る ぎ な いま ち 


〇 エネ ルギー イン フラ の 拡充 に よる レジ リエ ンス の 強化 
・ エ ネル ギー の 面 的 利用 の 促進 
・ 電 力 需給 調整 力 の 強化 等 に 向け た V2X の 普及 促進 
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【 部 門 毎 に 異な る 目標 水準 の 設定 に つい て 】 

・ 本 市 は 、 令 和 4 年 10 月 に 地方 公共 団体 実行 計画 (事務 事業 編 ) と し て 位置 付け られ て いる 「 大 
阪 市 地球 温暖 化 対 策 実行 計画 〔 事 務 事 業 編 ] (改定 計画 )」 を 「 大 阪 広域 環境 施設 組合 」 と 共同 
で 策定 し て いる 。 本 市 の 一 般 事務 及び 上 下水 道 事業 由来 の 温室 効果 ガス 排出 量 に 関す る 目標 ① 
に つい て は 、 2030 年 度 ま で に 2013 年 度 比 50% 減 と する 目標 を 掲げ て いる 。 

・ 一 方 、 大 阪 広域 環境 施設 組合 構成 4 市 の ご み の 焼 却 量 を 含む た め 、 温 室 効果 ガス 排出 量 が 大 き 
く 、2030 年 度 ま で の 削減 余地 が 少な い 廃 棄 物 部 門 を 含む 目標 め に つい て は 、34.596 減 と する 
削減 目標 を 掲げ て お り 、 廃 棄 物 部 門 に 関し て は 、2019 (平成 31) 年 1 月 に 大 阪 府 ・ 市 が 共同 で 
行っ た 「 お お さか プラ スチ ッ ク ご み ゼ ロ 宣 言 」 に 基づき 、 ワ ン ウ ェ イ プラ スチ ッ ク の 使用 削減 
と プラ スチ ッ ク ご み の 減 量化 を 図る こと に よっ て 排出 抑制 を 講じ る こと と する 。 
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5. 重点 選定 モデ ル (該当 が ある 場合 の み ) 
【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
① 施 策 間 連 携 
【 タ イト ル 】 
「 道 路 空間 再編 x レジ リエ ンス x 脱 炭素 」 で 安心 ・ 安 全 ・ 持 続 可能 な ビジ ネス エリ ア を 構築 


【 当 該 取 組 の 基礎 と な る これ まで に に 実施 し た 取組 内 容 】 

・ 平 成 31 年 3 月 に 御堂 筋 の 将来 像 や 取組 内 容 を 示し た 「 御 堂 筋 将来 ビジ ョ ン 」 を 策定 。 

・ 平成 31 年 3 月 に 大 規模 な 地震 が 発生 し た 場合 に お ける エリ ア 内 の 滞在 者 等 の 安全 の 確保 を 図 
る た め の 「 都 市 再生 安全 確保 計画 」 を 策定 。 


【 活 用 を 想定 し て いる / し た 事業 (交付 金 、 補 助 金 ) 又は 制度 ・ 枠 組み 等 】 

・ 事 業 名 : サス テ ナ ブ ル 建 築 物 等 先導 事業 ( 令 和 3 年 度 採択 済 ) 

・ 事業 概要 : 先導 性 の 高い 住宅 ・ 建 築 物 の 省エネ ・ 省 C02 プロ ジェ クト に つい て 民間 等 か ら 提案 
に 対し て 支援 を 行う 

・ 所 管 府 省庁 名 : 国土 交通 省 

・ 活用 予定 事業 費 : 非 公開 


・ 事業 名 : 民間 都市 再生 事業 計画 ( 令 和 4 年 度 採択 済 ) 

・ 事業 概要 : 都市 再生 繋 急 整 備 地域 内 で 、 国 土 交通 大 臣 認 定 を 受け た 民間 都市 再生 事業 に 対し 
て 、 メ ザ ニ ン 支 援 等 の 金融 支援 及び 税制 支援 を 行う 

・ 所 管 府 省 庁 名 : 国土 交通 省 


・ 活用 予定 事業 費 : 
非 公開 


・ 制度 名 称 : 都市 再生 特別 地区 

(採択 年 度 淀屋橋 地区 : 平成 16 年 度 、 本 町 三 丁目 南 地区 : 平成 18 年 度 、 今 橋 三 丁目 地区 : 平 
成 23 年 度 、 伏 見 町 三 丁目 地区 : 平成 26 年 度 、 淀 屋 橋 駅 西 地区 : 令 和 元 年 度 、 淀 屋 橋 駅 東 地 
区 : 令 和 元 年 度 、 平 野 町 四 丁 目地 区 : 令 和 4 年 度 ) 

・ 制度 の 概要 : 都市 の 再生 拠点 と し て 、 都 市 再生 緊急 整備 地域 内 に お いて 、 既 存 の 用 途 地 域 等 に 
基づく 用 途 ・ 容 積 率 等 の 規制 を 適用 除外 と し た 上 で 、 自 由 度 の 高い 計画 を 定め る 
こと が で きる 都市 計画 制度 

・ 所 管 府 省 庁 名 : 国土 交通 省 


他 省庁 の 必要 額 に つい て 、 補 助 金 活 用 事業 者 の 事業 費 等 特定 され 今後 予定 する 契約 へ の 影響 が 
懸念 され る た め 非 公表 (事業 完了 以降 に 公表 ) 


【 相 乗 効 果 】 
・ 国土 交通 省 の 事業 ・ 制 度 も 活用 し 、 自 立 ・ 分 散 型 電源 の 導入 や エネ ルギー 面 的 融通 に よる 平時 
の 環境 性 能 の 向上 と 、 業 務 継 続 地区 (BCD) の 構築 を 加速 する 。 


【 取 組 概要 】 

・ 対象 地域 は 特定 都市 再生 緊急 整備 地域 に 指定 され て お り 、 平 成 31 年 に 「 御 堂 筋 ま も づく り ネ ッ 
トワ ー ク 」 と 共同 で 都市 再生 安全 確保 計画 を 策定 し 、 公 民 連 携 し て コー ジェ ネ レ ーション シス 
テム 等 の 自立 ・ 分 散 型 電源 の 導入 と エネ ルギー 面 的 融通 を 進め て いる 。 

・ 本 市 は 「 居 心地 が 良く 歩き た く な る まち な か 」 の 形成 を 目指 す サウ ォ ー カ ブル 推進 都市 に 登録 し 
て お り 、 民 間 都 市 再生 事業 計画 や ウォ ー カ ブル 推進 税制 の 活用 に よる 建 替え を 促進 し て いる 。 
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・ さ ら に 、 サ ステ ナブ ル 建 築 物 等 先導 事業 (国土 交通 省 ) な ども 活用 し な が ら 、 複 数 の 会 員 ビ ル 
で ZEB Ready な ど 省 CO2 型 の 開発 を 進め る と と も に 、2030 年 度 ま で に 新た に 「 御 堂 筋 ま ち づ く 
り ネ ットワーク 」 エ リア 内 オフ ィ ス ビル の 2 か 所 の エネ ルギー 面 的 融通 を 実現 する 。 今後 も 施 
策 誘導 に より 再開 発 に 合わ せ て ZEB・BCD の 拡大 を 進め て いく 。 


【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 


② 地 域 間 連 携 

【 タ イト ル 】 

適地 に 宰 益 する 再 エ ネ 調 達 マ ッ チ ング 
【 連 携 先 】 


・ 福島 県 浪江 町 、 一 般 社 団 法人 再生 可能 エネ ルギー 地域 活性 協会 (FOURE) 


【 連 携 協定 等 の 締結 状況 】 
・ 浪江 町 と 大 阪 府 と 大 阪 市 と の 再生 可能 エネ ルギー の 活用 を 通じ た 連携 協定 (2021 年 3 月 29 日 ) 
・FOURE と の 再 エネ 調達 に 関す る 連携 協定 (2023 年 度 中 に 締結 予定 ) 


【 取 組 概要 】 

・ 市 内 の 再 エ ネ 等 の 電力 供給 力 は 先行 地域 内 の 電力 需要 量 を 上 回 っ て いる が 、 将 来 の 市 域 全 域 で 
の 脱 炭 素 化 に 向け て は 、 地 域 間 連携 に よる 再 エ ネ 電 力 調達 を 進め て いく 必要 が ある 。 

・ 本 市 で は 、 産 地 証 明 さ れ た 再 エ ネ 100% 電 力 を 全国 か ら 広く 調達 し 、 エ ネル ギー の 大 消費 地 で 
ある 大 阪 と し て 、 よ り 広 域 的 な 再 エ ネ の 普及 拡大 に つなげ る 再 エ ネ 電 力 調達 マッ チン グ 事 業 な 
ど を 行っ て いる 。 

・2021 年 3 月 に は 大 阪 府 と と も に 福島 県 浪江 町 と 「 再 生 可能 エネ ルギー の 活用 を 通じ た 連携 協 
定 」 を 締結 。 脱 炭素 社会 の 実現 を 目指 し 、 相 互 に 連携 し て 、 再 生 可能 エネ ルギー を 活用 する 取 
組 を 推進 し て いる 。 

・ ま た 、 浪 江 町 と の 自治 体 間 連携 に 加え 、37 団体 が 加盟 し 、 約 3.000 ヶ所 の 発電 所 を 有する 
FOURE と 連携 し た 新た な スキ ー ム を 構築 する 予定 で ある 。 

・ 具 体 的 に は 、 本 市 内 需要 家 と 再 エ ネ 電 源 を マッ チン グ し 、 そ の 収益 の 一 部 を 再 エ ネ 電 源 を 有 す 
る 自治 体 に 還元 し 、 地 域 活性 化 の た め の 資 金 と し て 活用 する も の で あり 、 現 在 は 年 度 内 の 協定 
締結 に 向け て 詳細 を 調整 し て いる 。 


【 連 携 の イメ ー ジ 】 


、 FOURE と の 連携 (都市 部 へ の 再 エネ 需給 ) 


渡 江 町 と ・ 市 と の 再 エ ネ を 通じ た 町 役場 
ーー トーン ーーー aam 再 エネ 発電 所 都市 部 
= ここ ロ FOURE 大 阪 市 
LIL SN 
= mmEEEEd N 
3383 た 


FL 連携 協定 


= = 
再 エネ 立地 地域 か ら の 再 エネ 電気 
本 エネ $$ 市 域内 の 
事業 者 埋 要 家 


再 エ ネ ポ テン シャ ル の 高い 


エネ ルギー 大 消費 地 大 阪 の (イメ ー ジ 図 ) 信和 導 か ら 


規 要 衣 が 再 エネ を 積 年 的 に 選ぶ | 再 エ ネ を 売り た U | い 
【 浪 江 町 と の 連携 】 [FOURE と の 連携 】 
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別 添 資料 1 


「 御 堂 筋 まち づく り ネ ットワーク 」 エ リア 内 オフ ィ ス ピル 一 覧 


施設 名 企業 名 
あい お い ニ ッ セ イ 同 和 損 保 御堂 筋 ビ ル あい お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保険 株 式 会 社 
大 阪 朝日 生命 館 朝日 生命 保険 相互 会 社 
イト ウゥ ビル 株 式 会 社 イ トゥ ビル 
へ トト 
(仮称 ) 淀屋橋 駅 本 地区 市 街 地 再 開発 事業 ーー 
(施設 建築 物 ) ー ーーーー 
大 和 ハ ウス 工業 株 式 会 社 
アー バン ネッ ト 御 堂 筋 ビル NTT 都市 開発 株 式 会 社 
ガス ビル 西館 大 阪 ガス 株 式 会 社 
OME ビル 大 阪 ガス 株 式 会 社 
大 阪 瓦 打 ビル ヂ チン グ 大 阪 ガス 株 式 会 社 
武田 御堂 筋 ビ ル 鹿島 建設 株 式 会 社 
オー ビッ ク 御 堂 筋 ビ ル 株 式 会 社 オ ー ビ ッ ク 
KF セン ター ビル 関電 不動 産 開発 株 式 会 社 
京阪 神 瓦 町 ビル 京阪 神 ビ ルディ ング 株 式 会 社 
京阪 神 御堂 筋 ビ ル 京阪 神 ビ ルディ ング 株 式 会 社 


(仮称 ) 淀屋橋 駅 東 プ ロ ジェ クト 


京阪 ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 


中 央 日 本 土地 建物 株 式 会 社 
本 町 ガー デン シテ ィ テ ラス 積水 ハウ ス 株 式 会 社 
本 町 ガー デン シテ ィ 積水 ハウ ス 株 式 会 社 
本 町 南 ガ ー デ ン シ テ ィ 積水 ハウ ス 株 式 会 社 
損保 ジャ パン 大 阪 ビル 損害 保険 ジャ パン 株 式 会 社 
(仮称 ) 本 町 4 丁目 プロ ジェ クト 大 成 建設 株 式 会 社 
御堂 筋 ダ イ ビ ル ダイ ビル 株 式 会 社 
御堂 ビル ディ ング 株 式 会 社 竹 中 工務 店 
a Ns 東京 海上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 
日 本 生命 本 店 ・ 本 館 日 本 生命 保険 相互 会 社 
日 本 生命 本 店 ・ 東 館 日 本 生命 保険 相互 会 社 
日 本 生命 本 店 ・ 南 館 日 本 生命 保険 相互 会 社 


ヒュ ー リ ッ ク 大 阪 ビル 


ヒュ ー リ ッ ク 株 式 会 社 


北 御堂 (本願寺 津村 別院 ) 


本 願 寺 津村 別院 


御堂 筋 三井 ビル ディ ング 


三井 不動 産 株 式 会 社 


淀屋橋 三井 ビル ディ ング 


三井 不動 産 株 式 会 社 


三菱 UFJ 銀行 大 阪 ビ ル 


株 式 会 社 三菱 UFJ 銀行 


明治 安田 生命 大 阪 御堂 筋 ビル 


明治 安田 生命 保険 相互 会 社 


他 7 施設 
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